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報告書の構成について  

○指標の設定項目の評価については、設定された数値が目標値に向けてどれだけ達成

されたかの達成状況を説明しています。  

○重点施策ごとの所管課による推進状況と自己評価、今後の改善への取組みに対し、

西宮市男女共同参画推進委員会委員が評価を行い、それらを踏まえ今後の方向性に

まとめています。 

西宮市男女共同参画推進課 
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防災危機管理局 防災総務課 53101 地域防災計画関係事業

防災総務課 53102 防災・災害復興施策への女性の参画拡大

防災啓発課 53103 防災・災害復興に関する啓発事業の実施

防災啓発課 53104 自主防災組織育成事業

政策局 秘書課 13102 国際ボランティア情報の収集・提供

秘書課 13104 国際交流事業の推進

秘書課 13201 外国人の生活相談事業

秘書課 13202 外国人への市政情報提供

秘書課 13203 外国人人権啓発事業の実施

秘書課 41103 外国人人権啓発事業の実施（再掲）

広報課 21102 女性問題関連記事等の掲載

市民相談課 12208 市長対話等の事業への参加促進

市民相談課 51101 市民生活相談の充実

総務局 総務課 11203 審議会等委員への女性参画目標値の設定と達成

人事課 11101 女性職員の採用と人材育成

人事課 11103 女性職員の能力活用と職域拡大

人事課 11202 女性職員の管理職への登用促進

研修厚生課 11104 女性職員のキャリア育成支援研修

研修厚生課 41102 市職員に対する講演会などの研修の実施

市民局 市民協働推進課 12205 NPO等公益活動市民団体への支援

市民協働推進課 12214 コミュニティの推進

医療年金課 24211 乳幼児等・こども医療費助成

医療年金課 51102 国民年金制度の普及・啓発

医療年金課 51103 高齢期移行医療費助成

医療年金課 51104 障害者医療費助成

医療年金課 51105 高齢障害者医療費助成

医療年金課 52103 母子家庭等医療費助成

人権平和推進課 41101 「西宮市人権教育・啓発に関する基本計画」の推進

若竹生活文化会館 43113 地域住民の健康で健やかな生活のための健康体操の事業

男女共同参画推進課 11102 女性の人材発掘・育成

男女共同参画推進課 11105 女性のスキルアップの啓発促進

男女共同参画推進課 11201 管理・指導的立場への女性登用についての啓発

男女共同参画推進課 12101 地域活動への共同参画のための啓発

男女共同参画推進課 12201 男女の地域活動への参加・参画講座の実施

男女共同参画推進課 13103 国連の女性関連情報等の収集・提供

男女共同参画推進課 21101 市民意識調査や実態調査等の継続的な実施

男女共同参画推進課 21102 女性問題関連記事等の掲載

男女共同参画推進課 21201 男女共同参画プランの普及啓発

男女共同参画推進課 21202 男女共同参画に関する情報及び女性人材情報の収集・提供

男女共同参画推進課 21203 啓発冊子や情報誌の定期的発行

男女共同参画推進課 21204 市職員への講演会・研修の実施

男女共同参画推進課 21205 講座・講演会・イベントの実施

男女共同参画推進課 21206 各種団体・グループへの啓発

男女共同参画推進課 21301 センターの機能充実と利用促進

男女共同参画推進課 21302 センターについての広報・啓発

男女共同参画推進課 21303 女性相談の充実

男女共同参画推進課 21304 相談員等に対する研修

男女共同参画推進課 21305 男女が共に学習活動をするための条件整備

男女共同参画推進課 21306 講座・講演会・イベントの実施

男女共同参画推進課 21307 自主活動グループの育成

男女共同参画推進課 21308 講座修了生による自主活動グループ結成のための支援

男女共同参画推進課 21309 図書・資料等の提供による啓発

局名 担当課
事業
コード

事業名

推進事業一覧（男女プラン）
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局名 担当課
事業
コード

事業名

男女共同参画推進課 22201 大学・短大と協働した事業の実施

男女共同参画推進課 23202 暴力によらない自己表現を考える講座の実施

男女共同参画推進課 24101 男女共同参画の視点からみた、介護・看護休業制度の普及啓発

男女共同参画推進課 24102 男性のための各種講座の開催

男女共同参画推進課 24103 男性のための育児・介護等の講座の開催

男女共同参画推進課 24203 男女が共に学習活動をするための条件整備

男女共同参画推進課 31101 女性労働に関する啓発資料の発行

男女共同参画推進課 31102 女性労働に関する法制度についての広報・啓発

男女共同参画推進課 31105 女性の職域拡大についての啓発

男女共同参画推進課 31106 働く女性対象の能力向上のための講座等の実施

男女共同参画推進課 31302 チャレンジ支援コーナーの充実

男女共同参画推進課 31303 働く女性の健康講座の実施

男女共同参画推進課 31304 女性のためのチャレンジ相談の実施

男女共同参画推進課 31305 再就職支援のための講座の実施

男女共同参画推進課 32101 男女共同参画の視点による育児・介護休業制度の普及啓発

男女共同参画推進課 32104 男女の家庭生活への参加・参画講座の実施

男女共同参画推進課 41102 市職員に対する講演会などの研修の実施

男女共同参画推進課 41201 メディアにおける人権尊重の視点での啓発

男女共同参画推進課 41202 人権を侵害する表現を防止する取り組み

男女共同参画推進課 41203 メディア・リテラシー向上の教育の推進

男女共同参画推進課 42101 女性の人権尊重に関する広報啓発

男女共同参画推進課 42102 児童虐待等防止のための講座等の実施

男女共同参画推進課 42104 性犯罪等の防止への取り組み

男女共同参画推進課 42105 セクシュアル・ハラスメント防止のための啓発の実施

男女共同参画推進課 42106 セクシュアル・ハラスメント防止のための講座の実施

男女共同参画推進課 43107 母性機能の重要性についての意識啓発の推進

男女共同参画推進課 52203 女性のためのチャレンジ相談の実施（再掲）

産業文化局 大学連携課 22105 大学交流センターの講座等の事業の開催

大学連携課 22202 大学間の交流、大学・大学生と市民間の交流の推進

商工課 11106 起業家支援事業（スクール・セミナー）の実施

労政課 31102 女性労働に関する法制度についての広報・啓発

労政課 31103 事業所・勤労者への情報提供による啓発

労政課 31104 パートタイム労働者等に関する情報の提供・啓発

労政課 31107 シルバー人材センターにおける女性会員への活動支援

労政課 31108 勤労者等対象講習会の実施

労政課 31201 労働相談の実施

労政課 31202 雇用の平等に関する情報の提供

労政課 31203 労働実態調査の実施

労政課 31301 労働基準法の母子保護規定の啓発の実施

労政課 31306 女性のための就労支援事業

労政課 32102 労働時間の短縮の促進の実施

労政課 32103 育児休業・介護休業等制度の普及啓発の実施

労政課 32201 労働相談の実施（再掲）

労政課 32202 西宮市中小企業勤労者福祉共済制度による健康診断事業

労政課 42107 職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止のための啓発の実施

労政課 43111 教養文化体育施設貸出事業（サン･アビリティーズにしのみやの運営）

労政課 51114 シルバー人材センターの充実

労政課 52204-1 地域若者サポートステーション事業（厚生労働省認定事業）

労政課 52204-2 中高年齢者就職支援事業

消費生活センター 12215 消費者活動等の地域活動に対する啓発・学習の推進

生涯学習推進課 22101 生涯学習に関する情報の収集と提供

生涯学習推進課 22102 生涯学習情報コーナーでの情報の収集と提供

生涯学習推進課 22103 生涯学習大学「宮水学園」の開講

地域スポーツ課 13101 ユニセフカップ西宮国際ハーフマラソンの実施

地域スポーツ課 22104 生涯体育大学の実施
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局名 担当課
事業
コード

事業名

地域スポーツ課 43110 スポーツ奨励事業の実施

健康福祉局 地域共生推進課 12202 民生委員・児童委員会活動の育成

地域共生推進課 12203 地区ボランティアセンターへの運営補助と整備

地域共生推進課 12206 老人クラブ運営助成

地域共生推進課 51111 介護予防事業

地域共生推進課 51115 福祉相談体制の充実

福祉のまちづくり課 51201 施設の整備・充実

介護保険課 51107 高齢者福祉計画・介護保険事業計画の推進

介護保険課 51202 介護保険事業

高齢福祉課 51109 高齢者外出支援サービス事業

高齢福祉課 51110 老人福祉センター及び老人いこいの家の充実

高齢福祉課 51203 介護用品支給事業

障害福祉課 51116 障害福祉推進計画の推進

生活支援課 51106 住宅改造費助成事業

生活支援課 51113 成年後見制度利用支援事業（高齢者）

生活支援課 51117 障害福祉計画によるサービスの実施

生活支援課 51119 成年後見制度利用支援事業（障害者）

保健総務課 43203 薬物乱用防止事業

地域保健課 43101 母親学級・両親学級などによる妊娠・出産に関する知識の普及

地域保健課 43102 乳幼児相談・指導・健診等の充実と情報の提供

地域保健課 43104 未熟児等支援事業

地域保健課 43112 健康講座等の開催

地域保健課 43115 健康相談の実施

地域保健課 43116 思春期保健事業（思春期講座）

地域保健課 43201 喫煙、飲酒等の害についての啓発

健康増進課 43106 乳がん、子宮がん、大腸がん、肺がん、胃がん検診の実施・啓発

健康増進課 12207 地区組織の育成・支援

健康増進課 43105 骨粗鬆症等各種健康診査の実施・啓発

健康増進課 43108 歯の健康づくりの推進

健康増進課 43109 新・にしのみや健康づくり２１の推進

健康増進課 43114 栄養改善事業の実施

健康増進課 51122 精神障害者家族等支援事業（家族教室）

健康増進課 51123 精神保健福祉相談

保健予防課 43202 ＨＩＶ/エイズ、性感染症等についての健康相談、検査の実施及び感染予防の啓発

こども支援局 保育施設整備課・保育入所課 24223 待機児童の解消

保育施設整備課・保育入所課 32203 待機児童の解消（再掲）

子育て手当課 52104 児童扶養手当の給付事業

青少年施策推進課 12209 青少年健全育成に関する地域活動・ボランティア活動への参加促進

育成センター課 24220 留守家庭児童育成センターの整備・充実

子供家庭支援課 24206 家庭児童相談事業

子供家庭支援課 24217 子育てショートステイ事業の推進

子供家庭支援課 42103 みやっこ安心ネットの充実

子供家庭支援課 52101 ひとり親家庭相談事業の充実

子供家庭支援課 52102 福祉資金（母子等）貸付制度等の充実

子供家庭支援課 52105 母子・父子福祉センター事業の充実

子供家庭支援課 52106 母子生活支援施設の整備・充実

子供家庭支援課 52201 自立支援教育訓練給付金事業

子供家庭支援課 52202 高等職業訓練促進給付金による事業

保育幼稚園事業課 24209 育児相談体制の整備・充実

保育幼稚園事業課/保育
幼稚園支援課

24212 保育所機能の拡充

保育幼稚園支援課 24213 民間保育所への助成

保育幼稚園支援課 24214 地域型保育事業所等への助成

保育幼稚園支援課 24215 保育内容の充実

保育幼稚園支援課 24216 一時保育の拡充
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局名 担当課
事業
コード

事業名

保育幼稚園支援課 24218 病児・病後児保育事業

発達支援課/診療事業課
/地域・学校支援課

51118 こども未来センターの運営

地域・学校支援課 24201 こども未来センター相談支援事業

子育て総合センター 24207 子育て支援事業の実施

子育て総合センター 24208 子育て相談事業の実施

子育て総合センター 24219 にしのみやしファミリーサポートセンター

子育て総合センター 24221 児童館・児童センター機能の充実

環境局 環境学習都市推進課 12210 環境学習拠点の運営

環境学習都市推進課 12211 環境学習サポーターのリーダー養成講座の実施

環境学習都市推進課 12212 エココミュニティ会議の設置・推進

環境学習都市推進課 12213 地域における環境学習

環境・エネルギー推進課 環境計画推進パートナーシップ会議委員の女性比率

消防局 消防局総務課 11101 女性職員の採用と人材育成

消防局総務課 11103 女性職員の能力活用と職域拡大

上下水道局 上下水道総務課 11202 女性職員の管理職への登用促進

教育委員会 教育職員課 42109 教職員に対する意識啓発の推進

教育職員課 11202 女性職員の管理職への登用促進

社会教育課 24202 家庭教育事業の実施

地域学習推進課 12102 公民館活動推進員会事業の実施

地域学習推進課 12204 福祉ボランティア養成講座の実施

地域学習推進課 24204 託児ボランティア講座の実施

地域学習推進課 24205 託児付き事業の実施（人権フォーラム）

地域学習推進課 51120 福祉関連学習事業の実施（手話講座）

地域学習推進課 51124 福祉関連学習事業の実施（西宮青年生活学級）

学校教育課 13105 国際理解教育の推進

学校教育課 23102 学校園における男女平等教育の推進

学校教育課 23103 学校園における男女共同参画社会実現をめざす教育に関する教職員研修の促進

学校教育課 23201 学校における人権教育の推進

学校教育課 23203 学校教育における福祉教育の推進

学校教育課 23204 生徒の個性が尊重された主体的な進路選択

学校教育課 23205 男女平等の視点に立った職業観の育成

学校教育課 24222 幼稚園機能を活用した事業の実施

学校教育課 43119 性教育指導の指針作成

学校保健安全課 43117 学校における性に関する相談活動の推進

教育研修課 23101 男女平等の視点に立った教育関係者への研修の実施
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31.2 ％ 32.2 ％ 40.0 ％ 80.5%

　条例設置による審議会等の数は平成
２９年８月現在で３２．2％です。女性の
登用率は平成２８年度に比し、０．９ポイ
ント上昇（前年０．６上昇）しました。平成
３０年度までの目標である４０．０％には
達していない状況です。
　また、女性委員がいない審議会は、１
３（前年１３）となっています。
　兵庫県下市町の審議会委員女性比率
の平均は、平成２９年４月現在、２６．
９％（最低１０．３％～最高３８．１％）でし
た。

係長級以上
※事務職のみ

17.6 ％ 17.4 ％ 20.0 ％ 87.0%

課長級以上
※公立学校の校
長・教頭・幼稚園
長を除く全職種

11.6 ％ 12.9 ％ 10.0 ％ 129.0%

- ％ 67.3 ％ 60.0 ％ 112.2%

　平成２９年度に男女共同参画プラン策
定のための基礎資料として、調査を行い
ました。前回調査（平成２２年実施）で
は、５２．３％となっており、前回より１５．
０ポイント上昇しています。

家庭生活 - ％ - ％ 75.0 ％ -

職場 - ％ - ％ 55.0 ％ -

学校 - ％ - ％ 80.0 ％ -

地域活動 - ％ - ％ 75.0 ％ -

7

グ
ル
ー

プ

7

グ
ル
ー

プ

15

グ
ル
ー

プ

46.7%

　市主催講座の修了生により結成され、
現在活動中のグループは平成２８年度
と同数でした。
　グループ結成を推進する目的は、セン
ターで講座として取り上げることで課題
について考えるきっかけを提供し、更に
自主的な学習を続けていただくためです
が、ある程度の成果に達したグループ
は、活動の休止や活動形態を変更する
場合もあります。

Ⅱ

『「男は仕事、女は家庭」という考え
方に(どちらかといえば)賛同しな
い』と答えた割合

『「男女の地位」で
男女が平等（やや
平等）であると感じ
る』と答えた割合

（家庭生活）

　平成２９年度に男女共同参画プラン策
定のための基礎資料として、調査を行い
ましたが、当該項目を削除しました。

男女共同参画センターで実施した
講座修了生によるグループの結成
数

29年度状況

Ⅰ

審議会等への女性の登用率

市職員管理職にし
める女性の割合

　事務職係長級以上の女性割合は、平
成２８年度に比し、０．２ポイント低下しま
した。
　課長級以上の人数は３４５名から３５６
名に増加しました。女性割合は、平成２
８年度に比し、局長級が２名、課長級が
９名増加し、１．３ポイント上昇しました。
　兵庫県下市町の課長級以上の女性比
率の平均は、平成２９年４月現在、１５．
７％（最低４．０％～最高４０．９％）でし
た。

西宮市男女共同参画プラン

基
本
目
標

項　目 28年度 29年度

目標数値
または方

向
（30年度）

達成状況

指標の達成状況

7



29年度状況

基
本
目
標

項　目 28年度 29年度

目標数値
または方

向
（30年度）

達成状況

36

グ
ル
ー

プ

33

グ
ル
ー

プ

60

グ
ル
ー

プ

55.0%

　男女共同参画センターの活動推進グ
ループは、平成２８年度から３グループ
減少しました。
　男女共同参画に関する意識啓発は、
行政が行う事業だけでなく市民団体が
自主的に学習活動を行い、啓発の媒体
となっていただくことを目的に「活動推進
グループ」を設定していますが、減少傾
向にあり、今後の支援のあり方等を検討
する必要があります。

4
回
/
年

6
回
/
年

5
回
/
年

120.0%

　学生や遠方で男女共同参画センター
で開催する講座・講演会に参加しにくい
市民の層に対し、講師を派遣して男女
共同参画に関する理解を深めていただ
くことにしています。
　平成２９年度は公立高校の生徒向け
に１回、公立中学校の生徒向けに５回
の出前講座を行ないました。

364 人 412 人 300 人 137.3%

　女性の自己尊重感、スキルアップ、ノ
ウハウの取得につながる主催講座を１１
講座、また、ハローワークとの共催によ
る就職支援に関する５講座を実施し、実
践的な内容の連続講座を開催しました。

5.8 ％ - ％ 13.0 ％ -

　市内事業所における男性育児休業取
得率は、３年毎に行う「西宮市労働実態
基本調査」で報告しており、平成２８年度
調査における報告数値は、５．８％で
す。平成２２年度調査では２．５％、同２
５年度では３．２％でした。

- ％ 43.0 ％ 50.0 ％ -

 「身の回りで人権が尊重されていると思
う」かどうかという設問は､「市民意識調
査」における市民の人権尊重程度を調
べるための質問項目として、プランの改
定の前年に設定しています。
　平成２９年度に行った調査の結果は､
「ひじょうに思う」「少し思う」の合計が４
３．０％（前回平成２４年度調査は、４０．
３％）、「あまり思わない」と「まったく思わ
ない」の合計は１０．８％であり、「どちら
ともいえない」という回答が４３．０％でし
た。

Ⅲ

女性のパワーアップ講座への参加
者数

市内事業所の男性育児休業取得
率

Ⅳ

『身の回りで人権が尊重されてい
ると思う』と答えた割合

Ⅱ

男女共同参画センターの
活動推進グループ数

男女共同参画に関する地域等へ
の出前講座の実施回数

8



29年度状況

基
本
目
標

項　目 28年度 29年度

目標数値
または方

向
（30年度）

達成状況

6
回
/
年

6
回
/
年

6
回
/
年

100.0%

　平成２９年度は、「女性に対する暴力を
なくす運動」に合わせて、ＤＶ加害者向
けプログラムに関する講座（２４名参加）
を開催しました。
また、市内公立中学校生徒を対象とした
「デートＤＶ防止講座」を５回開催し、１，
１５３名の参加がありました。

474 人 801 人 600 人 79.5%

　平成２９年度は８０１名の男性の参加
者がありました。平成２８年度に比し３２
７名増加しました。これは、主にデートＤ
Ｖ防止講座で４４７名の増があったため
です。

3,916 人 4,003 人 4,800 人 83.4%

　仕事と育児の両立支援のための環境
整備として、手助けして欲しい人と手助
けしたい人が会員となる事業です。
　平成２８年度に比し、会員数は８７名増
加しました。

183 人 323 人 0 人 0%

保育所整備や認定こども園への移行に
より、保育受入れ枠の拡大を図ったが、
保育需要の伸びにより、待機児童の解
消には至らなかった。

31.3 ％ 27.7 ％ 40.0 ％ 69.3%

　環境計画推進パートナーシップ会議は
平成２５年に懇話会から条例設置の附
属機関に変更されました。委員は公募
委員を含め、様々な分野から選出され
ています。女性比率は、総数１８名のう
ち平成２９年度は５名でした。

53
回
/
年

56
回
/
年

35
回
/
年

160.0%

　この指標は、課題となっている市内の
自殺による死亡者数を減らすための取
組の一つです。
  自殺防止対策にかかる講演会・研修・
講座の開催回数は、平成２８年度に比し
3回増加しました。

Ⅴ

男女共同参画センターの講座にお
ける男性の参加者数

ファミリーサポートセンター
登録会員数

保育所待機児童の解消

環境計画推進パートナーシップ会
議委員の女性比率

「自殺対策講演会・研修」及び「精
神保健福祉に関する講座」の開催
回数

Ⅳ

女性に対する暴力の防止に関する
講座・研修の開催回数
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29年度推進状況

事 業
コード
11101

～
13203

市政ニュースでの「教職員の働き方改革を進めています」との啓発広報は評価する。しかし、定時退勤日・ノー部活デー・
勤務終了後の電話対応などの取り組みの更なる徹底（形だけに終わらない市民、教職員ともに意識改革・勤務環境の整
備）をするなどの取り組みを今後も重ねていくこと。

【11201～11202】
・有能な女性職員が管理職として活躍するためには、彼女たちの生活が真の意味で「ワーク・ライフ・バランス」のとれたも
のとなっている必要がある。例えば、彼女/彼一家を「ワーク・ライフ・バランス」のモデルケースとして、必要な職場のあり
方（ｅｘ.残業は1時間以内とか、ノー残業デーを増やすとか、有休休暇を取りやすくするとか）を洗い出すなど、具体的な試
みが必要な時期にきているのではないだろうか。

【11203・22201】
・審議会委員の候補として、18歳以上の大学生を対象に組み入れてはどうだろう。例えば、現在、防災・減災・安全等の学
部学科を開設している大学は関西にも多々ある。そこに学ぶ女子大学生が防災系の委員になってくれれば、既成概念に
とらわれない発想や意見が出てくる可能性は大いにある。
・他の委員会でも選考に関わりのある大学生であれば、男女を問わず新しい考えを示してくれるだろう。

【12206】
老人クラブ活動そのものが、退職時期が延長され、高齢者の就業増加や価値観が多様化している今の社会では、時代遅
れになっているように思う。一つの組織を支援するより、多様化する高齢社会に対応した社会参加のシステムを考えてほ
しい。

【女性職員の管理職への登用促進】【女性職員の採用と人材育成】【女性職員の能力活用と職域拡大】
女性職員の管理職への登用促進では、課長級以上の女性の割合が前年度から上昇、30年度の目標数値を達成、上回っ
てはいるものの、そもそも10%という目標設定が適切だったのか。低すぎるのではないか。男女共同参画を推進、地域社
会に根付かせるため、率先すべき行政自治体がこれでは困る。中核市にも関わらず県下市町の平均を下回っているのも
改善が急がれる。一旦決めた目標数値も状況の変化に応じてその都度見直してはどうか。
　一方、係長以上が前年度から僅かではあるが、減っているのも見過ごせない。部長職などへの昇進の影響もあるだろう
が、係長に登用するに相応しい人材が不足している、とも推測できる。女性に限らず、公務員だけではなく管理職を目指
す人が減少傾向にあるとも指摘されている。
女性の採用が約４割に上ったことは評価できるが、キャリアアップへの意欲をいかに持ってもらうかが課題。若いうちに
様々な分野の仕事を経験させる「ジョブローテーション」を取り入れたり、出産、育児などのライフイベントを経た職員の能
力を生かす配置を工夫したりなどの工夫が必要。

今後の方向性

●本市においても、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を踏まえ、週2回の定時退庁日や超過勤務縮減のためのマ
ネジメント等を実施しています。今後も継続して取組み、職員一人一人がワーク・ライフ・バランスを実現できるよう努めてまい
ります。

●ワーク・ライフ・バランスにおける考え方やパートナーがいる場合の家事等の分担等ロールモデルとなる女性管理職を紹介
等することによって、意識改革のきっかけとなることは確かです。管理職における女性比率の向上のための方策や働きやすい
職場環境の整備に努めます。

●審議会委員候補については、20歳以上で本市在住であれば、学生でも委員となることができます。若年層の意見を市政に
取り入れることは重要だと考えております。

●女性活躍推進に係る数値目標については、次期プランにおいては、特定事業主行動計画の見直しに合わせて男女共同参
画プランも見直し、柔軟に対応していきたいと考えております。

基
本
目
標
Ⅰ
 

あ
ら
ゆ
る
分
野
へ
の
男
女
共
同
参
画
の
促
進

主要課題別重点施策

1 政策・方針決定の場への女
性の参画拡大

「女性職員の管理職への登用促進」については、女性管理職の割合は前年度に比し、係長
級以上は０．２ポイント低下、課長級以上では１．３ポイント上昇しました。女性職員のキャリア
アップを図るため、女性の働きやすい勤務環境の整備に留意し、管理職の女性割合の上昇に
寄与するような取組を継続することが重要と考えます。

「審議会等委員への女性の登用促進」については、女性委員の割合は０．９ポイント上昇し
ました。各審議会の委員選任に際して所管課と事前協議を行い、今後も女性委員の構成比率
の向上に努めます。

(2)施策・方針決定過程への
女性の参画促進

2 地域における男女共同参画
の促進 地域における男女共同参画促進の中核として、男女共同参画センターの活動推進グループ

をはじめとする自主的な学習活動に取り組む市民グループ、ＮＰＯ等の支援を実施しました。
公募による市民参画型事業の実施のほか、市主催事業において企画段階から市民と連携す
るなど、市民自身が意識啓発の担い手となる活動の支援に取り組みました。 (1)社会活動における女性リー

ダーの育成

男女共同参画推進委員　評価コメント

５ 基本目標別「西宮市男女共同参画プラン（中間改定）」重点施策の推進状況・評価コメント・今後の方向性
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29年度推進状況

●男女共同参画社会を実現するためには、子どものころからの学習も重要です。授業時間を割いて男女共同参画について学
習することが理想ですが、授業時間等様々な教育現場の課題もあるため、十分な機会を提供するには至っていません。
しかし、働きかけは今後も継続し、少しでも問題意識をもって頂けるよう行動する必要があります。

●活動推進グループは市民から市民への啓発活動によって、男女共同参画への理解を深め、そうした視点を持った人を増やし
ていくために設置しております。しかし、新規のグループ登録数も減少傾向にあり、「活動推進グループ」という制度そのものを再
検討し、市民への効果的な啓発に資するような新たな市民参画の取組を考える必要があります。

男性に向けた男女共同参画の意識啓発については、周知方法や参加しやすい開催方法が検
討課題となっています。平成２９年度は、男性向けに、次の２講座を開催しました。１つ目は、育
児に参画している男性限定で「お父さんもツライよ！子育て世代のジレンマ」と題して、従来の父
親像とこれからの父親像を比較しつつ、仕事や家庭のバランスを考える講座を実施しました。定
員１５名中７名の参加となりましたが、参加者の満足度は高い状況でした。ただ、打ち解けるの
に時間がかかり、表層的な会話になったことから、仕事と家庭の間で揺れ動く葛藤やジェンダー
に関する会話まで発展できるよう講座の運営方法を考えていく必要があります。

２つ目は、平日の夜間に「ホンネが言えないオトコ心～男性の悩みを聞いてわかったこと」と題
し、職場・家庭などで気を遣い、息切れしかけている男性向けの講座を実施し、参加人数は５名
でした。前半は、男性相談を実施している講師が今までの相談の傾向や分析を行い、後半は、
それについて感じたことや参加者同士の語り合いを行いました。うまく言葉にならない場面や、
もっと深く語り合いたかったという要望もありました。今後も男性が自分自身のジェンダー観と向
き合う講座の必要性を感じています。

(1)男性に向けた男女共同参

画の意識啓発

 (2)子育て環境の整備

男女共同参画推進委員　評価コメント

啓発、意識付けには、学校教育の充実と教職員の研修・理解促進が重要である。そのために学校長が審議会メンバーになるこ
と。

【21307】
・働く女性が増えていることもあり、自主活動グループは今後もそう増えないと思われる。同時に高齢化も進む。

【24204】
・同様にボランティアのなり手も高齢化し、減少するだろう。このような社会変化を見据えて、中長期的な「女性センターのあり方」
像を探る必要があるのではないか。

【指定なし】
　男女共同参画の意識を社会に浸透させるためには、やはり子供のころからの家庭や学校での教育が鍵を握る。教職員の研
修、啓発も有効だと思うが、児童、生徒に専門家が直接訴えかける機会を増やすべきではないか。中学、高校への出前講座が
１年で計５回はあまりに少なすぎる。
　中高生を対象にした、男女共同参画をテーマに掲げた弁論大会、作文コンテストなどのイベントを企画するのも有効な手立て
になると思う。

今後の方向性

基
本
目
標
Ⅱ
　
男
女
共
同
参
画
社
会
を
実
現
す
る
基
盤
づ
く
り

主要課題別重点施策
1 男女共同参画社会を実現す

るための意識改革 男女共同参画センターの従来の事業として、市ホームページ、市政ニュース、啓発冊子等の広
報媒体による啓発に取り組むと共に、図書・映像資料の貸し出しにより学習機会を提供しまし
た。また、課題への気付きと、課題解決について学習することを目的に、主催・共催による講座・
ワークショップを開催し、啓発を図り、年間参加者は約２，７００名（H２８は約２，５００名）でした。

(1) 男 女 共 同 参 画 の 視 点 に

立った社会制度・慣行の見直
(2)男女共同参画の意識形成

に向けた広報・啓発活動

2 学術分野および生涯学習に

おける男女共同参画の推進 生涯学習情報コーナーを利用した市民のライフステージに応じた学習機会の充実を図りまし
た。(1) 男 女 共 同 参 画 の 視 点 に

立った生涯学習の推進

4 男性、子供にとっての男女

共同参画

11



29年度推進状況

事 業
コード
31101

～
32203

今後の方向性

●男性の育児休業取得比率の向上には、現在管理職となっている層に対する取組と、若手職員など今後組織を
担っていく層に対する取組を並行して実施する必要があります。また、次期プランの数値目標となっているため、積極
的に取組を推進していくこととします。

●ハラスメント防止に関する取組は、次期プランにおいても重点施策の一環として取り組んでいきます。また、ご指摘
のとおり、法制化の動きも視野に入れつつ取り組んでいきます。企業・事業所向けにも実施していく必要があります
ので、手段や方法を検討していきます。

基
本
目
標
Ⅲ
　
就
労
に
お
け
る
男
女
平
等
の
推
進
と
環
境
の
整
備

主要課題別重点施策

1 雇用における男女平等
の促進 ３年に１回、市内約４，０００事業所を対象に実施する「労働実態基本調査」（平成２８年

度実施）を基礎資料として策定される勤労者福祉推進計画と連携し、職場における男女
平等の推進に係る啓発事業を実施しました。

ワークライフバランスや女性を取り巻く法や社会制度を取り上げた啓発講座を開催する
とともに、社会保険労務士による労働相談を実施、また、雇用に係る社会情勢や各種法
制度の情報提供を実施しました。

これらの情報提供・啓発誌である「労政にしのみや」に、平成２６年度からは男女共同参
画に関するページを毎号掲載し、労働者及び事業所に対する啓発に取り組んでいます。
　今後、企業向けのセミナーや講師派遣などの啓発を検討します。

(2)職場における男女平
等の推進

2 男女の仕事と生活の調
和

(2)仕事と生活の調和に
向けた環境整備

男女共同参画推進委員　評価コメント

【指定なし】
・育児・介護休業制度について、中学校・高等学校での学習を徹底すること。
・男性の育児休業制度（短期は１００％）の取得率を高めるために、管理職向けの研修を充実・強化すること。
・事業所（とりわけ中小企業）を対象として、昨今の仕事・職場を巡る社会的な動き（パワハラの法制化etc）を解説す
る講演会の実施を提案する。講師はできればハラスメント裁判の経験のある労使問題に詳しい弁護士などがいいの
ではないか。ハラスメント全般をテーマにすれば少しは関心が上がるのではないか。開催の際は「パワハラ対策法制
化に備えて」というようなキャッチーなタイトルをつける等工夫が必要。

12



29年度推進状況

　　　―「西宮市ＤＶ対策基本計画」において評価―

事 業
コード
41101

～
43203

・DVやLGBTの出前授業を西宮市で学ぶ全中学生・高校生が学校卒業までに１度は受講できる体制をつくること。出前授業
には保護者の参加も促進すること。
・全中学校・高等学校の図書室にDVやLGBT関連の書籍が配架されるよう努めること。（紹介だけに終わっている。）
【42106】
・例えば週１回、事業所からのハラスメントの相談を受け付けてはどうだろうか。来年度、パワハラ防止対策が法制化される
と思われる。したがって、１月から５月くらいが好機となるだろう。

【43119】
・性的マイノリティ（LGBT他）についても学べるように内容を充実させてほしい。

【セクハラ防止のための啓発、講座、研修の実施】
・パンフレット、関連図書・資料による啓発には限界がある。セクハラは平均的な感じ方を基準にして主観も重視する。そうし
た行為に有効な防止策を講じるためには、専門家を講師に招き、ケーススタディを取り入れるなどした研修、講座の開催、
受講する機会を増やしていくべきではないか。

今後の方向性

●ＤＶやＬＧＢＴなど、男女共同参画の基本的な知識や考え方を、大人になるまでに最低一度は学習することができるよう体
制について、必要性は認識しており、今後の検討課題としております。

基
本
目
標
Ⅳ
　
人
権
の
尊
重
と
健
や
か
な
暮
ら
し
の
た
め
の
環
境
整
備

主要課題別重点施策

2 女性に対するあらゆる
暴力の根絶

ＤＶやセクシュアル・ハラスメントについては、メディアで取り上げられることも多く、社会的認知
度は高いと思われますが、正しい理解の促進と未然防止を図るため、啓発講座を開催するとと
もに、広報誌による事業所への情報提供と啓発に取り組みました。

講座については一般市民向けの啓発講座のほか、市内の公立中学校生徒を対象に「ＤＶ・
デートＤＶ」をテーマとした出前講座を５校実施しました。

(1)女性に対するあらゆる
暴力をなくす意識づくりの
推進

(2)ＤＶの防止と被害者支
援に関する施策の推進

3 生涯にわたる健康支援
保健所を中心として各種検診を実施すると共に、妊婦とその配偶者を対象とした禁煙相談事

業、エイズ相談・抗体検査事業、薬物乱用防止を訴える街頭啓発や地域での薬物乱用防止教
室を実施するなど、個別の啓発を継続して行いました。(2)健康を脅かす問題に

ついての対策の推進

男女共同参画推進委員　評価コメント
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29年度推進状況

事 業
コード
51101

～
53104

・大規模災害の避難所運営マニュアル作成・防災訓練時に女性・高齢者・障がい者などの視点を盛り込むため、早急
に先進的な取り組みをしている自治体（講師）の「講演会・学習会」を実施すること。

【51201・51202】
・介護現場でのセクハラ・パワハラの多発が社会的問題となっている。西宮でもそのような問題が発生している。現状
を調査し、必要ならば具体的対策を取るべきである。

【53102】
・防災会議のメンバーとして、学生を登用してはどうだろうか。大学院生であれば、それなりに専門性を持ち、新たな情
報を提供してくれるだろう。できれば、男女同数（あるいは女性多め）を募ってほしい。

今後の方向性

・防災分野における男女共同参画の推進は、次期プランにおいて重点施策と位置付ける予定です。多様性に配慮した
避難所運営マニュアルの作成や、男女共同参画の視点の必要性・重要性を理解していただけるような啓発講座等
様々な取組を検討してまいります。

・介護分野におけるハラスメントに関しては、民間事業者の調査等も参考にしつつ、啓発の必要性や手段を検討して
まいります。

基
本
目
標
Ⅴ
　
安
心
・
安
全
に
暮
ら
せ
る
男
女
共
同
の
ま
ち
づ
く
り

主要課題別重点施策

1 高齢者、障害のある人

が安心して暮らせるため

の環境整備

老人・障害者の医療費助成を行うとともに、地域包括支援センターなどで地域の高齢者
の生活支援相談を行なっています。また、高齢者・障害者が地域で自立生活するための
支援に係る制度の周知と運用に努め、関連の相談事業を実施しました。

高齢社会の進行に伴う独居高齢者の増加という状況においては、各種施策の整備と実
行に取り組む一方、支援を受ける人と支援をする人（家族等）との関係についても、課題と
解決策について整理し、啓発を行う必要があります。

また、障害を持つ子供に対して、こども未来センターを中心として、福祉や教育が連携し
て切れ目のない一貫した支援体制を構築し、相談支援など多岐にわたる支援を行いまし
た。

(1)高齢者、障害のある

人が安全・安心して暮ら

せるための条件整備

2 貧困など生活上の困難

に直面する男女への支援 　ひとり親家庭の生活の安定をめざし、福祉資金貸付や医療費助成、児童扶養手当の給
付を行うとともに、就労支援や自立のための各種相談と情報提供を行いました。
　ひとり親家庭のほか、中高年及び若年層に対しても安定した雇用就労をめざす事業を
実施しました。
　「中高年しごと相談室」事業やニート対策として「若者サポートステーション」事業を継続
して実施し、相談者を支援しました。

(1)自立をめざす支援施

策の充実

(2)安定した雇用、就労

に向けた支援施策の充実

男女共同参画推進委員　評価コメント
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男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン
推
進
状
況
の
全
体
を
通
し
て

男女共同参画推進委員　評価コメント

・年４回発行の「労政にしのみや」の裏面はウェーブのコーナー（カラー印刷）とし、場所・図書、
資料紹介、各種相談の広報を徹底する。
・市政ニュースに男女行動参画関連の記事（コメント）をシリーズ記載すること。
・広報の充実をお願いします。労働相談の実施などは、今回初めて知りました。利用したい方に
情報が届いていないことが考えられます。
・知名度の高い影響力のある講師を招いて規模の大きな講演会を開催、広く多くの方に、西宮
市の取り組みを知っていただく機会を作ることも、お考えいただけばと思います。
・ウェーブの一利用者として、あそこは病んでいる人が行くところでしょうと言われたことがあり、
とても残念な思いをした経験があります。男女共同参画は、誰にとっても自分に関わりのあるこ
とと認識してもらえるプランになれば幸いです。

今後の方向性

・ウェーブにおける取組等男女共同参画施策の広報の充実は、今後も継続して検討してまいり
ます。
なお、次期プランにおいても重点施策として位置付ける予定です。
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基本目標Ⅰ　あらゆる分野への男女共同参画の促進

主要課題１　政策・方針決定の場への女性の参画の拡大

111　女性の人材育成と能力の活用

112　施策・方針決定過程への女性の参画促進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

11101
女性職員の採
用と人材育成

市職員採用における男女の雇
用機会均等と能力の幅広い育
成を行います。

引き続き、採用試験を実施するにあたって
は、男女雇用機会均等に意を用い、現在の
試験実施方法について検証を行うことによ
り、優秀な人材を確保できるよう努める。

職員採用試験においては、性別による受験の制限は設けてお
らず、評価項目においても男女で異なることのないよう客観化
し、公正な競争試験を実施している。また、人材育成面において
は、男女を問わず様々な業務を経験し、能力を幅広く育成でき
るよう適材適所の人事配置に努めた。
取組状況としては、平成29年度事務職採用者数は全体で49人
に対して女性は19人（38.8％）を採用、平成29年4月1日現在の
全事務職員の中で女性の占める割合は29.2％となっている。

◎

平成29年度は事務職採用者の約4割は
女性となった。採用に当たっては事務A
（大学卒業程度）で１次試験から受験者
全員に対して面接を行うなど、公平な競
争試験を実施し、優秀な人材の確保に
努めた。

引き続き、採用試験を実施するにあ
たっては、男女雇用機会均等に意を
用い、現在の試験実施方法について
検証を行うことにより、優秀な人材を
確保できるよう努める。

人事課

11101
女性職員の採
用と人材育成

市職員採用における男女の雇
用機会均等と能力の幅広い育
成を行います。

　職員採用については、引き続き男女の区
別なく、より優秀な人材の確保に努めてい
きます。また、平成29年度についても、女性
受験者の確保のため、より効果的と思われ
る採用説明会を実施していきます。

　職員採用については、前年度に引き続き、男女の区別なく優
秀な人材の確保に努めた。
　また、市内女子大学等で採用説明会を実施した他、消防庁が
主催する女子学生等を対象とした職業説明会に参加するなど、
女性受験者の確保にも積極的に努めた。【平成29年度実績：受
験者数268名（内、女性６名）、採用23名（内、女性０名）】
　なお、現在は女性吏員７名が在職しており、男女問わず各種
業務を経験させ、能力の幅広い育成に努めている。

◎

　男女の区別なく、より優秀な人材の確
保に努め、各種業務の経験による幅広
い能力の育成に取組んだ他、女性受験
者の確保を目的に、女性消防吏員を起
用した積極的な広報活動及び採用説明
会を実施したため。

　職員採用については、引き続き男
女の区別なく、より優秀な人材の確
保に努めていきます。
　また、平成30年度については、女
性受験者の確保のため、より効果的
と思われる採用説明会を実施する
他、女性消防吏員を起用した広報活
動をさらに推進させます。

消防局総務
課

11102
女性の人材発
掘・育成

人材情報の収集に努めるとと
もに、活動推進グループとの
協働を通じて女性の人材の育
成とエンパワ-メントを図りま
す。

活動推進グループの育成、市民から市民
への啓発にもなることから活動推進グルー
プと協働した講座を続けていきたい。

活動推進グループ参画事業として、３講座を実施した。
・がんばるママじゃいられない！
・転勤族の妻から転勤族の妻たちへ
・ホンネが言えないオトコ心

◎

女性が中心となって立ち上げ、活動して
いるグループにファシリテーターを依頼
し、２講座を実施した。
同じ悩みや不安を抱える女性同士のエ
ンパワメントのための支援ができた。

活動推進グループ参画事業を実施
するとともに、より多くの女性に参加
してもらい、エンパワメントのための
支援につなげる。

男女共同参
画推進課

11103
女性職員の能
力活用と職域
拡大

市女性職員の能力活用を図る
ため、行政各分野への適正配
置に努めます。

行政各分野への幅広い職員配置に努め、
女性職員の能力活用を図る。

平成29年4月1日及び10月1日の定例人事異動にあたり、女性
職員の能力活用を図るため、行政各分野への幅広い配置を行
うよう努めた。

○
様々な分野の業務を経験し、女性職員
のキャリアアップが図れるよう幅広い職
員配置を行った。

行政各分野への幅広い職員配置に
努め、女性職員の能力活用を図る。

人事課

11103
女性職員の能
力活用と職域
拡大

市女性職員の能力活用を図る
ため、行政各分野への適正配
置に努めます。

　職員の能力・体力等により適性を見極
め、各分野への適正な職員配置に努めて
いきます。

　昨年度に引き続き、警防業務、救急業務、予防業務等それぞ
れの分野に必要な研修及び訓練等の実施をはじめ、職務上必
要な資格を取得させ、職員個々の能力開発を行った。

◎
　適性に職員を配置し、研修、訓練及び
資格取得により、職員個々の能力活用
に取組んだため。

　職員の能力・体力等により適性を
見極め、各分野への適正な職員配
置に努めていきます。

消防局総務
課

11104
女性職員の
キャリア育成支
援研修

女性職員のキャリアを育成し、
職場における積極的な能力の
発揮をサポートするための研
修を実施します。

外部研修機関が主催する女性職員のエン
パワーメントを目的とした研修に積極的に
派遣する。

①兵庫県自治研修所の主催する「女性リーダー育成研修」へ職
員１名派遣。
②独立行政法人国立女性教育会館が実施する「男女共同参画
推進フォーラム」に職員１名派遣。

○

①女性リーダーに期待されるマネジメン
トと題して、リーダーとしての人間力、仕
事のスキル、コミュニケーション力、指導
力などについて講義を受けながら受講
者同士で意見交換を行うという内容。受
講者からの評価も高く今後も受講の呼
びかけを行っていく。
②それぞれ、男女共同参画を推進して
いく上での視点を学ぶことができた、女
性の視点からの政策の展開や組織の
運営を学ぶことができたという受講生の
声が挙がっている。今後も継続して関連
研修も含めて受講の呼びかけを行って
いく。

外部研修機関が主催する女性職員
のエンパワーメントを目的とした研修
に積極的に派遣する。

研修厚生課

平成３０年度取組目標
（今後の改善・見直し内容）

所管課
事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価
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11105
女性のスキル
アップの啓発促
進

啓発冊子の発行を通して、女
性のスキルアップを啓発する
とともに、関連講座を開講しま
す。

市民参画のあり方を再検討するためＨ29年
度はネットワーク委員会を休止する。女性
のスキルアップにつながる講座等の実施を
考えたい。

・啓発冊子「ポジティブ問題」を発行した。
・起業応援講座やセルフケア講座など女性のスキルアップにつ
ながる講座を実施した。

◎
女性のスキルアップを支援する講座を
実施し、啓発冊子を発行した。

・啓発冊子を作成・発行する。
・女性のスキルアップやエンパワ-メ
ントに資する講座の企画・実施に努
める。

男女共同参
画推進課

11106

起業家支援事
業（スクール・
セミナー）の実
施

新しい事業や起業を考えてい
る人などを対象に、起業に関
する基礎知識・事業計画の作
成・資金調達まで指導します。

　既存事業の継続・向上に努める。起業応
援フェアについては、来場者数の増加に努
める。

・起業応援フェア（催し）全1回　参加者80名
・起業家支援セミナー（セミナー）全２回84名参加
・経営者塾（スクール）全5回49名参加
・起業塾（スクール）全5回22名参加
・起業塾短期（スクール）全3回23名参加
・女性起業家ステップアップセミナー(セミナー)全１回32名参加

○

・事業計画のブラッシュアップ等を通じ、
参加者の起業や経営に関する課題の
具体化が図られた。
・起業応援フェアについては、ターゲット
は概ね狙い通りとなったが創業への動
機づけには結びつかなかった。

・　既存事業の継続・向上に努め、参
加者数の増加を計る。
・起業応援フェスタについては休止
し、平成29年度に試験開催し、好評
だった女性経営者ステップアップセミ
ナーを継続開催する。

商工課

11201

管理・指導的立
場への女性登
用についての
啓発

女性の地位向上について、
市・事業所・地域団体に情報
提供を行い、意識レベルを高
めます。

市職員研修として、引き続き実施したい。男
女共同参画の意識を高めてもらえるよう、
企画・講師選定を行いたい。

職員研修「モード切替で職場のストレスを乗り切ろう！～「仕事」
と「自分」のバランス、取れていますか？」を開催した。
参加者数：44人（男性職員限定）
有意義だったと回答した割合：35人（79.5％）

○

研修の狙いは、「男性」であることでとら
われがちな価値観に気づいてもらい、
共感や自己肯定など、仕事ではあまり
用いることのない感情や関係性などを
理解し、柔軟な切替が必要であるという
ことであった。有意義であったと回答し
た受講者も多く、「気づき」を得ることが
できた。ただし、継続性が課題である。

男性市職員向けの取組を継続し、連
続講座等も検討する。

男女共同参
画推進課

11202
女性職員の管
理職への登用
促進

女性職員（女性教職員）の管
理職への登用を積極的に行い
ます。

女性の働きやすい勤務環境の整備に留意
し、職務遂行能力や職務に対する適性、仕
事に対する意欲等を総合的に判断し、管理
職への登用を積極的に図る。

平成29年度における女性職員（事務職）の昇任者数は局長級1
人、課長級3人、係長級6人で計10人を管理職に登用した。 ○

女性職員のキャリアアップを図るため、
まずは係長級の女性割合を上げること
に努め、段階的に取り組むことが重要と
考えている。平成29年度も事務職管理
職（係長級以上）に継続して積極的な登
用に取り組んだ。

女性の働きやすい勤務環境の整備
に留意し、職務遂行能力や職務に対
する適性、仕事に対する意欲等を総
合的に判断し、管理職への登用を積
極的に図る。

人事課

11202
女性職員の管
理職への登用
促進

女性職員（女性教職員）の管
理職への登用を積極的に行い
ます。

昨年度に引き続き、今後も積極的に女性管
理職の登用に努める。

校長会議や管理職研修会等において、女性管理職候補者の掘
り起しを積極的に働きかけるなどした。 △

受験者に対し、女性管理職の退職者数
が多く、結果としては、前年度から割合
が減少してしまった。

今後も積極的に女性管理職候補者
を掘り起し、登用に努める。

教育職員課

11202
女性職員の管
理職への登用
促進

女性職員（女性教職員）の管
理職への登用を積極的に行い
ます。

女性職員の採用、上位級登用にあたり、そ
の割合、意欲や能力を有する者の登用に
留意する。また、超過勤務に対する意識改
革を推進し、業務の効率化等を奨励するな
ど、超過勤務縮減に取り組み女性職員や
子育てをする職員にとっても働きやすい勤
務環境の整備に努める。

女性職員の職務遂行能力や適性、意欲を勘案した適材適所の
人材配置に努めた。また、定時退庁日の遵守、超過勤務縮減
に努めた。

○

女性管理職の比率が増加の結果となっ
た。また「定時退庁日」の徹底など超過
勤務縮減への取組も継続的に取り組ん
だ。複数の女性職員の育児休業、部分
休業取得者も見られ、制度利用の意識
も一定浸透していると考えられる。

女性職員の採用、上位級登用にあ
たり、その割合、意欲や能力を有す
る者の登用に留意する。また、超過
勤務に対する意識改革を推進し、業
務の効率化等を奨励するなど、超過
勤務縮減に取り組み女性職員や子
育てをする職員にとっても働きやす
い勤務環境の整備に努める。

上下水道総
務課

11203

審議会等委員
への女性参画
目標値の設定
と達成

審議会等への女性の登用目
標値40％の達成のため働きか
けます。

女性委員割合の目標値である40%に向け
て、委員の選任区分の見直しも含め、各審
議会所管課と引き続き協議を行い、実現を
図る。

改選時におけるヒアリングや事前協議により女性委員の構成割
合の上昇に努め、平成28年度31.2%から平成29年度32.2%になっ
た。

○ 目標値の達成に向け、各審議会の所管
課と協議を行ったため。

女性委員割合の目標値である40%に
向けて、委員の選任区分の見直しも
含め、各審議会所管課と引き続き協
議を行い、実現を図る。

総務課
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主要課題２　地域における男女共同参画の推進
121　社会活動における女性リーダーの育成　【重点施策】

122　男女共同参画の視点に立った地域活動等の推進

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

12101
地域活動への
共同参画のた
めの啓発

地域活動における固定的な性
別役割分担意識に基づく慣行
や偏見を解消するよう、各種
団体等への啓発を行います。
また、NPO・NGO等公益活動
市民団体の他の組織との協働
や組織運営に関する講座等を
実施します。

引き続き、活動推進グループと企画段階か
ら協働する形式の講座や市民企画講座を
実施していきたい。

活動推進グループ（市民グループ）参画事業として、３講座を実
施した。また、市民ならではの着眼点や、斬新さを活かす市民
企画講座を５講座実施した。

○
固定的な性別役割分担意識に基づく慣
行や偏見の解消をめざした講演や、講
座の企画・実施に取組んだ。
各種団体等への啓発が課題。

活動推進グループ参画事業及び、市
民企画講座を実施するとともに、地
域における男女共同参画推進の広
報・意識啓発に取り組む。

男女共同参
画推進課

12102
公民館活動推
進員会事業の
実施

地域に根ざした公民館活動推
進の中核として、推進員会で
個々の住民の要求や課題をま
とめ、事業を実施します。

地域住民の求める課題をアンケート調査な
どにより抽出する。地域活動諸団体との連
携及びネットワーク化を促進するなど、適切
な支援に努める。

地域の特性に根ざした課題を中心として、講座を開催した。
地域にかかわる講座（必須講座）や人権、福祉・高齢者、家庭・
家族、青少年などの選択課題を取り上げ講座を実施した。託児
付講座も実施した。　講座604回　参加者30,940人

◎

平成28年度から引き続き、地域から選
出された推進員によって、地域の課題
解決につながる講座を企画・実施した。
推進員が活動しやすい条件整備に取り
組み、側面から支援できた。

引き続き、地域住民の求める課題を
アンケート調査などにより抽出する。
地域活動諸団体との連携及びネット
ワーク化を促進するなど、適切な支
援に努める。

地域学習推
進課

12201
男女の地域活
動への参加・参
画講座の実施

男女がともに地域活動に参
加・参画するための啓発講座
を開きます。

引き続き、父子で楽しめる講座を実施し、男
性の地域活動参加のきっかけとしたい。

男性、育児中の男性及び父と子を対象にした講座を実施した。
・夏休み、お父さんとミュージシャンになろう
・お父さんもツライよ！
・ホンネが言えないオトコ心

◎

男性であるがゆえの、悩みや生きづらさ
を共有することで、男女共同参画の意
義を知ってもらうことができた。。
女性だけでなく、男性にも男女共同参画
センターの取組みを知ってもらうことが
できた。

男性における男女共同参画の意義
の理解促進を図るとともに、地域活
動に参加するきっかけとなるよう、男
性を対象とした講座を実施する。

男女共同参
画推進課

12202
民生委員・児童
委員会活動の
育成

民生委員・児童委員が地域で
の福祉コミュニティの中心的役
割を担えるよう研修を行いま
す。

民生委員がどのような研修内容を求めてい
るかについての意見を集めていく。

研修内容の希望について、事前に聞き取りを行い開催すること
が出来た。 ◎ 概ね目標通り取り組むことが出来た。

福祉コミュニティの中心的役割を担
えるよう、知識の習得だけでなく、民
生委員同士の情報交換もより行われ
るような研修を行う。

地域共生推
進課

12203

地区ボランティ
アセンターへの
運営補助と整
備

ボランティア活動に対する拠
点として、福祉協議会の各分
区にボランティアセンターを設
置し、運営します。

制度やサービスの狭間への総合的な支援
に取り組む。

地区ボランティアセンターの登録ボランティア数　1,932人

地区ボランティアセンター設置箇所数　33箇所
○

地区ボランティアセンターを中心に、地
域住民等からの困りごとの相談にボラ
ンティアを派遣したり、他機関や地域活
動につなぐなどした。
一定の役割は果たしているが、新たな
活動者の獲得や地区ボランティアセン
ターの周知強化などに取り組む必要が
ある。

地区ボランティアセンターの活動を周
知し、支援を必要としている人の発
見に努める。

地域共生推
進課

12204
福祉ボランティ
ア養成講座の
実施

点訳・要約筆記の福祉ボラン
ティアの養成講座を実施し、ボ
ランティア活動を促進します。

広報を工夫し、参加者の増加を目指すとと
もに、点訳や要約筆記ボランティア活動の
入口となるような講座づくりに努める。

点訳や要約筆記等の技術を学び、ボランティアについての講話
や実習を行った。
初級点訳講座10回　参加者183人
要約筆記啓発講座6回　参加者67人

◎
平成29年度も継続して要約筆記の啓発
にかかる講座、点訳講座を実施した。平
成28年度と同様に、ボランティア活動の
入口となる講座を実施できた。

引き続き、広報を工夫し、参加者の
増加を目指すとともに、点訳や要約
筆記ボランティア活動の入口となるよ
うな講座づくりに努める。

地域学習推
進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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12205
NPO等公益活
動市民団体へ
の支援

ＮＰＯ等公益活動市民団体の
活動を促進するため、行政と
対等のパートナーシップを構
築し、市民・行政協働型のまち
づくりを進めます。

ＮＰＯ等公益活動市民団体の活動を促進す
るため、団体間での積極的な情報交換や
行政との協働を促すとともに、「ＮＰＯ等公
益活動市民団体啓発事業」のさらなる充実
を図る。

「ＮＰＯ等団体と行政との協働会議」を開催し、団体同士での意
見交換・情報交換や、団体と行政との協働に関する議論を行っ
た。また、ＮＰＯ等団体の有志で構成された実行委員会に「ＮＰ
Ｏ等公益活動市民団体啓発事業」を委託し、同委員会と市が協
働して、NPO等活動の周知を図るためのイベント実施や広報誌
の配布を行った。

◎

「ＮＰＯ等団体と行政との協働会議」で
は、前年度の議論を踏まえて、NPO関
係者と市職員が参加する「参画と協働」
をテーマにした合同研修を開催したほ
か、NPO部会からの提言を受けて、市
民協働推進課から庁内各課に対して、
NPOへの積極的な情報提供を呼びかけ
た。また、「ＮＰＯ等公益活動市民団体
啓発事業」では、昨年度に引き続き、Ｎ
ＰＯフェスティバルの開催及び広報誌
「みやしるべ」の発行を行った。

ＮＰＯ等公益活動市民団体の活動を
促進するため、団体間での積極的な
情報交換や行政との協働を促すとと
もに、「ＮＰＯ等公益活動市民団体啓
発事業」のさらなる充実を図る。

市民協働推
進課

12206
老人クラブ運営
助成

老後の生活を豊かなものにす
るため、老人クラブの育成と社
会活動への参加を積極的に
促進する。

可能な限り地域の現場に出向き、老人クラ
ブの抱える課題や問題点などを共有できる
ように努めていく。

可能な限り老人クラブ行事に出向き、75歳以下の方の老人クラ
ブへの参加が少ないという課題がみえてきた。
老人クラブ会員数：18,501人

○
老人クラブ数自体はほぼ横ばいとなっ
ている。また、市内の高齢者数は増加し
ているのに対し、年々老人クラブ会員数
は減少している。

老人クラブを通しての社会活動への
参加を促進するために、引き続き老
人クラブへの支援を実施する。

地域共生推
進課

12207
地区組織の育
成・支援

地区組織の育成及び活動支
援を行うことにより、住民主体
の健康づくりの実現を目指し
ます。

より主体的な活動、取り組みが展開できる
よう、関係機関との連絡調整、広報の強化
を図る。

・西宮いずみ会の活動支援【会議・研修等】（延べ）：54回　887
人
・にしのみや健康づくり推進員養成講座の開催（9回シリーズ）：
受講者26人　修了者24人
・にしのみや健康づくり推進員の活動状況：143回　1,820人

○
参加者の満足度が高く、かつスタッフも
自主的でやりがいがある活動内容が展
開できた。

より主体的な活動、取り組みが展開
できるよう、関係機関との連絡調整、
広報の強化を図る。

健康増進課

12208
市長対話等の
事業への参加
促進

市政報告・広聴会、まちかどレ
クにしのみや等へ市民に積極
的に参画していただき、その
声を市政に反映します。

市民の市政への関心をさらに高め、市政参
画につなげることを目指し、実施方法等に
ついて検討を重ねるとともに、市民への周
知に努める。

・市政報告・広聴会･･･21回、291人参加
・まちかどレクにしのみや･･･600回、27,953人 ○

平成29年度は、春期・秋期に市政報告・
広聴会「パパ・ママ座談会」、「大学生
ワークショップ」、「ちち・ははトーク」、
「みんなで語ろう！未来の健康」を実施
した。各広聴会はすべて、参加者が少
人数のグループで意見交換をする
「ワークショップ形式」での実施であるた
め、参加者定員を抑制したことや、子育
て世帯や大学生といった参加対象者の
絞り込みをした広聴会が含まれるため、
参加者人数は前年度より減少してい
る。

市民の市政への関心を高めること
や、市政参画につなげるため、広聴
会の形態および実施手法について
検討する。

市民相談課

12209

青少年健全育
成に関する地
域活動・ボラン
ティア活動への
参加促進

地域における青少年の健全育
成活動を促進するため、青少
年の健全育成に関する広報・
啓発や青少年健全育成活動・
ボランティア活動の顕彰（表
彰）などを行います。

引き続き、地域における青少年健全育成活
動や青少年の社会貢献活動等を促進する
ために、広報・啓発活動を行う。

・「青少年ふれあいの日」の広報、啓発（毎月第3日曜日とその
前日に、さくらＦＭによるＣＭ放送を実施）
・広報紙「青少年にしのみや写真ニュース」の発行（1回2号×
500部×年3回　合計3000部）
・「青少年の非行・被害防止全国強調月間特集記事」市政
ニュース掲載（市政ニュース6月25日号）
・「青少年問題フォーラム」の開催（講演会：平成29年7月13日
「キミのためにできること　～育てよう自己肯定感～」　参加者：
167名）
・「子供・若者育成支援強調月間（11月）」の啓発（「青少年健全
育成のつどい」の開催）
・啓発用下敷き「いかのおすし」を作成（4,500枚）
・「青少年健全育成功労者」の表彰（平成29年11月17日「健全育
成のつどい」において表彰33名を表彰）
・「青少年表彰」（市長表彰）の贈呈（平成29年12月2日表彰式9
個人、11団体を表彰）

○

青少年問題フォーラムの来場者は前年
度に比べ増加しており、好評であった。
また、「青少年表彰」「青少年健全育成
功労者」（市長表彰）ともに前年度に比
べ受賞者数が増加した。

引き続き、地域における青少年健全
育成活動や青少年の社会貢献活動
等を促進するために、広報・啓発活
動を行う。

青少年施策
推進課
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12210
環境学習拠点
の運営

「甲子園浜自然環境セン
ター」、「甲山自然環境セン
ター」、「環境学習サポートセン
ター」を環境学習拠点として管
理運営します。

引き続き環境学習の拠点施設として施設間
の連携によるＰＲに努め、施設の魅力・認
知度アップにつなげる。

１．甲子園浜自然環境センター来館者数：26,924人
・市民・事業者・ＮＰＯとの協働による浜辺の清掃活動や自然観
察会を実施
２．甲山自然環境センター（指定管理）来館者数：38,142人
・甲山・社家郷山エコひろば他、各種イベントを実施
３．環境学習サポートセンター来館者数：24,523人
・メダカの学校や生きものふれあいフェスタなどの各種イベント
を実施

○

外壁塗装等の工事の影響もあり甲子園
浜自然環境センターの来館者は減少し
たが、環境学習サポートセンター、甲山
自然環境センターはほぼ昨年どおりの
来館者数だった。
施設間で連携しＰＲに努めた。

組織改正により甲子園浜自然環境
センター、甲山自然環境センターが
土木局のみどり保全課の所管とな
る。

環境学習サポートセンターの運営に
ついては、
引き続き施設の魅力・認知度の向上
に努める。

環境学習都
市推進課

12211

環境学習サ
ポーターのリー
ダー養成講座
の実施

市内の環境学習拠点施設に
おいて、体験的環境学習を推
進していく上でのボランティア
リーダーの養成を行います。

男女共同参画の推進に向けて、より望まし
い事業形態を検討する。

市民団体の増加に伴い、市が個人を養成する本講座は休止。 検討の結果、休止。
組織改正により土木局・みどり保全
課の所管となる。

環境学習都
市推進課

12212
エココミュニティ
会議の設置・推
進

身近な環境問題を検討するた
め、中学校区を基本とした会
議を、地域が自主的に設置
し、地域住民が主体的に取り
組んでもらう。

未発足地区への働きかけを引き続き行うほ
か、既設置地区への活動のサポートを行
う。また、環境局以外の職員にもこれまでど
おり積極的にエココミュニティ会議に参画す
るよう啓発を行うこととする。

・各種地域活動を行う団体等に広報用のパンフレットを配布
・各地区が一堂に会する意見交換会を開催するなど既設地区
への活動のサポートを実施
・環境局以外の職員にも積極的にエココミュニティ会議に参画す
るよう啓発を実施

○
新たな発足地区はなかったが、既存地
区への活動のサポート及び会議への職
員の参画の呼びかけを行った。

既存地区への活動のサポートを継続
して行うほか、環境局以外の職員に
もこれまでどおり積極的にエココミュ
ニティ会議に参画するよう啓発を行
う。

環境学習都
市推進課

12213
地域における
環境学習

EWC（環境学習システム）にお
けるエコカードシステム、環境
パネル展などを通じて、男女
共同参画による環境問題への
取り組みを進めます。

ＥＷＣエコカード、市民活動カードのさらなる
普及。

・ＥＷＣ環境パネル展の開催　作品出展数：790点、来場者数：
約1400人
・エコとれーにんぐの実施　参加者数：9,676人
・エコ活動数：159,348活動（EWCエコカード：103,246、市民活動
カード：56,102）
・アースレンジャー認定率：19.7％（＝ アースレンジャー数：5,507
人 ÷ 児童数：27,982人）

○
昨年度に比べるとアースレンジャー数等
は減少しているが、アースレンジャー認
定率は20％近くの水準を維持している。

EWCエコカード・市民活動カードのさ
らなる普及に努める。

環境学習都
市推進課

12214
コミュニティの
推進

心豊かな地域社会の創造を目
的として活動する「西宮コミュ
ニティ協会」の運営を支援し、
地域情報誌の発行をします。

西宮コミュニティ協会への支援を継続し、事
業内容の周知及び充実、人材育成等に努
める。また、引き続き西宮コミュニティ協会
全体の事業内容について見直していく必要
がある。

西宮コミュニティ協会では市内26地域において地域情報誌
『宮っ子』を1,121,720部発行するとともに、「宮っ子ウォーキン
グ」や「コミュニティ推進大会」、「コミュニティ研修会」を実施して
おり、その運営を支援した。

○

昨年度同様に様々な事業を実施し、コ
ミュニティ活動の推進に寄与している。
『宮っ子』については、新年号の記事な
どに対して評価を得ているが、引き続き
課題解決に向け継続した取り組みが必
要である。西宮コミュニティ協会全体の
事業内容についても引き続き見直して
いく必要がある。

西宮コミュニティ協会への支援を継
続し、事業内容の周知及び充実、人
材育成等に努める。また、引き続き
西宮コミュニティ協会全体の事業内
容について見直していく必要がある。

市民協働推
進課

12215

消費者活動等
の地域活動に
対する啓発・学
習の推進

消費生活の安全と向上を目的
とした活動を支援するほか、
消費生活に関する学習会に講
師を派遣しています。

消費者の権利の尊重及びその自立の支援
を目指し、消費者団体の学習活動と活性化
を支援する。

①消費者団体等の活動支援⇒ 消費
　　生活展・講演会・バス研修の共催等。
②出前講座の開催（市内団体の活動支
　　援）⇒ 開催回数　89回　参加者計
　　3,617人

○

消費者団体との各種共催事業開催実
績（開催回数・団体側の参加人数）及び
出前講座の開催実績（開催申請回数・
参加者数）は概ね昨年度並みを確保で
きた。

自立した消費者として行動できるよ
う、消費者団体の活動の支援や、地
域での消費者教育を推進していく。

消費生活セ
ンター
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主要課題３　多文化共生と国際理解の推進

131　地域での多文化共生・国際理解の促進

132　外国人市民にも住みやすい環境づくり

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

13101
にしのみや甲
子園ハーフマラ
ソン

チャリティーレースとして市民
が全国各地から参加するラン
ナーとの交流を図り、国際貢
献できる大会として支援しま
す。

大会名「にしのみや甲子園ハーフマラソン」
及びゴール会場の変更が予定されており、
後援団体として継続的な支援を行う。

・男女ハーフマラソン
・男女１０キロマラソン
・男女小学生駅伝
・ファミリー３キロ

○
後援団体として、大会運営における担
当部門（各種受付業務、道路規制広報
など）の業務を遂行できた。

毎年生じる変更に対応できる、継続
的な支援を行う。

地域スポー
ツ課

13102
国際ボランティ
ア情報の収集・
提供

各種国際ボランティア情報の
収集・提供。民間交流を促進
し、国際交流を発展させます。

今後とも、行政と民間のボランティアの連携
を密にする。

・日本語教育　　・スペイン語おしゃべりの会
・食文化交流    ・Kids Club
・NIA地球っ子クラブ　　・英語、通訳翻訳
・文化交流　　・相談　　 ・ホームステイ

◎
外国籍の子ども・父母の交流を目的と
するKids Clubにおいては、ボランティア
の参画の推進を図ることができた。

今後とも、行政と民間のボランティア
の連携を密にする。

秘書課

13103
国連の女性関
連情報等の収
集・提供

国連の女性関連情報につい
て、情報収集を行い、男女共
同参画センターの図書・資料
コーナーにおいて情報提供し
ます。

国連の情報にとどまらず、各機関、各分野
からの当該情報の収集に努める。

国連の情報にとどまらず、各機関、各分野からの当該情報の収
集に努めた。 ◎

男女共同参画に関する国際的な動向に
ついての情報収集と情報提供ができ
た。

男女共同参画に関する情報収集と
情報提供に努める。

男女共同参
画推進課

13104
国際交流事業
の推進

姉妹・友好都市との交流・市
民団体が行う国際交流事業に
対する支援などを通じて国際
交流活動を推進します。

姉妹友好都市の紹介について、より良い方
法を検討する。

・姉妹友好都市紹介事業として、スポーケンウィークなど西宮市
の海外の姉妹友好都市を紹介するウイークを開催
・西宮スポーケン姉妹都市協会など、市民交流団体の事務局等
としての活動や定例会への出席。
・紹興市国際友好都市交流大会への訪問団派遣
・スポーケン市友好訪問団の受入

◎
周年記念における事業として友好都市
との交流に訪問団を友好都市に派遣す
るなどの交流事業を推進することができ
た。

周年事業を契機として培った人脈を
生かし、姉妹友好都市の紹介につい
て、より良い方法を検討する。

秘書課

13105
国際理解教育
の推進

人間尊重の精神を基盤にした
「国際理解教育」の実践をしま
す。

英語・外国語教育について、新教育課程を
意識した取組みを進める。学校園における
日本語指導を必要とする児童生徒に対して
の理解と支援を充実させるため、国際教育
担当者会において研修の充実を図る。

英語・外国語教育に関しては、授業改善やＡＬＴの有効活用を進
めた。新教育課程を見据えて小中一貫英語教育研究委員会を
立ち上げ、９ケ年を通したカリキュラム作りについて話し合って
いる。また、各校の国際教育担当に向けて、多文化共生教育に
ついての研修を行った。日本語指導を必要とする外国人児童生
徒に対して、支援の充実を図った。

○

中学校英語担当教員や小学校の外国
語担当教員に対する授業研究・ＡＬＴの
活用についての研修を開催したり小中
一貫英語教育研究委員会での取組み
を各校に周知することにより、国際理解
教育の基礎となる言語面の充実が図れ
た。また、日本語指導を必要とする外国
人児童生徒に対する支援として、各校
の実践を「西宮の国際教育第４集」とし
てまとめたり、生活・学習相談員の配置
や日本語教室を開催し、推進と充実を
図っている。

英語・外国語教育について、新教育
課程を意識した取組みを進める。学
校園における日本語指導を必要とす
る児童生徒に対しての理解と支援を
充実させるため、日本語指導支援推
進事業等、国や県の施策を研究して
いく。

学校教育課

13201
外国人の生活
相談事業

外国人市民からの各種生活
相談等について、多言語で助
言・情報提供等の支援を実施
します。

専門化、多様化する相談内容に対応できる
相談体制づくりが求められる。

・外国人を対象に生活上の各種相談に対し、情報提供や 助言
を行った。
日本語・外国語関係(22件）
教育、留学・研修、海外情報、ホームステイ （21件）
出入国、税金、労働、ＤＶ等（38件）
医療、保険、社会保障（21件）
交流、余暇、施設紹介等（18件）
生活環境、その他（24件）
・司法書士・行政書士相談(17件）

○ 各種相談については、概ね適切な対応
ができた。

専門化、多様化する相談内容に対応
できる相談体制づくりが求められる。

秘書課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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13202
外国人への市
政情報提供

多言語生活ガイド西宮市版
ホームページでの情報提供、
西宮市からのお知らせ外国語
版やふれあい通信の発行等を
行います。

外国人市民の方にとって役立つ情報を、迅
速にかつ正確に提供していくために情報提
供の供給側のレベルアップが常に求められ
る。

多言語生活ガイド西宮版を毎年、庁内の各課の協力を得て更
新することにより、外国人市民にアップツウデイトな情報を多言
語で情報を提供している。また、市政ニュースなど市からの情報
をボランティアにより翻訳してＮＩＡ登録外国人市民に提供してい
る。ふれあい通信、さくらＦＭでも多言語で情報提供している。
・協会機関紙「ふれあい通信」の発行（4回）　・外国語放送　　毎
週土曜日
・さくらＦＭ　　毎月第3・4土曜日　・外国人向け情報提供制度（Ｎ
ＩＡ登録）434人

○ 各事業については、ほぼ前年度実績を
維持している。

外国人市民の方にとって役立つ情報
を、迅速にかつ正確に提供していく
ために情報提供の供給側のレベル
アップが常に求められる。

秘書課

13203
外国人人権啓
発事業の実施

外国人の人権に対する意識を
高めます。

人権啓発冊子の内容について、より効果的
な内容となるよう、引き続き検討する。

外国人市民施策調整会議（関係課長級職員で構成する庁内会
議を開催した。さらに、人権問題講演会を実施（54人参加）しす
るとともに、市政ニュースにて関連記事を掲載(2回）した。

○
啓発冊子については、隔年の発行とな
り、29年度での発行はなかったが、内容
についての検討はおおむね実施するこ
とができた。

人権啓発冊子の内容について、より
効果的な内容とするため、わかりや
すく伝わる話題を吟味しつつ、冊子
発行に向けた検討を行う。

秘書課

基本目標Ⅱ　男女共同参画社会を実現する基盤づくり

主要課題１　男女共同参画社会を実現するための意識改革

211　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し　【重点施策】

212　男女共同参画の意識形成に向けた広報・啓発活動　【重点施策】

213　男女共同参画推進のための拠点機能の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

21101

市民意識調査
や実態調査等
の継続的な実
施

男女共同参画の視点から意
識調査や実態調査を行いま
す。

平成30年度末に予定する男女共同参画プ
ランの全面改定を踏まえ、適切な時期に調
査を実施する予定である。

市民及び事業所意識調査を実施。
・対象者：市民5,000人、事業所2,000件
・回答率：市民38.1％、事業所26.3%

◎

初めて16～19歳の方にも調査を行い、
自由意見等も含めて、真摯で貴重な意
見を集めることができた。次期プランに
こうした意見を反映し、若年層向けの取
組を積極的に行うための基礎資料と
なった。

次期プランに、若年層向けの取組を
重点施策として設定する。

男女共同参
画推進課

21102
女性問題関連
記事等の掲載

男女共同参画週間の特集記
事を掲載するなど、男女共同
参画社会実現をめざすための
啓発をします。

今後も引き続き、市政ニュースで啓発を実
施する。

6月10日号に啓発記事を掲載。 ○ 取組目標が達成できたため。
今後も引き続き、市政ニュースで啓
発を実施する。

広報課

21102
女性問題関連
記事等の掲載

男女共同参画週間の特集記
事を掲載するなど、男女共同
参画社会実現をめざすための
啓発をおこないます。

市政ニュースへの記事掲載と合わせて、男
女共同参画センター内での関連パネル展
の実施及び記念講演会の開催など、より効
果的な広報、啓発を実施する。市内広報掲
示板へ掲示するポスターを平成29年度は
「男女共同参画週間」だけでなく、「ＤＶ防
止」についても掲示したい。

市政ニュースに記事を掲載やパネル展示を行うとともに、記念
講演会「ダメをみがいて、ほどほど働く」を実施し、効果的な啓発
に取り組んだ。

◎

・参画週間に合わせ、さまざまな広報媒
体を通じて啓発ができた。
・男女共同参画週間記念講演会は「働く
こと」をテーマに実施した。
・女性に対する暴力をなくす運動週間に
あわせて、「ＤＶ防止啓発ポスター」を掲
示した。

男女共同参画週間及び女性に対す
る暴力をなくす運動週間に合わせ
て、啓発及び講演会の開催に取り組
む。

男女共同参
画推進課

21201
男女共同参画
プランの普及啓
発

ホームページ等の情報媒体を
通じて男女共同参画プランの
普及に努めます。

男女共同参画プランの広報媒体への掲載
による啓発を始め、各事業の実施にあたっ
ては、男女共同参画プランとの関連付けを
必須のものと認識し、引き続き普及啓発に
努める。

施策の取組状況等を取りまとめ、「推進状況・評価報告書」を作
成し、ホームページだけでなく、Facebookにも公表し、周知に努
めた。

○ ホームページだけでなく、Facebookにも
投稿し、周知に努めた。

今後も取組を継続し、広報活動の充
実を検討する。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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21202

男女共同参画
に関する情報
及び女性人材
情報の収集・提
供

男女共同参画に関する情報及
び女性人材の情報を収集し、
提供します。

引き続き、情報の収集、更新、提供に努め
る。活動推進グループの再登録時に申請
書で、西宮市行政全般への参画状況を把
握したい。

図書・情報コーナーにおいて、国・県等の動向についての情報
収集と提供に努めた。また、男女共同参画に関する図書・資料
等の貸し出しを行うなど、啓発に努めた。

◎ 男女共同参画に関する多種多様な情報
の収集・更新及び提供に取り組んだ。

情報資料の充実に努める。
男女共同参
画推進課

21203
啓発冊子及び
啓発パネルの
作成

男女共同参画への理解を深
めるため、啓発冊子及び啓発
パネルを作成します。

情報誌の作成は公募による市民を中心とし
たネットワーク委員会で編集を行っていた。
市民参画のあり方を再検討するためＨ29年
度はネットワーク委員会を休止する。啓発
誌の新たな配布先を検討したい。

・啓発冊子「ポジティブ問題」を作成・発行した。
・男女共同参画に関する啓発パネルを作成し、展示を行った。 ◎

男女共同参画への理解を深めるため、
冊子・パネルなど多様媒体を通じての
啓発活動に努めた。

男女共同参画の意識形成に向け、
啓発活動に取り組む。

男女共同参
画推進課

21204
市職員への講
演会・研修の実
施

市職員に対して、男女共同参
画に関する問題に理解と関心
を深めてもらうとともに、取り組
みを促す講演や研修を行いま
す。

男女共同参画センター主催講座としても職
員が参加できる時間設定も視野にいれなが
ら講座を企画していきたい。

・研修厚生課共催で、男女共同参画テーマ研修「居場所のない
男、時間がない女～ワーク・ライフ・アンバランスな日本の問題
を考える」を実施した。
・男性の市職員を対象に男女共同参画講演会「モード切替で職
場のストレスを乗り切ろう！～仕事と自分のバランス、取れてま
すか？～を開催した。

○
当課主催だけでなく、研修厚生課と共催
し、職員の意識啓発を図る研修及び講
演会を実施した。

男女共同参画の課題は多種多様で
あるため、テーマ選定や、対象者を
限定するなど効果的な研修や講演
会の開催に努める。

男女共同参
画推進課

21205
講座・講演会・
イベントの実施

男女共同参画センター等にお
いて関連講座の開講。講演会
やイベントを実施します。

引き続き、新規の利用者拡大に向け、講座
を企画する。また、活動推進グループと企
画段階から協働する形式の講座は継続し
実施する。

主な講座の実施状況は、
主催講座23、出前講座２、市民企画講座５、
共催講座６、職員研修２。
イベントとして、いきいきフェスタ2017を開催した。

◎

多くの方に参加してもらえるよう、すべて
の講座に託児をつけ、土曜日にも講座
を実施した。
タイムリーな講座の企画や、夜間にも講
座を開催するなど、男女共同参画セン
ターに足を運んでもらえるような魅力的
な講座の企画に努めた。

男女共同参画センターの新規利用
者拡大に向けて、魅力的で参加しや
すい講座の実施に努める。

男女共同参
画推進課

21206
各種団体・グ
ループへの啓
発

各種団体・グループに対して、
情報提供を行い、意識の啓発
を図っていきます。

引き続き、活動推進グループと企画段階か
ら協働する形式の講座を実施したい。今ま
で実施したことのないグループにも挑戦し
てもらいたい。

活動推進グループから市民へ発信する啓発講座を３講座実施
した。 ○

活動推進グループと企画から協働する
講座（きらっとカフェ）を実施することで、
グループの育成や市民参画の推進を
図った。

活動推進グループの育成と活性化を
めざし、活動推進グループと協働す
る講座を実施する。

男女共同参
画推進課

21301
センターの機能
充実と利用促
進

活動拠点として、男女共同参
画に関する各種講座を開催す
るとともに、男女共同参画に関
する様々な活動をしている市
民を支援します。

引き続き男女共同参画センター機能の充実
と広報に努める。講座の集客や男女共同
参画センター周知、グループの活動紹介等
のために、男女共同参画センター独自の
フェイスブックも利用し情報を広げたい。

①男女共同参画に関する講座の開催
②市民企画講座　③いきいきフェスタ　④きらっとカフェ　⑤学習
室の貸出　などを実施した。

○

・男女共同参画の活動拠点として、様々
な講座や事業を実施した。
・フェイスブックなど、様々な広報媒体を
活用し、センターの周知と利用促進を
図った。
・市民参画型のイベントや講座を実施
し、市民の学習活動の支援に努めた。

いきいきフェスタや市民企画講座、
活動推進グループとの協働講座は、
市民参画型事業としての類似点が多
い。
効果的・効率的な事業実施に向け、
センター事業のバランスを総合的に
検証するとともに、事業の整理と見
直しを検討する。

男女共同参
画推進課

21302
センターについ
ての広報・啓発

センターを男女共同参画社会
事業のための活動拠点施設と
して、広く市民に広報・啓発し
ます。

男女共同参画センターの広報に努める。講
座の集客やセンターの周知、グループの活
動紹介等を、独自のフェイスブックを利用し
拡散させたい。

市政ニュース、市ＨＰやチラシ配布など、様々な広報媒体を通じ
て、センターの周知と利用促進を図った。また男女共同参画週
間及び女性に対する暴力をなくす運動週間に合わせてパネル
展示を行い、啓発に努めた。

◎
様々な広報媒体を活用して、センターの
機能や事業の広報及び啓発に努めた。
センターの認知度向上が今後の課題。

効果的な広報や啓発のあり方を検
討しながら、取り組む。

男女共同参
画推進課

21303
女性相談の充
実

女性を取り巻く多くの問題に対
して、問題解決に向けて、自ら
解決できるようアドバイスを行
います。また、面接時の子供
の保育を充実します。

法律相談にも託児可能な枠を作りたい。男
女共同参画センター独自のフェイスブックを
相談事業の周知にも役立てたい。

「女性のための相談」として、面接相談、電話相談及び、法律相
談を実施した。子育て中の女性も利用できるよう、必要に応じて
託児も行った。

◎

相談受付件数は、すべての相談におい
て増となった。特にＤＶに関する相談件
数の増加した。
予約してから相談に至るまでの期間短
縮が課題。

女性のための相談は、センター機能
として重要であるため、引き続き実施
する。

男女共同参
画推進課
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21304
相談員等に対
する研修

相談事業のより一層の充実を
図るため、センター職員（フェミ
ニストカウンセラー）に対して
研修を行います。

相談業務担当者（カウンセラー）への研修を
実施し、相談体制の充実を図る。また、県
主催等の研修も活用し、近隣の男女共同
参画センターとの交流も図っていく。

カウンセラー（嘱託職員２名）に対しスーパーバイズ研修を実施
した。 ◎

女性を取り巻く多様で複雑な相談を受
けるカウンセラーに対して、研修を実施
することで女性相談の充実を図った。

カウンセラーに対する研修を実施し、
相談体制の充実と質向上に努める。

男女共同参
画推進課

21305

男女が共に学
習活動をする
ための条件整
備

講座・講演会開催に伴う託児
を実施します。また、託児ボラ
ンティアに対し、男女共同参画
に関する意識啓発を図りま
す。

引き続き、主催事業は託児付きとし、学習
活動を行うための環境を整備していく。今
後も継続する。

センター主催の講座において、託児を実施した。
託児受人数：延147名
託児ボランティア人数：103人
託児ボランティア養成講座を１回実施
参加者数：19名

◎

センターの主催事業や講座にはすべて
託児を付け、土日にも実施するなど、市
民が学習活動をするための条件整備に
努めた。
また、託児ボランティア養成講座を開催
し、託児を担う市民ボランティアを育成
するとともに、男女共同参画に関する意
識啓発を行った。

市民に学習機会を提供するため、セ
ンターの主催事業・講座は託児を付
けて実施する。
また、託児ボランティアの育成に取り
組む。

男女共同参
画推進課

21306
講座・講演会・
イベントの実施

男女共同参画に関する啓発講
座を開催するとともに、講演会
やイベントを実施します。ま
た、地域団体等を対象に男女
共同参画社会づくりのため出
前講座を行います。

中学校での「デートＤＶ」の出前講座に新規
校の応募が増えるよう、さらに広報・実施方
法を工夫したい。

主催講座：23
出前講座：市立中学校５、市立高校１
市民企画講座：５
共催講座：６
いきいきフェスタ2018

○
主催講座については、土日にも開催す
るとともに、魅力的な企画に努めた。
中学校への出前講座「デートＤＶ防止講
座」の実施校を増やすことが課題。

・主催講座については、市民に関心
をもってもらえるような講座の企画に
努める。
・デートＤＶ防止講座については、募
集時期の見直しや実施方法の工夫
など、実施校の拡大に向けて取り組
む。

男女共同参
画推進課

21307
自主活動グ
ループの育成

女性の地位向上とエンパワー
メントを推進し、男女共同参画
社会の形成のために学習して
いるグループの育成に努めま
す。

引き続き、活動推進グループと企画段階か
ら協働する形式の講座を実施していきた
い。活動推進グループの再登録時に新書
式で提出してもらい、西宮市行政全般への
参画も視野に入れてもらう等グループの育
成につなげていく。

・活動推進グループと企画から協働する参画事業を３講座実施
・活動推進グループに対して学習室使用料の減免や優先予約
の優遇措置
・活動や交流の場として、「いきいきフェスタ」、「グループ交流
会」を実施
・情報アドバイザーによる学習活動の支援
などグループの育成と支援に取り組んだ。

◎
様々な取組みと施策による活動推進グ
ループの育成と支援に取り組んだ。
グループ数が減少傾向にあり、育成と
支援のあり方の検討が必要。

活動推進グループの育成と学習活
動の支援に取り組むともに、グルー
プ登録申請書の見直しを検討する。

男女共同参
画推進課

21308

講座修了生に
よる自主活動
グループ結成
のための支援

男女共同参画に関連する講座
の修了生に対して、自主活動
グループとしての結成を働き
かけ、支援します。

シングルマザー以外の分野でグループ結
成に結びつくような講座の開催を検討した
い。

シングルマザーや子育て中の女性、転勤族の妻を対象とした講
座を開催した。
シングルマザーズカフェ：６回
がんばるママじゃいられない：１回
転勤族の妻から転勤族の妻へ：１回

○

同じ悩みをもつ女性を対象とした講座を
開催し、課題の共有やエンパワメントの
支援に取り組んだ。
結果的にグループ結成には至らなかっ
たが、悩みを共有し、解決策を一緒に考
える場を提供できた。

グループ結成が目的でなく、講座参
加者が悩みを共有し、つながること
が重要であることから、同じ悩みや
課題をもつ人を対象とした講座を実
施する。

男女共同参
画推進課

21309
図書・資料等の
提供による啓
発

男女共同参画センターの図
書・資料コーナーに関連書籍・
資料等を収集し、広く市民に
提供します。

限られた予算の中ではあるが男女共同参
画に関して市民がより興味をもってもらえる
ような図書等を厳選して購入したい。
また、図書館との資料相互貸借は継続し、
利用者の便宜を図る。

・男女共同参画に資する図書・資料の選定・購入・貸出
　蔵書数：　 図書・雑誌　7,112冊　ＤＶＤ等：287本
　貸出状況：図書・雑誌　1,708冊　ＤＶＤ等：372本
・他市及び関係団体に関する資料の配架
・情報アドバイザーによるレファレンスサービス

を実施した。

◎

幅広いテーマから話題性やタイムリーな
テーマ、重要度などを勘案し、厳選して
図書・資料を購入、配架した。
新規に購入したＤＶＤは上映会「ラストフ
ライディシネマ」で鑑賞することで、学習
機会の提供につなげた。

男女共同参画に関心をもってもらえ
る図書・資料の選定をし、購入する。

男女共同参
画推進課
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主要課題２　　学術分野及び生涯学習における男女共同参画の推進

221　男女共同参画の視点に立った生涯学習の推進　【重点施策】

222　研究・学術分野における女性の参画拡大

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

22101
生涯学習に関
する情報の収
集と提供

市民の誰もが適切な時期に、
男女共同参画に関する学習情
報を得ることができるよう、
様々な媒体を通じて情報提供
を行います。

引き続き市民のニーズに対応したタイム
リーな情報提供に努める。

市ＣＭＳの生涯学習ポータルサイトを運用。市ＣＭＳ「イベント情
報」と併せて、市外も含めた学習情報を広く提供した。 ○

同サイトへのアクセス数は、ほぼ横ばい
で推移している。生涯学習の今後の方
向性を検討していく中で、情報発信のあ
り方にも工夫を凝らし、いつでも誰でも
学べるような情報の提供に努める必要
がある

引き続き市民のニーズに対応したタ
イムリーな情報提供に努める。

生涯学習推
進課

22102

生涯学習情報
コーナーでの
情報の収集と
提供

市民の多様な学習ニーズに対
応した施設紹介・講座やイベ
ントの開催の情報を、素早く手
に入れることができるよう収
集・整理・提供をします。

情報コーナーにおけるいっそう効果的な情
報提供方法について、施設のあり方も含
め、さらに検討していく。

＜利用時間：年末年始を除く9:00～22:00(ただし相談や機器の
利用は、月曜～土曜の10:00～17:15)＞
・ポスターの掲示、パンフレット、チラシの配架
・生涯学習に関する相談受付
・企画展示　特設コーナーでテーマ展示と関連イベント情報の提
供。
「にしのみや★夏のいきもの　探して」
(７月８日～８月31日、延べ5,199人来館）
「にしのみや♪冬のにぎわい」
(12月13日～１月９日、延べ2,063人来館)
「ここにもあった　にしのみや伝説」
(３月７日～28日、延べ2,244人来館)

○
総来館者数は、ほぼ横ばいで推移して
いる。
引き続き、魅力ある企画展示に努め、
来館者数の増加を図る。

情報コーナーにおける、より効果的
な情報提供について、さらなる研究
検討を図る。

生涯学習推
進課

22103
生涯学習大学
「宮水学園」の
開講

60歳以上の市民を対象に、元
気でいきいきと生活するととも
に、住みよい地域社会づくりに
取り組む学習のきっかけづくり
を目的とした「宮水学園」を開
講します。

多様に変化していくニーズに対応していくこ
と、また学んだことを地域に活かせるような
仕組みづくりに努める。

H29年度は2,386人の受講申込があり、2,363人が受講。
・ 全員受講する教養講座11回、 さらに受講を希望する人のた
めの選択講座13コース（せいかつ、絵画、ふるさと、音楽、国際
文化、芸術、文学、園芸、生物、体育、書道、時事・経済、歴史）
を各15回延べ195回実施。
・ 学園行事（7月に七夕祭り、10月にウォークイベント、2月に年
賀状展、学園祭）を開催。
・ 交流会を各コースで実施。また、自主的な交流活動の場とし
て、H29年度末現在51の自主グループが活動。
・ 地域づくりの実践活動を評価・推奨することを目的に、修了式
に15団体を「宮水学園いきいき活動賞」に表彰。

○
宮水学園関連講座受講者数及び宮水
学園のリピーター率は高く、満足度は高
いと考える

多様な学習ニーズに対応できるよう
に、宮水学園については、より魅力
的な講座を設計し展開していく必要
がある。
また、宮水学園の受講者が、講座を
通して得た学習の成果を社会に還元
できるよう、地域コミュニティなどに積
極的に参画できるような仕組みを
作っていく必要がある。

生涯学習推
進課

22104
生涯体育大学
の実施

満60歳以上の中高齢者がス
ポーツ・レクリエーション活動
に親しみ、生涯を通じて明るく
活力のある生活を送れるよう
支援します。

スポーツ奨励事業の一事業として実施す
る。

参加者72名（男性31名、女性41名） ○ 昨年度同等数の参加者を募ることがで
きた。

スポーツ奨励事業の一事業として、
継続して実施する。

地域スポー
ツ課

22105
大学交流セン
ターの講座等
の事業の開催

大学交流センターにおける共
通単位講座、市民対象講座や
男女共同参画関連講座を開
催します。

引き続き、市民対象講座、共通単位講座を
開講し、PRに努める。また、講座の内容に
ついての検討を進める。

・西宮市大学共通単位講座　　平成29年度は前･後期で31科目
を開講し原則15講義で393名が受講。うち市民聴講生40名。
・市民対象講座（インターカレッジ西宮）　　セミナー2講座、レク
チャー5講座、大学共同講座を開講し、351名が受講。

○

市民対象講座は、参加者数が前年度に
比べ増加し、アンケートによる満足度は
高い。共通単位講座については、大学
交流センターWEBサイト、学生によるPR
冊子で紹介し、大学構内でチラシを配る
など、周知に努めた。

29年度に新たに公開したWEBサイト
を活用するなどし、引き続き、市民対
象講座、共通単位講座を開講し、PR
に努める。また、講座の内容につい
ての検討を進める。

大学連携課

22201
大学・短大と協
働した事業の
実施

男女共同参画センターと大
学・短大と協働して関連講座
や講演会を実施します。

引き続き、市内の大学・短大との協働につ
いて検討していく。

大学・短大等との協働については行っていない。 × 大学・短大等との協働については行って
いない。

講座に来てもらうだけでなく、大学の
授業等で行うなど、様々な方法を検
討していきたい。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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22202

大学間の交
流、大学・大学
生と市民間の
交流の推進

大学交流センターを拠点とし
て、大学間の交流や大学と市
民の交流を推進することによ
り、文化資産としての大学の
集積を市民の生涯学習の充
実等に活かします。

学生の社会連携を支援するためのサイトを
構築し、大学のまち西宮の魅力を発信する
とともに、地域と学生の連携を促進する。

・学生ボランティア交流事業　　ボランティア登録者132名。ボラ
ンティア派遣者数83名。
・学生と市民の交流事業　大学交流祭（来場者約5,000名）の開
催や、大学生が地域と連携してスポーツイベントに取り組むな
ど、大学のまちの魅力を市民に発信することにも努めた。
・情報発信事業　　新たに大学交流センターWEBサイトを公開
し、学生インタビューや、各大学の地域連携の取り組みなどを発
信した。ＰＲガイドブック（11,000部）制作。

○
継続して行っているボランティア交流事
業や、地域との連携事業について、大
学交流センターWEBサイトで積極的に
発信した。

WEBサイトを活用し、より一層学生の
社会連携を支援していく。

大学連携課

主要課題３　男女共同参画の視点に立った学校教育の推進

231　学校園の教育における男女平等・共同参画の促進

232　男女共同参画社会をめざす教育・学習機会の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

23101

男女平等の視
点に立った教
育関係者への
研修の実施

男女平等教育は、人間尊重を
基盤とした人権教育が基盤で
あるため、教職員に対して人
権意識の高揚を目指した研修
を行います。

最近の教育課題を踏まえ、ライフステージ
を考えた研修体系に基づき、人権教育を基
盤とした研修を実施する。

人権に関わる研修会として、初任者研修、専門研修など、ライフ
ステージを考えた研修体系に基づき年間19回の研修を実施し
た。
参加者922人

○
道徳教育、特別支援教育、情報モラル
教育など、人権教育を基にした研修を
実施した。教職員の人権意識の向上に
大きく役だった。

近年の教育課題を踏まえ、教職員の
キャリアステージに応じた研修体系
に基づき、人権教育を基にした様々
な研修を実施する。

教育研修課

23102
学校園におけ
る男女平等教
育の推進

教職員の研修資料の作成と配
布を行い、学校園の教育活動
の中で、男女平等教育を推進
します。

引き続き、積極的に新しい資料収集を行
い、タイムリーな情報（新しい視点・取組み）
を道徳教育推進担当者会、人権教育担当
者会等を通じて、各学校に発信する。

県教委発行資料「男女共同参画社会の実現を目指す教育の実
践に向けて」（改訂版：基本的な考え方編）を活用した教職員の
研修を各校に推奨した。また、市教委発行資料「すべての子供
に温かな居場所を」（セクシュアルマイノリティの子供への理解）
等を用いた教職員の研修を各校に推奨した。

○

道徳教育推進担当者会、人権教育担当
者会において、各学校園に指導資料の
積極的な活用を促した結果、校内研・地
区別人権研修会における教職員研修が
開催された。

引き続き、積極的に新しい資料収集
を行い、タイムリーな情報（新しい視
点・取組み）を地区別人権研修会や
人権教育担当者会等を通じて、各学
校園に発信する。

学校教育課

23103

学校園におけ
る男女共同参
画社会実現を
めざす教育に
関する教職員
研修の促進

男女平等教育に関する教職員
研修促進のため、人権教育地
区研修会や人権教育担当者
会・人権教育研修会を実施し
ます。

人権教育地区別研修会、人権教育担当者
会等の研修を継続して実施するとともに、
各研修において、積極的な情報提供に努
める。

人権教育地区別研修会を計６回実施し、学校園の授業保育公
開や、取組みについての情報交換・意見交流を行った。また、
人権教育指導員を７名委嘱し、指導員にリーダーシップを発揮
してもらうことで、人権教育の推進を図った。

○
人権教育地区別研修会や人権教育担
当者会において、各校の取組みや現状
の課題等について、積極的な情報交
換・意見交流をすることができた。

人権教育地区別研修会、人権教育
担当者会等の研修を継続して実施
するとともに、各研修において、積極
的な情報提供に努める。

学校教育課

23201
学校における
人権教育の推
進

学校における人権教育の推進
のため、研修会開催や道徳の
時間等を使った人権学習を行
います。

引き続き、授業保育参観や研修の機会を
通して、子供の育ちをつなぐための連携を
さらに進めていくとともに、各校の人権に関
する校内研究会において、効果的な指導助
言を行う。

各校園の校内研修会に助言者として参加し、人権教育にかか
る指導助言を行うとともに、人権教育担当者会等の研修の機会
に、各校の取組みについて情報交換する場をもった。また、幼
稚園、小・中学校、高等学校においては、子供の育ちを人権の
視点でつなぐため、授業保育参観を公開し、事後研究会におい
て学び合った。

○

各校園の校内研修会において、事前に
資料を準備するなど、有意義な時間とな
るよう工夫した。人権教育担当者会にお
いて、各校園の取組みについて情報交
換を行うことで、子供の育ちをどのよう
につなぐのかについて学び合うよい機
会を設けた。各校園における、授業・保
育を通した学び合いでは、子供の一つ
の言葉・行動・しぐさ・表情などについて
見取ったことを意見として出し合う中で、
人権感覚を高め合うことができた。

引き続き、授業保育参観や研修の機
会を通して、子供の育ちをつなぐた
めの連携をさらに進めていくととも
に、各校の人権に関する校内研究会
において、効果的な指導助言を行
う。

学校教育課

23202

暴力によらない
自己表現を考
える講座の実
施

暴力に頼らない自己表現や怒
りをコントロールする力を身に
つける講座を実施します。

中学校での「デートＤＶ」の出前講座に新規
校の応募が増えるよう、さらに広報を工夫し
たい。

・デートＤＶ防止講座を実施（市立中学５校）。
・「女性に対する暴力をなくす運動週間」記念シンポジウム　～Ｄ
Ｖ加害者プログラムの取組みから考える～を実施した。

○
・デートＤＶ防止講座の見学校を募るな
ど、実施校を増やすために取り組んだ。
・「女性のための暴力をなくす運動週
間」に合わせて記念講演を実施した。

・デートＤＶ防止講座は、中学生がＤ
Ｖを身近な問題として考えるきっかけ
として、また、対等な関係を築くこと
の大切さを学ぶ機会として、有効で
あることから、実施校の拡大に向け
て取り組む。
・女性のための暴力をなくす運動週
間に合わせて、暴力によらない自己
表現を考える講座を実施する。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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23203
学校教育にお
ける福祉教育
の推進

人権教育資料を使い、福祉へ
の関心と意欲を持たせると共
に、「総合的な学習時間」等を
使い、車椅子体験や福祉施設
訪問などを行います。

関係機関と連携して、既存の資料等の活用
も含め、福祉体験機器を活用することによ
り、児童生徒がさらに体験を通した学習が
できるよう取組みを進める。

関係機関の福祉体験機器を活用するなどし、車椅子体験、アイ
マスク体験等の体験的な学習に取り組んだ。 ○

既存の人権教育資料を校内研や地区
別研で活用し、様々な福祉学習の提案
をした。また、道徳が教科化されるにあ
たり、教育課程の中でどのように福祉学
習を行っていくかの提案を行った。

関係機関と連携して、既存の資料等
の活用も含め、福祉体験機器を活用
することにより、児童生徒がさらに体
験を通した学習ができるよう取組み
を進める。また、これまで主に道徳の
時間で行っていた福祉学習の取組
みについて、どのように取り組んでい
けるのか検討していく。

学校教育課

23204

生徒の個性が
尊重された主
体的な進路選
択

生徒の個性が尊重され、生徒
が主体的に進路選択ができる
指導の実施。子供はもちろ
ん、保護者とも充分に話し合
い、個性を尊重した進路指導
を推進します。

キャリア教育や小中一貫教育の取組みの
中、中学生やその保護者だけではなく、小
学生やその保護者に対しても、キャリア教
育の視点を大切にした、個に応じた豊かな
進路選択が実現できるよう、計画的かつ適
切な情報の発信に努める。

キャリア教育の視点を大切にし、発達段階に応じた自己決定が
できるよう、小中学校のキャリア教育担当者に研修を行った。ま
た、各校担当者との連携を図り、進路情報を正確かつ迅速に伝
え、共有することにより個に応じた進路指導の実現に繋げること
ができた。

○

新通学区域での受検が４年目を迎え、
これまでの経験を踏まえ、生徒や保護
者に対して、県や他市町の情報を計画
的に伝え、生徒が自らの進路を切り拓く
ための道筋を立てることができた。さら
に、キャリア教育の視点を意識した進路
指導の実践を推進できた。

キャリア教育や小中一貫教育の取組
みで、中学生やその保護者だけでは
なく、小学生やその保護者、地域等
に対しても、キャリア教育の視点を大
切にした、個に応じた豊かな進路選
択が実現できるよう、計画的かつ適
切な情報の発信に努める。

学校教育課

23205
男女平等の視
点に立った職
業観の育成

主体的な進路選択のための
情報の提供。進路担当者会の
中での研修。道徳の時間等に
おいて学習を行います。

校種間や地域・家庭との繋がりの中、老若
男女を問わず、社会生活において人が果た
すそれぞれの役割を感じ、互いに支え合い
生きていることを意識することによって、社
会の一員としての主体的な生き方を学ぶ。

キャリア教育の視点に立った職業観の育成のため、担当者会
による研修を行った。特別活動の時間を柱とし、全教育活動を
通じ、男女平等の視点に立った職業観の育成に努めた。また、
個人が主体的に進路選択できるための情報をキャリア教育担
当者会や進路担当者会で提供し、研修を実施した。

○

小中学校でのキャリア教育を推進する
中で、将来に対して夢や希望を抱かせ
たり、男女平等の視点に立った職業観
を養ったりした。また、トライやる・ウィー
ク、自然学校等の体験活動や日々の学
校生活を通し、自己肯定感や自己決定
能力を育み、男女平等の視点に立った
主体的な進路選択ができる素地を養う
ことができた。

校種間や地域・家庭との繋がりの
中、老若男女を問わず、社会生活に
おいて人が果たすそれぞれの役割を
感じ、互いに支え合い生きていること
を意識することによって、社会の一員
としての主体的な生き方を学ぶ。

学校教育課

主要課題４　男性、子どもにとっての男女共同参画

241　男性に向けた男女共同参画の意識啓発　【重点施策】

242　子育て環境の整備　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

24101

男女共同参画
の視点からみ
た、介護・看護
休業制度の普
及啓発

男女が仕事と家庭の両立を進
められるように、介護・看護休
業制度の周知徹底を図りま
す。

啓発内容として、男女が仕事と家庭の両立
を進められるように、介護・看護休業制度の
周知についても掲載したい。また、イクボス
研修の必要性も感じている。

・「家族はどこまでやればいいのか～介護の理想と認知症～
・男女共同参画記念の講演会「ダメをみがいて、ほどほど働く」
・おとうさんもツライよ！子育て世代のジレンマ
・夏休みお父さんをミュージシャンになろう
を実施。

○
男性の地域生活や家庭生活の参画を
促す講座を実施した。
育児休暇及び介護・看護休暇制度の周
知と取得促進が今後の課題。

男性の地域生活や家庭生活の参画
を促す講座を実施する。

男女共同参
画推進課

24102
男性のための
各種講座の開
催

男性の地域活動・家庭生活へ
の参加・参画の促進のための
講座を企画し、開講します。

男性保護者と子供限定の講座は内容を変
え実施したい。

男性向け講座として、
・夏休みお父さんとミュージシャンになろう
・おとうさんもツライよ！
・ホンネが言えないオトコ心
・モード切替で職場のストレスを乗り切ろう
を実施。

◎

・男性であるがゆえの、悩みや生きづら
さを共有することで、男女共同参画の意
義を知ってもらえた。
・女性だけでなく、男性にも男女共同参
画センターの取組みを知ってもらえた。

男性に男女共同参画の意義を理解
してもらうことを目的に、男性や育児
中の男性や父と子を対象にした講座
を実施する。

男女共同参
画推進課

24103
男性のための
育児・介護等の
講座の開催

男性のための育児・介護等へ
の参加に向けた講座等を実施
します。

男性に見てもらうためには、市政ニュースよ
りも一般紙への掲載が目標。また、男女共
同参画センター独自のフェイスブックの登録
者を増やしたい。

主催講座として、
・「家族はどこまでやればいいのか～介護の理想と認知症～
・男女共同参画記念の講演会「ダメをみがいて、ほどほど働く」
・おとうさんもツライよ！子育て世代のジレンマ
・夏休みお父さんをミュージシャンになろう
を実施。

○
男性の地域生活や家庭生活の参画を
促す講座を実施した。
育児休暇及び介護・看護休暇制度の周
知と取得促進が今後の課題。

男性の地域生活や家庭生活の参画
を促する講座を実施する。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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24201
こども未来セン
ター相談支援
事業

乳幼児から18歳までの子供の
心身の発達や療育・福祉サー
ビスに関すること、不登校・情
緒不安定・性格等や教育に関
することなど、悩みや困ったこ
とについて、専門の相談員が
電話や面談等による相談に応
じている。

相談件数の増加や相談内容の多様化、複
雑化に伴い、これまでの支援方法を見直し
ながら、効果的な方法を確立させたい。
基本的にひとりひとりのニーズに応じなが
ら、利用者の交流会や集団による取組など
エンパワメントを重視した支援を構築した
い。

心理士、ケースワーカーら12名による相談支援チームの相談員
を中心に、保護者や本人からの相談に対応した。電話3,727件、
来所2,625件、訪問222件、その他87件　計6,661件

○

相談件数については、開設以来増加し
ていたが、ほぼ同数となった。相談内容
では例年通り、発達障害を中心に子供
の発達や障害についての相談件数が
一番多く、次に不登校に関することが多
い状況である。相談員は電話や来所相
談に一つひとつ丁寧に応じているが、本
人支援だけでなく保護者や家族支援が
課題である。

個別の支援を継続しながら保護者交
流会を開催する等、保護者支援を強
化する。情報収集に努め、他機関と
連携しながら適切な支援に取り組ん
でいく。

地域・学校
支援課

24202
家庭教育事業
の実施

保護者を対象とした家庭教育
講座・講演会を開設します。

西宮市家庭教育振興市民会議での議論を
もとに、福祉の視点を取り入れた事業を開
催する。
５つの実践目標については、リーフレットの
配布や、事業を通じて引き続き啓発に努め
る。
引き続き、西宮市ＰＴＡ協議会との共催で家
庭教育講演会を開催する他、平成29年度
は家庭教育フォーラムを開催する。

･４月19日（他23回）家庭教育出張講座を実施、参加者1,176名。
･８月21日家庭教育重点目標・実践目標啓発講座を実施、参加
者36名。
･８月５日（他１回）家庭教育講演会（西宮市ＰＴＡ協議会共催）を
実施、参加者167名。
・12月10日家庭教育フォーラムを実施、参加者49名。
・市立小学校1年生の保護者へリーフレットを配布。

○

家庭環境が多様化し、地域社会が変化
する中、すべての保護者の学びと育ち
を支援する必要がある。
各事業での参加者アンケートでは満足
度が90％以上となっており、参加者に
とって有意義な事業となっている。
講演会へ参加しにくい保護者等にも情
報を届けるため、入学説明会等多くの
保護者が集まる場での家庭教育出張講
座を新たに実施し、多くの保護者が参
加できた。

西宮市家庭教育振興市民会議で
は、関係団体が提案・参画し、各団
体の豊かな知識や経験を活かすた
め、「家庭教育講座」の実施団体を
公募する。
５つの実践目標については、リーフ
レットの配布や、事業を通じて引き続
き啓発に努める。
講座等への参加が困難な家庭への
アプローチのため、入学説明会等、
多くの保護者が集まる場での講演会
等を拡充していく。

社会教育課

24203

男女が共に学
習活動をする
ための条件整
備

子育て中の講座参加者に対し
て、１歳半から就学前の幼児
を預り、また、そのための託児
ボランティアを養成します。

引き続き託児付き講座の開催と、託児ボラ
ンティアの確保、育成に努める。
来年度も実施予定の主催講座「がんばるマ
マじゃいられない！」について1歳半未満の
託児方法について検討したい。

・男女共同参画センターで実施するすべての講座・講演会を託
児付きで実施した。
・託児の協力を依頼する市民ボランティアの資質向上と、新規
登録を図るため養成講座を実施した。

◎ 子育て中であっても、学習活動に参加
できる条件整備を図った。

・すべての講座・講演会に託児をつ
け、学習活動の条件整備を図る。
・託児ボランティアの養成の確保・育
成に努める。

男女共同参
画推進課

24204
託児ボランティ
ア講座の実施

子育て期の親の学習を支援す
るため講座を開設し、ボラン
ティアを募集します。

子育て期の親が安心して学習ができる環境
を整えるため、託児ボランティアの登録を呼
びかける。

託児ボランティア講座を中央公民館で開催した。　１講座　参加
者20人 ◎

平成29年度も引き続き、託児ボランティ
ア講座を実施した。平成28年度と同様、
新規のボランティア登録者を獲得でき
た。

引き続き、子育て期の親が安心して
学習ができる環境を整えるため、託
児ボランティアの登録を呼びかける。

地域学習推
進課

24205
託児付き事業
の実施

普段子育てで手が離せない人
を対象に託児つきの学習会を
開催します。

託児ボランティアの確保が難しい地域があ
る。
託児ボランティアの登録は中央公民館で
行っているが、引き続き登録者増に努め
る。

人権フォーラム
6講座　参加者451人　内託児0人 ◎

様々な人権問題に関する講座を、託児
付きで実施できたが、今年度の託児数
は0人であった。

平成30年度より、人権教育推進課へ
事業移管。

地域学習推
進課

24206
家庭児童相談
事業

児童が健全に育成されること
を目的に、児童と保護者の相
談支援を行う。

家庭児童相談員が2名増員となり、指導を
適切に行うとともに、児童と保護者の適切
な相談支援を行う。

家庭児童相談員が増員となったことに伴い、地区担当制を導入
し、関係機関との連携強化に努めた。 ○

家庭児童相談員と関係機関との連携が
向上し、児童と保護者の相談に適切に
対応できた。

引き続き関係機関との連携を図り、
児童と保護者の適切な相談支援を
行う。

子供家庭支
援課
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24207
子育て支援事
業の実施

子育て期の親の不安や負担を
軽減するため、子育て支援事
業の推進をはかります。

・利用者が自ら自己発揮できる場の提供を
していく。
・アウトリーチを実施し、子育て中の人が生
活圏内で、悩みが話し合えるような仲間づく
りができるようにする。
・託児付交流会を実施し、短い時間でも子
供と離れてほっとできる機会を持ち、保護
者が孤立することを防ぐ。

・親子サロン延べ利用44,194人
・子育て学習グループ「のびのび」　2グループ　62人
・サロンDE講座　3回
・はじめまして赤ちゃんといっしょ～プレママも寄っといDay～
22回
・サークル交流会、研修会　3回
・新米ママ、このゆびとまれ！　60人
・プレママ、このゆびとまれ！　37人
・はじめまして赤ちゃんといっしょin夙川西市民館　3回
・はじめまして赤ちゃんといっしょin鳴尾中央センター　4回
・はじめまして赤ちゃんといっしょin鳴尾児童館　4回
・はじめまして赤ちゃんといっしょ～プレママも寄っといDay～in
塩瀬児童センター　7回
・託児付交流会　6回

○

・親子サロンは日常的に多く利用しても
らえた。
・子育て支援プログラムを地域に出向い
て実施したことで子育て中の人が生活
圏内で仲間作りをすることが少しずつで
きるようになってきた。

・利用者が自ら自己発揮できる場の
提供をしていく。
・アウトリーチの実施を引き続き行
い、子育て中の人の地域での仲間作
りのサポートをしていく。
・託児付交流会を実施し、短い時間
でも子供と離れてほっとできる機会を
持ち、保護者が孤立することを防ぐ。
また、開催数を増やし、より多くの子
育て中の人に支援が届くようにする。

子育て総合
センター

24208
子育て相談事
業の実施

子育て総合センターにおい
て、乳幼児の子育て相談に専
門スタッフが対応します。

・相談内容が多岐にわたってきている。引き
続き相談員のスキルアップを図る。また、他
機関との連携を図る。
・よりコンシェルジュの周知を図る。

・親子サロンスタッフ、地域子育てアドバイザーによる子育て相
談
・専門相談員、臨床心理士、子育てコンシェルジュによる電話、
来所、eメールによる相談　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
親子サロンで月1回子育て相談会
・相談延件数　1,382件

○

・相談件数は年々増加、その内容も多
岐にわたってきているが、利用者が気
軽に相談できるような関係性を築き、日
常的に気持ちに寄り添う支援を行った
り、専門員としてのスキルを生かして利
用者を受け止め、関係機関と連携した
り、情報を提供したりして必要な支援を
丁寧に行ってきた。

・相談内容が多岐にわたってきてい
る。引き続き相談員のスキルアップを
図る。また、他機関との連携を図る。
・コンシェルジュの増員を図り、地区
割りに基づいて役割分担すること
で、より多くの子育て中の人に必要
な支援が行き届くようにする。

子育て総合
センター

24209
育児相談体制
の整備・充実

保育所において、就学前の児
童の保護者の育児についての
不安や悩みを一緒に考え、解
決への情報提供や助言を行
います。

引き続き、地域の子育て家庭が気軽に相談
できる場所として工夫を図る。

公立…全保育所で育児相談（23園）、児童館において保育所長
による育児相談（相談件数524件） ○

計画に基づき実施している。また、児童
の保護者と共に考えていく姿勢を大事
にし、相談しやすい環境づくりを行って
いる。

引き続き、地域の子育て家庭が気軽
に相談できる場所として工夫を図る。

保育幼稚園
事業課

24211
乳幼児等・こど
も医療費助成

乳幼児・こどもが医療機関で
受診した際に、入院・外来どち
らとも保護者が保険診療で自
己負担すべき医療費を助成し
ます。

国・県の動向に注視しつつ実施可能な範囲
で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額の全額または、一部
負担金を控除した額を助成。 ◎ 市単独事業を継続することができた。

国・県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の運営に努める。

医療年金課

24212
保育所機能の
拡充

公立・民間保育所等において
在宅子育て支援として、園庭
開放、地域活動事業等を実施
します。

引き続き、ニーズに応じた事業が展開でき
るように工夫を図る。

園庭開放：公立23園、民間33園（うち幼保連携型認定こども園7
園）
短期体験保育：公立23園、民間14園（うち幼保連携型認定こど
も園4園）

○

公立保育所では毎年全園で実施してお
り、地域の子育て、遊び場として広く認
知されている。特に保育所の短期体験
は地域のニーズが高く、参加後に入所
につながる家庭もある。

引き続き、ニーズに応じた事業が展
開できるように工夫を図る。

保育幼稚園
事業課
保育幼稚園
支援課

24213
民間保育所へ
の助成

保育の質の向上や入所児童
の処遇改善のため、民間保育
所に助成を行う。

引き続き、保育の質の向上や入所児童の
処遇改善のため、民間保育所に助成を行
う。

民間保育所32園（分園除く）に対して、人件費や児童処遇改善
に係る助成を行った。 ○

子ども・子育て支援新制度との調整を図
りつつ、職員配置についての公民格差
の是正を行い、子育て支援や保育の質
の向上のための助成を実施した。

引き続き、保育の質の向上や入所児
童の処遇改善のため、民間保育所
に助成を行う。

保育幼稚園
支援課

24214
地域型保育事
業所等への助
成

市民の自宅等を利用し、産休
明け保育や低年齢児保育を
実施する。

子ども・子育て支援新制度の地域型保育事
業として安定した運営や保育の質の確保、
延長保育・給食提供、土曜保育の実施を促
進していくことが必要。

小規模保育事業所41園、家庭的保育事業所15園、事業所内保
育事業所5園に対して多くの保育を必要とする児童が利用でき
るよう経費の助成をした。

○ 待機児童解消において重要な役割を
担っている。

子ども・子育て支援新制度の地域型
保育事業として安定した運営や保育
の質の確保、延長保育・給食提供、
土曜保育の実施を促進していくこと
が必要。

保育幼稚園
支援課
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24215
保育内容の充
実

保育ニーズの多様化や、増加
に対応して延長保育等の充
実、拡大を図り、利用しやすい
保育所運営を行う。

保育ニーズの多様化に対応するため、今後
もニーズに合った事業展開を検討する必要
がある。

・延長保育　公立保育所 23園
　　　　　　　　民間保育所 39園
　　　　　　　　認定こども園 10園
・産休あけ保育　公立保育所 22園
　　　　　　　　　　　民間保育所 16園
　　　　　　　　　　　認定こども園 3園

○ 延長保育実施施設数の増加等により、
充実、拡大を図った。

保育ニーズの多様化に対応するた
め、今後もニーズに合った事業展開
を検討する必要がある。

保育幼稚園
支援課

24216
一時保育の拡
充

保護者の育児疲れ解消や急
病、短時間就労等に対応して
認可保育所で一時的保育を行
う。

地域によって利用頻度などが異なるため、
利用実績に偏りが生じている実態があり、
市民ニーズに応じた利用方法について今
後検討する必要がある。

民間保育所(分園含む)　15箇所　延べ利用者数　15,386人
認定こども園　3箇所　延べ利用者数　2,058人 ○

前年度と比較し、平成29年度も一定の
利用者数を維持している。一方で、地域
ニーズに応じた箇所数・定員ともに更な
る拡充が必要である。

地域によって利用頻度などが異なる
ため、利用実績に偏りが生じている
実態があり、市民ニーズに応じた利
用方法について今後検討する必要
がある。

保育幼稚園
支援課

24217
子育てショート
ステイ事業の
推進

国補助を受けて、出産・疾病
等で一時的に保育が困難に
なったときに乳児院・児童養護
施設に委託して宿泊つきの保
育を行います。

利用者に適切な支援を行うために、指定施
設と連携しながら、事業を周知させる。

事業を周知し、指定施設との連携を深め、利用者を適切に支援
した。 ○

施設が満員の場合に、保育所の一時預
かり等別の制度を案内し、利用者を適
切に支援できた。

利用者に適切な支援を行うために、
指定施設と連携しながら、事業を周
知させる。

子供家庭支
援課

24218
病児・病後児保
育事業

病気などで、家庭や保育所で
の集団生活が困難な乳幼児を
施設等で一時的に預かる。

地域偏在を解消するため、訪問型病児・病
後児保育料助成制度を開始したところであ
るが、今後は周知を進め、利用を促進して
いくことが必要である。

病児保育ルーム　定員（1日あたり）6人　延べ利用者数　502人
病児保育ルーム　定員（1日あたり）10人　延べ利用者数　829
人
病児保育ルーム　定員（1日あたり）3人　延べ利用者数　316人
訪問型病児・病後児保育料助成制度　延べ利用者数88人

○
訪問型病児・病後児保育助成制度の利
用促進や新規病児保育ルームの開設
により、利用者の利便性を図った。

病児保育ルームの新規開設や訪問
型病児・病後児保育料助成制度の
更なる周知を進め、病児保育の充実
を進めます。

保育幼稚園
支援課

24219
にしのみやし
ファミリーサ
ポートセンター

仕事と育児を両立し、安心して
働くことができる環境整備とし
て、手助けして欲しい人と手助
けしたい人が会員になり、お
互いに助け合いながら援助活
動します。

提供会員の確保を図るため養成講座の実
施方法を引き続き検討する。
また、提供会員の中で活動をしていない方
にどのような依頼なら応じられるかの把握
を行い、増える依頼に応じられるようにして
いく。

提供会員になるための養成講座の実施方法を検討し、北部で
オリエンテーションを行った。また、養成講座への参加を募るた
めに、地域の青愛協や民生児童委員の会に出向き、周知と説
明を行った。
活動していない提供会員への呼びかけを、おたよりや葉書で
行った。

○

養成講座の受講者が昨年度に比較して
増加しており、周知への努力が少しず
つ表れてきている。今後とも、ファミリー
サポート事業の周知と養成講座の広報
を引き続き行っていく。

ファミリーサポート事業の周知を、
様々な媒体を使って行っていく。
養成講座の回数を年間３回から４回
に増やし、そのうち１回は北部で実
施する。

子育て総合
センター

24220
留守家庭児童
育成センターの
整備・充実

保護者が就労等により昼間家
庭にいない留守家庭児童のた
めに、放課後や長期休業中に
おける子供たちの安全と健全
育成を図るために実施しま
す。

今後も引き続き待機児童対策を進める。ま
た、サービス向上のため指定管理者の公
募施設を拡大する。
また、４年生の受け入れを順次拡大してい
く。

・留守家庭児童育成センター延べ利用者数　39,188人
・待機児童の解消および施設整備　今津（幼稚園舎の改修）
・９施設で４年生受入れを行った。

○

今津幼稚園舎の改修による施設整備を
行い、待機児童対策を一定行うことがで
きたため。また、４年生受入れについて
も実施センターを９施設に拡大すること
ができたため。

今後も引き続き待機児童対策を進め
る。また、サービス向上のため指定
管理者の公募施設を拡大する。ま
た、４年生の受入れを順次拡大して
いく。

育成セン
ター課

24221
児童館・児童セ
ンター機能の
充実

地域社会の児童のレクリエー
ション施設として、児童（幼児
から中学3年生まで）に健全で
楽しい遊び場を与え、健全育
成を行います。

引き続き、他の放課後の子供の居場所事
業とも調整しながら、今後の児童館につい
て、役割の検討を行う。

各館において乳幼児を持つ保護者を対象とした子育てひろばを
実施。
利用児童数　　193,193人（内乳幼児　68,256人）
小学生以上向けの行事にも力を入れた。

○ 引き続き利用者のニーズは高く、期待
に沿った行事を展開した。

引き続き、他の放課後の子供の居場
所事業とも調整しながら、今後の児
童館について、役割の検討を行う。

子育て総合
センター

24222
幼稚園機能を
活用した事業
の実施

幼稚園の教育力を活用し、家
庭や地域と連携しながら就園
前の幼児教育と子育て支援を
行います。

地域の幼児教育センター的な役割として、
幼稚園を核に、就学前からの幼児教育と家
庭と地域の教育力の向上を図る。

「開かれた幼稚園事業」を各園20回程度実施し、親子遊びや園
児との交流、子育て相談を行った。また、、幼稚園を核に、地域
の諸団体と連携しながら、地域内の交流を深める「にぎわい事
業」を各園１回実施した。

○
全園で計画的に実施されている。保護
者のつながりや近隣園所とのかかわり
もできている。地域での定着度も高まっ
ている。

地域の幼児教育におけるセンター的
な役割として、幼稚園を核に、近隣
小園所との連携も図りながら就学前
からの幼児教育と家庭と地域の教育
力の向上を図る。

学校教育課
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24223
待機児童の解
消

新設保育所の整備、既存保育
所の分園設置や保育ルーム
の整備などによって、要保育
児童の受け入れを拡大する。

引き続き、新設保育所を整備する一方、将
来的に施設が供給過剰にならないよう既存
保育所の配置状況を考慮した上で、従来の
保育所整備のみに頼らず、小規模保育施
設や事業所内保育施設の整備により、待
機児童対策を進める。

新設整備や建替等により、民間保育所（2園）、幼稚園型認定こ
ども園（1園）、小規模保育施設（7園）、事業所内保育施設（2園）
で定員増を行なった。

○

保育所整備に加えて、小規模保育施
設・事業所内保育施設の整備を行い、
保育受入れ枠の拡大を図ったが、それ
を上回る申込みがあった為、待機児童
数が増加した。

引き続き、新設保育所を整備する一
方、将来的に施設が供給過剰になら
ないよう既存保育所の配置状況を考
慮した上で、従来の保育所整備のみ
に頼らず、パーク＆ライド方式による
保育所整備や送迎保育ステーション
事業などの新たな手法の導入の検
討を含めた待機児童対策を進める。

保育施設整
備課

基本目標Ⅲ　就労における男女平等の推進と環境の整備

主要課題１　雇用における男女平等の促進

311　男女の雇用機会均等についての啓発

312　職場における男女平等の推進　【重点施策】

313　女性の就労支援のための施策の推進

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

31101
女性労働に関
する啓発資料
の発行

男女共同参画センターでの関
連図書資料の提供。情報誌の
中に関連記事を掲載するなど
女性労働の啓発を図ります。

引き続き、国、県他関係先と連携し、女性
労働に関する啓発に努める。

・労政課が発行する「労政にしのみや」（年４回発行・2,500部）に
男女共同参画関連の啓発記事を掲載した。
・図書・資料コーナーにおいて、関連図書・資料の配架し、情報
提供に努めた。

◎
労政にしのみやに関連記事を掲載する
ことで、市内事業所や労働関係団体へ
の啓発ができた。

関連図書・資料等を提供するととも
に、「労政にしのみや」に女性労働に
関する記事を掲載する。

男女共同参
画推進課

31102

女性労働に関
する法制度に
ついての広報・
啓発

男女雇用機会均等法、労働基
準法など、女性の労働に関す
る法制度の周知・啓発を図り
ます。

引き続き国、県ほか関係先との連携をし、
女性労働に関する法制度の広報、啓発に
努める。

・労政課が発行する「労政にしのみや」（年４回発行・2,500部/
回）に男女共同参画関連の啓発記事を掲載した。
・図書・資料コーナーにおいて、関連図書・資料の配架し、情報
提供に努めた。

◎
労政にしのみやに関連記事を掲載する
ことで、市内事業所や労働関係団体へ
の啓発ができた。

関連図書・資料等を提供するととも
に、「労政にしのみや」に女性労働に
関する記事を掲載する。

男女共同参
画推進課

31102

女性労働に関
する法制度に
ついての広報・
啓発

男女雇用機会均等法、労働基
準法など、女性の労働に関す
る法制度の周知・啓発を図り
ます。

「労政にしのみや」での記事掲載をはじめ、
各広報媒体による広報・啓発を通じて女性
の労働環境改善に向けた啓発に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広告・啓発 ○ 「労政にしのみや」にて他の関係部署や

国・県が発信する情報を掲載した。

「労政にしのみや」をはじめ、各広報
媒体を通じて女性労働に関する法制
度などを広報し、女性の労働環境改
善に向けた啓発に努める。

労政課

31103
事業所・勤労者
への情報提供
による啓発

広報紙「労政にしのみや」を発
行します。

関連機関や庁内産業関連部署と連携して
内容の充実を図る。

発行回数：年4回（6月・9月・12月・3月）
発行部数：2,500部／回
配布対象：20人規模以上の事業所(384)　、中小企業勤労者福
祉共済加入事業所（1010）、公共団体(40)　労働組合(82)　市
場・商店街(41)　業種団体(40)　市役所窓口・支所・公民館等
（480）

○
他の関係部署や労働基準監督署が発
行する情報を定期的に掲載し、各関係
団体に発信した。
発行部数は例年並み。

関連機関や庁内産業関連部署と連
携して内容の充実を図る。

労政課

31104

パートタイム労
働者等に関す
る情報の提供・
啓発

労働者・雇用者にパートタイム
労働者等に関する法律の広
報・啓発を行います。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒体によ
る情報提供などの広報・啓発を通じてパー
トタイム労働者の労働環境の改善に向けた
啓発に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広告・啓発 ○ 「労政にしのみや」にて他の関係部署や

国・県が発信する情報を掲載した。

「労政にしのみや」をはじめ、各広報
媒体を通じてパートタイム労働者等
に関する法律を広報し、パートタイム
労働者の労働環境の改善に向けた
啓発に努める。

労政課

31105
女性の職域拡
大についての
啓発

啓発冊子の発行を通して、女
性の職域拡大につき啓発を行
うとともに、再就職支援セミ
ナーを実施します。

国と市との一体的実施事業として、双方の
メリットを活かした共催事業を今後も継続し
ていく。

・ハローワーク西宮と共催し、女性や再就職を目指す母親を対
象にした就職支援セミナーを実施した。
　・啓発冊子「ポジティブ問題」を発行 ◎

・女性のための就職支援セミナーを実
施できた。
・ハローワークサテライト「しごとサポー
トウェーブにしきた」と連携し、就労支援
セミナーの充実を図った。

ハローワーク西宮と連携し、女性の
就労や再就職を支援する事業を実
施する。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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31106

働く女性を対象
とした能力向上
のための講座
等の実施

働く女性を対象とした能力向
上のための関連講座等の実
施をします。

働く女性のニーズの把握に努め、スキル
アップにつながる講座の実施を検討する。

・女性の小商い・プチ起業応援講座
・女性のための就労支援講座
・忙しい女性のためのマインドフルネス入門
・働く女性に！「薬膳」でからだのリズム改善
・働きつなぐためにできること～仕事と暮らしを守るために
を実施した。

◎

就労や起業を応援する講座や、忙しい
女性の心とからだを癒す講座を実施で
きた。
また、対象者を非正規職で働くシングル
女性限定にした講座なども実施すること
ができた。

働く女性のニーズの把握に努め、能
力向上につながる講座を実施する。

男女共同参
画推進課

31107

シルバー人材
センターにおけ
る女性会員へ
の活動支援

高齢者の技能や経験を生かし
て、社会参加と生きがいの充
実を図ります。女性会員の増
強と女性が希望する仕事の確
保と提供を行います。

更に女性会員を増強し、就業場所とセン
ターでの活躍の場を増やす。

・女性会員数拡大に向けて、毎月開催するセンターでの入会説
明会以外に、2地区において出前説明会を実施した。 ○ 会員数が前年度より22名の増加、うち

女性会員数は17名増であった。
更に女性会員を増強し、就業機会の
拡大を図る。

労政課

31108
勤労者等対象
講習会の実施

勤労者の能力開発及び技能
取得を図ることを目的として、
勤労者・求職者を対象にパソ
コンや簿記の講習会を実施し
ます。

民間の就職支援企業との連携により、勤労
者の能力開発及び技能取得を高める講座
内容の充実を図る。

パソコンスキルアップ講座を中心としたセミナーの開催、就労体
験プログラムや職場見学の実施、就労準備の一環としての心理
カウンセリングを実施した。

○

就職支援セミナーの回数は減少したも
のの、その平均参加人数は増加した。
また、心理カウンセリングや就労体験・
職場見学の実施回数や実施人数、就職
者数も増加した。

マイクロソフトとの連携を強化し、新
たな取り組みとしてより高度なICTス
キル習得に繋がる講習を開催するこ
とで、サポステ事業との効果的な連
携を図りながら参加者の就職力を高
める体制を整備する。

労政課

31201
労働相談の実
施

勤労者の生活安定・福祉向上
のため、勤労者及び事業主か
らの労働問題に関する相談に
対し、社会保険労務士による
適切な助言、指導を行いま
す。

各広報媒体により周知を図り、労働相談の
知名度を高め、利用者数の増加に努める。

労働相談
【開設日時】毎週火曜(16時～20時）、第1・3・5木曜（16時～20
時）、第2・4土曜（10時～18時）
【場所】ぷらっとアイ（西宮市立勤労青少年ホーム）

出張労働相談（事前予約制）
【開設日時】第４金曜日（13時～17時）
【場所】プレラにしのみや4階 415学習室

・労働相談件数…135件
・出張労働相談件数…3件

○

勤労青少年ホーム実施の労働相談件
数は増加したが、出張労働相談件数は
減少した。利用者を増やすために広報
媒体などで周知するとともに、今後の実
施方法について検討していく必要があ
る。

労働相談の開催日数・時間の変更
について、利用者状況を踏まえて検
討を行う。特に年々利用者が減少し
ている出張労働相談の必要性を検
討していく。

労政課

31202
雇用の平等に
関する情報の
提供

国・県等関係機関のパンフレッ
ト・チラシによる広報・啓発をし
ます。

国・県等と連携して、「労政にしのみや」を
はじめ各広報媒体による情報提供などの広
報・啓発を通じて雇用の平等に向けた啓発
に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広告・啓発 ○ 「労政にしのみや」にて他の関係部署や

国・県が発信する情報を掲載した。

国・県等と連携して、「労政にしのみ
や」をはじめ各広報媒体による情報
提供などの広報・啓発を通じて雇用
の平等に向けた啓発に努める。

労政課

31203
労働実態調査
の実施

市内の事業所に対し、継続的
に労働実態を調査します。

各事業を効果的に実施するため、調査結
果の活用について検討を行う。

次回実施は2022年のため、実施せず。 ○ 次回実施は2022年のため、実施せず。
勤労者推進計画策定の前年度に実
施するため、2022年に実施予定。

労政課

31301
労働基準法の
母子保護規定
の啓発の実施

職場において女性が母性を尊
重され、働きながら安心して子
供を生むことができる環境づく
り促進のため、労働基準法の
母子保護規定の広報・啓発を
行います。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒体によ
る情報提供などの広報・啓発を通じて事業
目的の達成に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広告・啓発 ○ 「労政にしのみや」にて他の関係部署や

国・県が発信する情報を掲載した。

「労政にしのみや」等の広告媒体に
よる情報提供を行い、国・県と連携し
て広報・啓発を通じて雇用の平等に
向けた啓発に努める。

労政課

31302
チャレンジ支援
コーナーの充
実

関係機関と連携し、チャレンジ
支援のための情報を提供する
など、女性の就業や再就職の
支援を行います。

引き続き兵庫県ほか関係機関と連携し、
チャレンジ支援のための情報を提供するな
ど、女性の就業や再就職の支援を継続す
る。

・ハローワーク西宮と共催し、女性や再就職を目指す母親を対
象にした就職支援セミナーを実施した。
・就労関係のチラシを配架した。

◎
ハローワークサテライトや若者サポート
ステーションと連携し、多様な情報を提
供できた。

関係機関と連携し、チャレンジ支援
のための情報を提供するなど、女性
の就業や再就職の支援に努める。

男女共同参
画推進課
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31303
働く女性の健
康講座の実施

働く女性を対象に健康関連講
座等の実施をします。

働く女性の健康管理に役立つ講座を継続し
て実施していきたい。

・マインドフルネス入門
・働く女性に！「薬膳」でからだのリズム改善
・こころとからだを癒すボディーワーク
を実施した。

◎
健康関連講座として、女性が自分のか
らだについて知り、ケアする講座を実施
した。

働く女性を対象にした健康管理に役
立つ講座を継続して実施する。

男女共同参
画推進課

31304
女性のための
チャレンジ相談
の実施

キャリアカウンセラーによる女
性のチャレンジ及び再就職に
関する相談を実施します。

引き続きキャリアカウンセラーによるチャレ
ンジ相談を実施する。土曜日の設定は取り
やめ、広報についても改めて検討したい。
ハローワークとも連携した一体的な支援を
行っていく。

キャリアカウンセラーによる「女性のためのチャレンジ相談」を実
施。
・毎月：第２火曜日
・５月～11月：第３水曜日
・相談件数：32件

◎

相談において、適切な支援機関の紹介
や、希望職種に必要なスキルの取得の
アドバイスを行うことで、再就職・起業・
その他方面へのチャレンジをめざす女
性の支援ができた。

・キャリアカウンセラーによるチャレン
ジ相談を実施する。
・今年度の動向をみながら、来年度
の相談実施枠数を検討する。

男女共同参
画推進課

31305
再就職支援の
ための講座の
実施

再就職を目指す女性を対象
に、再就職セミナーやパート労
働相談を実施します。

図書・資料コーナーでの情報提供と関連講
座を実施すると共に、ハローワークとも連携
した一体的な支援を行っていく。

ハローワーク西宮と共催し、女性や再就職をめざす母親を対象
にした就職支援セミナーを実施した。
・女性のための就職支援セミナー：３回
・マザーズ就職支援セミナー：２回
・出張！女性のための働き方セミナ－：１回

◎
ハローワーク西宮と共催して、女性の就
職支援セミナーや母親を対象とした再
就職支援セミナーを実施した。

ハローワークと連携して、再就職支
援のための講座を実施する。

男女共同参
画推進課

31306
女性のための
就労支援事業

ハローワークと連携し、働くこ
とに意欲を持つ女性などを対
象に就労支援を行う「しごとサ
ポートウェーブにしきた」を開
設します。

ハローワーク西宮、男女共同参画センター
と連携して女性の就労支援を行い、効果的
なセミナーを検討・実施し、就職件数の増加
を図る。また広報を拡充し、しごとサポート
ウェーブにしきたの知名度を高める。

【開設日時】　月～金　　 9:00～17：00
【開設場所】　男女共同参画センター ウェーブ４階
しごとサポートウェーブにしきたへの来所者数…8,395件
内就職者数…377件

○
昨年度と比較して来所者数が約500名
増加した。しかし、就職者数は昨年度に
引き続き減少しているため、効果的なセ
ミナーを実施する必要がある。

ハローワーク西宮、男女共同参画セ
ンターと連携して女性の就労支援を
行い、効果的かつ需要のあるセミ
ナーや就労支援を実施し、就職件数
の増加を図る。

労政課

主要課題２　男女の仕事と生活の調和

321　仕事と生活の調和の意識啓発

322　仕事と生活の調和に向けた環境整備　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

32101

男女共同参画
の視点による
育児・介護休業
制度の普及啓
発

仕事と家庭の両立支援を図る
ため、育児や介護を行う勤労
者が休業を取得しやすい環境
づくり促進のため制度の普及
啓発を行います。また、「家族
的責任を有する男女労働者の
機会及び待遇の均等」につい
て、関連図書資料の提供を行
い、普及と啓発を図ります。

労政にしのみやへの啓発内容掲載は続け
ていきたい。
主催講座は男性に理解してもらいたい案件
を、興味を持ってもらえるなタイトルや内容
で実施していきたい。広報も工夫したい。
引き続き、啓発に努める。

・市の労働関係広報誌「労政にしのみや」に男女共同参画関連
の記事を掲載し、啓発を行った。
（発行：年４回　各2,500部）
・仕事と家庭の両立やワークライフバランスに関する講座を実
施した。
・図書・資料コーナーにおいて関連図書資料の配架・貸出を行
い、普及啓発に努めた。

○

関連講座の実施や労政にしのみやへの
記事掲載を通じて、仕事と家庭の両立
支援を図るための環境づくり促進のた
め制度の普及啓発を行った。また、関
連図書資料の配架・貸出を行った。

・労政にしのみやへの啓発記事掲載
を継続して実施する。
・関連講座を実施する。

男女共同参
画推進課

32102
労働時間の短
縮の促進の実
施

広報誌等により、労働時間の
短縮について広報・啓発を行
います。

「労政にしのみや」などの広報媒体による広
報・啓発を通じて労働時間短縮の促進に努
める。また、大学生を中心にワーク・ライフ
バランスのセミナー実施を検討し、就職活
動における企業研究の指標の醸造を図る。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広告・啓発 ○ 「労政にしのみや」にて他の関係部署や

国・県が発信する情報を掲載した。

「労政にしのみや」などの広報媒体
による広報・啓発を通じて労働時間
短縮の促進に努める。また、大学生
を中心にワーク・ライフバランスのセ
ミナー実施を検討し、就職活動にお
ける企業研究の指標の醸造を図る。

労政課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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32103

育児休業・介護
休業等制度の
普及啓発の実
施

中小企業に対する育児介護休
業等制度の普及啓発のため
リーフレット等により広報啓発
を行います。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒体によ
る情報提供を行い、育児介護休業制度の
普及に努める。

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広告・啓発 ○ 「労政にしのみや」にて他の関係部署や

国・県が発信する情報を掲載した。

「労政にしのみや」をはじめ各広報媒
体による情報提供を行い、育児介護
休業制度の普及に努める。

労政課

32104
男女の家庭生
活への参加・参
画講座の実施

両性がともに担う家庭生活に
ついて啓発するための講座を
開きます。

男性に見てもらうためには、市政ニュースよ
りも一般紙への掲載が目標。また、男女共
同参画センター独自のフェイスブックも活用
していく。

男性の家庭生活への参加・参画の促す講座を開催した。
・夏休み、お父さんとミュージシャンになろう。
・おとうさんもツライよ！子育て世代ノジレンマ
・ホンネが言えないオトコ心～男性の悩みを聞いてわかったこと

○

男性の家事・育児等への参画を促す講
座を実施できた。また、フェイスブックに
よる広報も実施した。
男性向け講座にかかわらず、男性の講
座参加者を増やすことが課題。

男女がともに仕事と生活の調和を図
れるよう、仕事と家庭の両立やワー
クライフバランスの促進に向けた講
座を実施する。

男女共同参
画推進課

32201
労働相談の実
施（再掲）

勤労者の生活安定・福祉向上
のため、勤労者及び事業主か
らの労働問題に関する相談に
対し、社会保険労務士による
適切な助言、指導を行う。

再掲（事業コード：男女プラン31201） 労政課

32202

西宮市中小企
業勤労者福祉
共済制度によ
る健康診断事
業

勤労者の健康管理のため、労
働安全衛生法に基づく健康診
断を実施します。（西宮市中小
企業勤労者福祉共済会員対
象）

事業者へ健康管理について一層の広報活
動行い、事業主・従業員の健康管理に対す
る関心を高めていく。

実施回数　年3回(6月・9月・12月実施)　実施場所　西宮市勤労
会館他市内数会場および西宮市医師会　　受診者数　2,035人 ○

従業員の健康管理について会報誌等を
通じて広報・啓発を行い、例年並みの受
診者数を確保した。

健康管理について一層の広報・啓発
活動を行い、事業主・従業員の意識
を高め、受診者数の増加に努める。

労政課

32203
待機児童の解
消（再掲）

新設保育所の整備、既存保育
所の分園設置や保育ルーム
の整備などによって、要保育
児童の受け入れを拡大する。

再掲（事業コード：男女プラン24223）
保育施設整
備課

基本目標Ⅳ　人権の尊重と健やかな暮らしのための環境整備

主要課題１　人権が尊重される社会づくりのための意識啓発

411　人権尊重の視点に立った意識啓発

412　メディアにおける女性の人権尊重

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

41101

「西宮市人権教
育・啓発に関す
る基本計画」の
推進

計画の推進本部として、各種
人権に関する調査を実施、ま
た推進のための各種会議を開
催します。

・講演会：法務省の重点課題に沿った内容
で実施する。関心を持ってもらえるよう、講
演内容がわかるチラシ紙面づくり、テーマに
関係のある団体を通じた広報を行うなど、
参加者の増加を図る。
・啓発冊子の映像化、人権課題パネル展な
ど新たな取り組みを行う。

・講演会「人権を考える市民のつどい」（304人参加）
・講演会「人権フォーラム」（267人参加）
・人権フォーラムふれあいの広場、人権に関するパネル展示・ミ
ニ講演会を実施。
また、若い世代にＰＲするため、みやたんを活用。
・人権啓発冊子5,000部作成、市ホームページにも掲載。
また、人権啓発冊子にナレーションを付けた動画を作成。
・人権マンガパネル展を若竹生活文化会館で開催。（5,142人閲
覧）
・人権マンガパネル展若竹生活文化会館で開催。（5,142人閲
覧）
また、啓発冊子のナレーション化にも取り組む。

○

・講演会「人権を考える市民のつどい」
の参加者が伸び悩んだため、チラシ紙
面をカラーに変更するなど、なるべく人
権という固いイメージを取り除き参加し
やすくなるように努めた。

引き続き、講演会、法務省の重点課
題に沿った内容で実施する。講演内
容がわかりやすいチラシ紙面づくり、
テーマに関係のある団体を通じた広
報など、参加者の増加を図る。人権
行事予定表については、人権イベン
トカレンダーとして名称を変更しカ
ラー化やイラストを用いるなど市民の
目にとまりやすいように工夫する。

人権平和推
進課

41102
市職員に対す
る講演会など
の研修の実施

男女共同参画社会の推進、Ｄ
Ｖやセクシュアル・ハラスメント
の防止など、女性の人権問題
についての理解を深めるとと
もに業務に資するため、全職
員を対象に講演会などの研修
を実施します。

今日的な課題や時代の流れを捉えた内容
の講演会を引き続き実施する。

男女共同テーマ研修「「居場所」のない男、「時間」がない女～
ワーク・ライフ・アンバランスな日本の問題を考える～」に職員56
名参加。

○
全職員を対象として実施したため、受講
者の職責・職種・年代等が多様であった
が、受講者からの反応は概ね好評で
あった。

今日的な課題や時代の流れを捉え
た内容の講演会を引き続き実施す
る。

研修厚生課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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41102
市職員に対す
る講演会など
の研修の実施

男女共同参画社会の推進、Ｄ
Ｖやセクシュアル・ハラスメント
の防止など、女性の人権問題
についての理解を深めるとと
もに業務に資するため、全職
員を対象に講演会などの研修
を実施します。

男女共同参画センター主催講座としても職
員が参加できる時間設定も視野にいれなが
ら講座を企画していきたい。

男女共同参画講演会
参加者を男性職員に限定し、「モード切替で職場のストレスを乗
り切ろう！」を実施した。

◎

男女共同参画に関する課題は、男性の
課題でもあることを認識して欲しいとい
う意図で、参加者を男性職員に限定し
て実施した。
男性職員に対して、男女共同参画に関
する認識を広げることができた。

次期男女共同参画プランの重点施
策を試行的に実施できるような取組
を行う。

男女共同参
画推進課

41103
外国人人権啓
発事業の実施
（再掲）

外国人の人権に対する意識を
高めます。

再掲（事業コード：男女プラン13203） 秘書課

41201
メディアにおけ
る人権尊重の
視点での啓発

男女共同参画センターにおけ
る関連図書・映像資料を貸出
し、情報を読み解いていく力を
向上するための関連講座を開
講します。

引き続き、関係図書等の配架、貸し出しを
行う。上映会も継続して行いたい。

男女共同参画センターの図書・資料コーナーにおいて、関係図
書やＤＶＤなどの配架・貸出しを行った。また、所蔵のＤＶＤを活
用し、託児付き上映会を実施した。
・ラストフライデイシネマ：3作品・6回

◎

ラストフライデイシネマとして、6月・9月・
2月に男女共同参画に関連するＤＶＤ上
映会を実施した。上映会は、幅広い方
に参加してもらえるよう、午前・午後の2
部制とし、託児を付けて実施した。

関連図書等の配架・貸出を行う。上
映会、ラストフライデイシネマを継続
して実施する。

男女共同参
画推進課

41202
人権を侵害す
る表現を防止
する取り組み

人権を侵害する表現の防止に
ついて啓発を推進します。

職員の意識を高めるためにも職員研修を
行いたい。また、引き続き本市の刊行物や
ホームページ等において、男女共同参画に
相反する表現にならないよう注視していく。

担当課の依頼を受けて、広報する際のジェンダー視点での助言
を行った。 ◎

担当課からの依頼に基づき、ジェンダー
視点での広報ができるよう、助言を行っ
た。

本市の刊行物やホームページ等に
おいて、男女共同参画の視点を踏ま
えた表現となるよう努める。

男女共同参
画推進課

41203
メディア・リテラ
シー向上の教
育の推進

メディアから得る情報の選択
眼や対応能力を育てて行きま
す。

引き続き、メディアリテラシー講座や、関係
図書等の開架、貸し出しを行う。

男女共同参画センタ－の図書・資料コーナーにおいて、関係図
書やＤＶＤなどの配架・貸出を行った。メディアリテラシーの向上
をめざして、講座を実施した。
　・「逃げ恥」のヒットを読み解く
　・女性の小商い・プチ起業応援講座　ファンをつかむSNS活用
術

◎
メディアリテラシー講座や関連資料の配
架・貸出を行うなど、メディアリテラシー
の向上に向けた取り組み行った。

メディアリテラシーの向上をめざし
て、関連講座や、関係図書等の開
架、貸し出しを行う。

男女共同参
画推進課

主要課題２　女性に対するあらゆる暴力の根絶

421　女性に対するあらゆる暴力をなくす意識づくりの推進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

42101
女性の人権尊
重に関する広
報啓発

女性に対する暴力を根絶する
ため、広報媒体を通じて広報
啓発を行います。

中学校での「デートＤＶ」の出前講座に新規
校の応募が増えるよう、さらに広報・実施方
法を工夫したい。

・ＤＶ相談連絡先カードを発行：5,000枚
・労政にしのみや11月号に「女性に対する暴力をなくす運動に
関する記事を掲載。
ＤＶ防止及びＤＶ被害者支援に関する資料等を配架・貸出した。

◎
労政にしのみやへの記事掲載や、ＤＶ
相談連絡先カードの発行など、女性に
対する暴力を根絶するための広報を
行った。

西宮市ＤＶ対策基本計画を軸に、女
性に対する暴力の根絶に向けた広
報啓発に努める。

男女共同参
画推進課

42102
児童虐待等防
止のための講
座等の実施

児童虐待防止や子供の安心・
安全を守る講座等を実施しま
す。

引き続き、母親をフォローするような講座を
続けていきたい。

子育て中の女性を支援する講座を実施した。
・がんばるママじゃいられない。
・転勤族の妻から転勤族の妻たちへ
・シングルマザーズ・カフェ：6回
・子育てママのイライラや不安を解消！本格的こころのケア講座
タッピング！！

◎

同じ悩みや課題を持つ女性が、不安や
悩みの相談や情報交換する場を提供で
きた。
普段もてない自分だけの時間をもっても
らえるよう、「がんばるママじゃいられな
い」は託児の年齢を６ヶ月からとした。男
性の家事・育児への参画促進が課題。

子育て中の女性を支援する講座を実
施するとともに、男性の家事・育児等
への参画を促す講座を実施する。

男女共同参
画推進課

42103
みやっこ安心
ネットの充実

要保護児童の早期発見や適
切な保護と関係機関の連携に
よる組織的・効果的な対応を
図るもの。

チームでの情報共有を進めつつ、関係機関
との連携し、要保護児童の早期発見・適切
な保護を行う。

家庭児童相談員の地区担当制を導入し、関係機関との連携強
化に努めた。 ○

家庭児童相談員と関係機関との連携が
向上し、要保護児童の早期発見・適切
な保護を行うことができた。

引き続き関係機関との連携を図り、
要保護児童の早期発見・適切な保護
に努める。

子供家庭支
援課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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42104
性犯罪等の防
止への取り組
み

関係機関と連携し、性犯罪防
止に向けた啓発を行っていき
ます。

中学校での「デートＤＶ」の出前講座に新規
校の応募が増えるよう、さらに広報・実施方
法を工夫したい。

・「女性に対する暴力をなくす運動週間」記念シンポジウム「も
し、あの人が変わってくれたら～ＤＶ加害者プログラムの取組み
から考える」
・110年ぶりの刑法性犯罪規定の大幅改正～改正までの道のり
とこれから～
・中学生のための出前講座「デートＤＶ防止講座」
を実施した。
・ＤＶ相談連絡先カードを発行：5,000枚
・ＤＶ防止及びＤＶ被害者支援に関する資料等を配架・貸出し
た。

○ 性犯罪等防止に向けた講座や啓発を実
施した。関係機関との連携が課題。

性犯罪防止に向けた講座や啓発に
取り組む。

男女共同参
画推進課

42105

セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓
発の実施

セクシュアル・ハラスメント防止
に関する啓発誌を発行しま
す。

引き続き、国・県等関係機関のパンフレット
による啓発と合わせ、図書・資料の収集・提
供を行う。
事業所配布の「労政にしのみや」を活用し、
セクシャルハラスメント防止に向けた啓発を
行いたい。

男女共同参画センターの図書・資料コーナーに関連図書・資料
と合わせて、国・県等のパンフレットを配架し、啓発に努めた。

○
図書・資料コーナーを活用し、セクシャ
ルハラスメント防止にむけた啓発を行っ
た。

・「労政にしのみや」を活用し、セク
シャルハラスメント等の防止に向け
た啓発を行う。
・関連図書・資料と合わせて、国・県
等のパンフレットを配架し、啓発に努
める。

男女共同参
画推進課

42106

セクシュアル・
ハラスメント防
止のための講
座の実施

市内事業所の総務担当者に
対して、セクシュアル・ハラスメ
ント防止のための講習等を実
施します。

市内事業所の総務担当者に限定するのは
難しいが、事業所への広報・実施方法を工
夫し取り組む。

取組み実績なし。 △
市内事業所の総務担当者に対するセク
シャルハラスメント防止のための講習等
は実施できなかった。

事業所に対する講習等の実施は困
難。今後の取組みについて、検討す
る。

男女共同参
画推進課

42107

職場における
セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓
発の実施

事業所に対し、セクシュアル・
ハラスメント防止に向けた関係
機関との協力や意識啓発及び
当事者に関する相談を行いま
す。

「労政にしのみや」などの広報媒体による広
報・啓発を通じてハラスメントの防止に努め
る。また、社会保険労務士による労働相談
において、相談者に適切な助言を行い、労
働問題の解決に努める。（31201参照）

・「労政にしのみや」等による広報・啓発
・国、県等関係機関のパンフレット・チラシによる広告・啓発 ○

「労政にしのみや」でハラスメント防止に
関する啓発記事を掲載するなど広報・
啓発に努めた。
また、労働相談においては、社会保険
労務士による適切な助言を行った。

「労政にしのみや」をはじめとした広
告媒体による広報・啓発を通じてハ
ラスメント防止に努める。
また社会保険労務士による労働相
談において、相談者に適切な助言を
行い、労働問題の解決に努める。

労政課

42109
教職員に対す
る意識啓発の
推進

教職員の人権意識の高揚を
図るため、セクシュアル・ハラ
スメント防止についての研修を
行います。

各種研修において、教職員の服務について
講師を務める際、セクシュアル・ハラスメント
防止についての内容を盛り込む。また、校
園長会議においても、積極的に注意喚起を
行ない、教職員への周知徹底を図る。

市立幼小中特高等学校の新任管理職研修において、セクシュ
アル・ハラスメント防止についての研修を行った。市教委が主催
する各種研修の講師を務める際、セクシュアル・ハラスメント防
止についての内容を盛り込んだ。校園長会議にて、セクシュア
ル・ハラスメント防止のための注意喚起を行うとともに、所属職
員への周知徹底を依頼した。

○
各種研修及び校園長会議にて、セク
シュアル・ハラスメント防止についての
内容を積極的に盛り込むことができた。

各種研修において、教職員の服務に
ついて講師を務める際、セクシュア
ル・ハラスメント防止についての内容
を盛り込む。また、校園長会議にお
いても、積極的に注意喚起を行な
い、教職員への周知徹底を図る。

教育職員課

主要課題３　生涯にわたる健康支援

431　生涯を通じた男女の健康支援

432　健康を脅かす問題についての対策の推進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

43101

母親学級・両親
学級などによる
妊娠・出産に関
する知識の普
及

妊娠・出産・育児について必要
な指導助言を行います。

今後も継続して、妊娠期からの切れ目のな
い子育て支援を実施するため、母子健康手
帳交付の面接時にPRをしたり、市内産婦人
科へ配布し、母親学級の参加率の向上を
目指す。また、平成28年度のデータを基に
分析を行い、市として取り組んでいく課題を
明確化していく。

母親学級（マザークラス）
34回　実367人　延689人
育児セミナー（両親学級）
4回　778組

○

母親学級（マザークラス）では、前年に
比べ参加者は減少した。北口保健セン
ターで定員オーバーのため受講できな
い妊婦がいたが、他の保健センター案
内を案内することで参加者は増加する
と思われる。育児セミナー（両親学級）
は参加人数が増加している。平成27年
度から母子手帳交付時にPRをしたり、
市内の産婦人科へのチラシの設置を実
施し、周知を行っていることが増加した
要因と考えられる。

母親学級（マザークラス）では北口保
健センターで定員オーバーが発生す
る一方、北部では人が集まらず開催
できないことがある。育児セミナー
（両親学級）では体験コーナー参加
希望者を断わることがある。母親学
級・育児セミナーともに参加者が安
心して参加し、満足度が高まるような
開催方法を検討する。

地域保健課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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43102

乳幼児相談・指
導・健診等の充
実と情報の提
供

乳幼児を対象に、疾病の早期
発見や母親への育児支援、虐
待の早期発見・予防等を目的
に健康相談、訪問指導等を実
施します。

庁内居所不明連携会議で未受診者の把握
方法等についても検討している。すこやか
赤ちゃん訪問や教育委員会とも連携して居
所不明の可能性のある児を早期に発見し、
支援につなげていく。

・乳幼児健康診査　【集団】276回　12,371人（受診率96.2%）　【個
別】4155人（受診率96.4%）
・乳幼児健康相談　105回　  1,639 人（延4,362人）
・乳幼児発達相談　48回　  325人（延463人）
・育児発達相談　＜個別＞243回　432人（延591人）　＜集団＞
74回　58組（延376組）
・精神発達相談　27回　延66人
・訪問指導（保健師・助産師） 3,339件

○

　乳幼児健診対象者が未来所の対象者
に受診可能期間内に勧奨文書や電話
を実施している。未受診者については、
文書・電話・訪問等で状況を全数把握に
努めており、庁内居所不明連絡会議で
も把握方法等検討しながら早期に把握
するように努めている。
子ども未来センターと事業の今後の事
業展開等相談・連携しながら検討してい
る。

乳幼児未受診者への対応を統一す
るために、乳幼児健診未受診者マ
ニュアルを作成する。子ども未来セン
ターと共催でペアレントプログラムを
実施予定。また、各種相談事業にも
子ども未来センター各種職員を派遣
してもらい、連携しながら実施してい
る。

地域保健課

43104
未熟児等支援
事業

早期・低出生体重児や多胎児
等のハイリスク児の親子の支
援をします。

ハイリスク者へは妊娠期から妊婦訪問等実
施して切れ目内支援を実施していく。産後
ケア事業実施に向けて検討する。

低出生体重児等に関しては地区保健師が個別支援を行ってい
る。
「双子・三つ子の親になる人のつどい」実施回数4回　参加人数
28人

○

特定妊婦については、子供家庭支援課
と月１回検討し、医療機関等とも連携し
ながら支援につなげている。ハイリスク
妊婦への訪問件数も増加しており、妊
娠期からの支援を強化している。

ハイリスク者へは妊娠期から医療機
関、子供家庭支援課等との連携や妊
婦訪問等実施して切れ目内支援を
実施しており、産後ケア事業実施に
向けて検討している。

地域保健課

43105
骨粗鬆症等各
種健康診査の
実施・啓発

各種健診等を行うことにより、
疾病の予防や健康づくりを促
します。

今後も健(検)診の周知を行い、受診率向上
を目指す。

・骨粗鬆症検診 　30歳以上の女性市民
  (99回実施　1,748名)
・歯周疾患検診　40・50・60・70歳対象
  (個別検診　　1,011名)
・基本健診　特定健診、長寿健診対象者以外の方対象(集団健
診　236回　個別健診も実施　394名)
・すこやか健康診査　35～39歳対象　(集団健診　236回　209名)

○ 各種健(検)診について、受診者数は前
年度とほぼ同数であった。

今後も健(検)診の周知を行い、受診
率向上を目指す。

健康増進課

43106

乳がん、子宮
がん、大腸が
ん、肺がん、胃
がん検診の実
施・啓発

子宮がん、乳がん等の早期発
見のため、各種がん検診を実
施します。

罹患率の高い年代に対し、個別受診勧奨を
行うことで受診率向上を目指す。

・乳がん検診　40歳以上の女性で偶数年になる方対象(集団検
診99回、個別検診も実施　6,508名)
・子宮頸がん検診　20歳以上の女性で偶数年に　なる方対象
(集団検診　54回、個別検診も実施　6,031名)
大腸がん検診　40歳以上対象(集団検診　242回、個別検診も実
施　12,549名)
・肺がん検診　40歳以上対象　(集団検診　236回　7,670名)
・胃がん検診　40歳以上対象　(集団検診　236回　5,738名)

○
各種けんしんの保存版リーフレットを作
成し、市政ニュースの折込で各戸配布
を行い、がん検診の周知を行った。

罹患率の高い年代に対し、個別受診
勧奨を行うことで受診率向上を目指
す。

健康増進課

43107

母性機能の重
要性について
の意識啓発の
推進

母性に関する図書の貸出し。
啓発冊子発行による意識啓
発。関連講座を開講します。

女性の健康管理に役立つ講座を継続して
実施していきたい。
図書・資料コーナーにて母性に関する図書
の貸出、及び情報提供を行う。

・働く女性に！「薬膳」でからだのリズム改善
・子育てママのイライラや不安を解消！本格的こころのケア講座
タッピング！！
マインドフルネス入門
・こころとからだを癒すボディワーク
を実施
・図書・資料コーナーにおいて母性に関する図書の貸出、及び
情報提供を行った。

◎
・女性が自分の身体について知り、ケア
する講座を開催できた。
・図書・資料コーナーにおいて関連図書
の配架・貸出しを行った。

女性の健康管理に役立つ講座を実
施する。
図書・資料コーナーにおいて、情報
提供を行う。

男女共同参
画推進課

43108
歯の健康づくり
の推進

歯科疾患の早期発見・予防に
関する保健指導・健康教育を
行い、生涯を通じた歯の健康
づくりを進めます。

歯科保健の向上をめざし、広報の工夫等に
より、市民への事業周知を図る。

・西宮市「親子のよい歯のコンクール」
　参加14組（最優秀1組　優秀3組）
・歯科健康教育：32回　930人
・歯科健康相談：3回　594人
・電話相談：15件
・親子の歯の教室：延べ119組　248人

○
各事業とも参加者数は横ばいである
が、幅広い年齢層への働きかけにつな
がっている。また、参加者からは好評を
得ている。

歯科保健の向上をめざし、広報の工
夫等により、市民への事業周知を図
る。

健康増進課
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43109
新・にしのみや
健康づくり２１
の推進

健やかに心豊かに生活できる
活力ある社会を目指し、壮年
期死亡の減少、健康寿命の延
伸及び生活の質の向上を図り
ます。

より一層の推進を図るため、効果的な企
画、広報の内容、他団体との連携のあり方
を検討する。

・出前健康講座：111回　4100人
・脊椎ストレッチウォーキング：159人
・市民健康フォーラム：186人

○

各事業とも参加者数は例年とほぼ同程
度である。各関係機関にチラシ等を送
付することで、イベント開催を周知してい
る。また、市民健康フォーラムについて
は、市内関係団体等と連携して実施し
た。

より一層の推進を図るため、効果的
な企画、広報の内容、他団体との連
携のあり方を検討する。

健康増進課

43110
スポーツ奨励
事業の実施

毎日歩こう走ろう会・市民ファミ
リーハイキング・学校体育施
設開放事業等、身近にスポー
ツ活動に参加できる事業を行
います。

運動・スポーツから遠ざかった市民やこれ
から運動を始める幼児に対し、運動・ス
ポーツを習慣化していただけるような施策
を継続実施する。

・市民ファミリーハイキング
・生涯体育大学
・毎日歩こう走ろう会
・わくわく運動広場

○ 各メニュー例年並みの参加者を募ること
ができた。

多世代が日常的に運動・スポーツに
参加できる機会を創出できるよう、新
たなメニュー（ジョグランサークル、始
めてみようフィットネスライフ）も取り
入れながら、継続して実施する。

地域スポー
ツ課

43111

教養文化体育
施設貸出事業
（サン･アビリ
ティーズにしの
みやの運営）

体育室・トレーニング室等を貸
し出すことにより、勤労者・障
害者の健康保持・増進を促進
しています。

手頃な料金設定と場所の便利さが利用者
に好評である。利用者ニーズの把握に努
め、利用者の利便性の向上を図る。

体育器具の補修、消防設備の修繕など施設の適切な管理に努
め、利用者の利便性の向上を図った。
利用件数…29,721件

○ 利用件数が昨年度より672件減少した
（H28実績…30,393件）。

手頃な料金設定と場所の便利さが利
用者に好評である。利用者ニーズの
把握に努め、利用者の利便性の向
上を図る。

労政課

43112
健康講座等の
開催

各種の健康関連講座により、
健康教育を通じて生活習慣病
予防・健康づくりなどの知識の
普及啓発を行い、市民の生活
習慣改善を促します。

神戸女子大学からの事業実施に係る効果
判定結果から事業の見直しを行い、講演会
内容や対象について検討していく。地区健
康課題の抽出に向けては国民健康保険課
の提供データに加えて健康増進計画の中
間評価アンケートの分析データから各保健
福祉センターごとに取り組んでいく。

実施回数:164回、参加者:4703人
　前年からの変更点①糖尿病予防講演会を「糖尿病の基礎講
座」、「栄養のバランス」の２部制で実施。②出前健康講座にが
ん講演会を追加。出前女性講座・出前歯科講座の依頼回数を
増やすため別個にチラシを作成し配布した。
神戸女子大学からの事業効果に係る判定結果報告が遅れＨ29
年度内には行われなかった。

○

昨年度と大きな変化はないが、出前女
性・出前歯科講座について別個にチラ
シを作製、配布したところ依頼が入り、
健康教育の新たなターゲットの開拓とし
て効果的であった。
地区課題の抽出については、健康増進
計画の中間評価の中で示されることに
なったため、センター毎での取り組みに
は至らなかった。

主な取り組みは前年の取り組みを継
続する。
健康増進計画で示された地区課題
への取り組みについては、ワーキン
グ会議で新たな方策を検討していく。
また糖尿病予防講演会の効果分析
結果を活かしていく。

地域保健課

43113

地域住民の健
康で健やかな
生活のための
健康体操の事
業

地域住民の健康で健やかな
生活の確保を目的とし、健康
体操の事業を実施します。

現在実施している事業についても、アン
ケート等を基にその都度事業内容を評価・
検証し、参加者ニーズに沿った講座等の質
の向上及び見直しを図る。また、ターゲット
層に合わせた広報手段を実施し、効率的に
講座内容等の周知が幅広く行われるよう工
夫する。

こども健康講座
トランポリン体操　全３９回
参加者１，２４５人　定員４０　出席率８１％

成人健康講座
バランスボールエクササイズ　全６回
参加者７６人　定員１５人　出席率８４％
大人バレエストレッチ　全３回
参加者３８人　定員１５人　出席率８４％

○

各種講座は、定員を超える応募があり、
事業に関するニーズは一定捉えている
と思われる。出席率も８０％を超えてい
る。今後も、講座内容の工夫や講座の
質の向上を図るとともに、担当者におけ
る講座の雰囲気作りや参加者への声か
け等を行い、参加者が講座を継続しや
すい環境を整えるなどの工夫を行う。

現在実施している事業についても、
アンケート等を基にその都度事業内
容を評価・検証し、参加者ニーズに
沿った講座等の質の向上及び見直
しを図る。また、ターゲット層に合わ
せた広報手段を実施し、効率的に講
座内容等の周知が幅広く行われるよ
う工夫する。

若竹生活文
化会館

43114
栄養改善事業
の実施

国民健康・栄養調査の実施、
特定給食施設の指導、疾病を
持つ人の栄養相談と指導等の
栄養改善事業を行います。

専門的知識・技術の習得と、より市民が利
用しやすいように窓口の周知を図る。

・国民健康・栄養調査：1地区15世帯39名
・給食施設指導（延べ）：個別90施設、集団4回428施設
・専門的栄養相談（延べ）：個別235人

○
専門的栄養相談は、市民に加え医療機
関からの紹介による栄養相談もあり、相
談窓口の周知は図られている。

専門的知識・技術の習得と、より市
民が利用しやすいように窓口の周知
を図る。

健康増進課

43115
健康相談の実
施

健康管理に関する相談や助言
を行うことにより、生活習慣病
の発生予防につなげます。女
性の健康づくりに向けて女性
のための検診併設相談も行い
ます。

歯科健康相談で位相差顕微鏡の活用がで
きるように歯科医師会と調整を行い、その
広報を行うことにより対象者の増加を図る。
他の事業については実施するなかで改善
等あれば新しく課題として取り組み内容に
加えていく。

実施回数：4,152回、人数：36,846人
(電話、面接、窓口、各種健康相談)
　歯科健康相談では位相差顕微鏡の積極的な活用に向けて実
際の活用状況の把握に努めた。広報については保留とした。ま
た配布資料として乳児用歯ブラシの配布を開始した。

○

　歯科健康相談では前年度に比べ相談
者数が約2倍になった（83人⇒146人）。
乳児健康相談併設時の利用勧奨強化
や位相差顕微鏡利用が興味を引いたと
考えられる。引き続き位相差顕微鏡の
活用及び事業の広報を行っていく。
　また電話相談件数も増加しており、今
後の動向を見て分析評価を行いたい。

歯科健康相談実施要領に位相差顕
微鏡使用の文言を追加し、各セン
ターでの相談時の活用を確認してい
く。
女性検診併設相談に関して、塩瀬会
場での栄養相談を開始し、北部地域
の相談の機会を増やす。

地域保健課
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43116
思春期保健事
業（思春期講
座）

ライフサイクルの中で、性的発
達の面で特に重要な時期であ
る思春期を迎える児童とその
保護者等を対象に、思春期講
座を行い自尊感情や他者へ
の尊重の気持ちを育むことを
目指す。

思春期講座については事業継続。出前思
春期講座については日程等があえば依頼
に応える。

親子で学ぼう性のこと（思春期講座）
実施回数：2回　参加人数：119人
出前健康講座（思春期講座）
実施回数：6回　参加人数：562人

○

思春期講座、思春期出前講座とも内容
的に意義があり、アンケートからも好評
を得ているが、実施できる職員や回数
に限界があり拡充が困難であるが、29
年度は6回中1回、外部講師にも協力依
頼した。

思春期講座については事業継続。出
前思春期講座については日程等が
あえば依頼に応える。

地域保健課

43117
学校における
性に関する相
談活動の推進

児童・生徒の性に関する思春
期特有の課題を健全に乗り越
え、問題を解決する必要があ
る場合に専門医による相談を
実施します。

問題発生時に活用でき、また必要時、講話
としても対応可能な事業として拡充し、情報
提供を進める。

相談の依頼がなかった。 △
必要な時に相談できるシステムがあるこ
とは大切である。加えて必要時、職員や
生徒等への講話としても対応できるよう
専門医と調整を図る必要がある。

問題発生時に活用でき、また必要
時、講話としても対応可能な事業に
拡充し、情報提供をすすめる。

学校保健安
全課

43119
性教育指導の
指針作成

男女共同参画の視点に立った
性教育指導の方向性を探りま
す。

各校の健康増進・体力づくり実践計画書に
記載されている性教育の指導計画を集約
し、各校の状況把握を行う。これに基づく指
導の充実を図り、体育担当者会等で性教育
に関する研修を実施する。また、小グルー
プを設定し、各校の情報交換を促す。

各校の健康増進・体力づくり実践計画書に記載されている、性
教育の各学年の年間指導計画を集約し、これに基づく指導の充
実を図った。
体育担当者会で性教育に関する研修を実施し、情報交換を
行った。

○
体育担当者会で性教育に関する研修を
実施するとともに、各校の状況把握を
行った。また、各校の情報交換を行っ
た。

各校の健康増進・体力づくり実践計
画書に記載されている性教育の指導
計画を集約し、各校の状況把握を行
う。これに基づく指導の充実を図り、
体育担当者会等で性教育に関する
研修を実施する。また、小グループ
を設定し、各校の情報交換を促す。

学校教育課

43201
喫煙、飲酒等
の害について
の啓発

禁煙を希望する喫煙者をサ
ポートして、喫煙による健康問
題を予防することを目的に実
施します。

育児セミナー併設の禁煙相談後の結果評
価を基に見直しを実施。禁煙啓発チラシ配
布の拡充として、育児セミナー参加者全員
への配布資料とするとともに、１０か月児健
診の契約医療機関に設置依頼する。

・育児セミナー併設禁煙相談(4回、計47人)
　母子手帳交付時面接やマザークラス・育児セミナー、乳幼児
健診時に妊産婦や子育て世代の両親を中心に禁煙や飲酒等
の害について啓発を実施。母子向け禁煙啓発チラシを作成し、
喫煙している保護者に配布している。また年度途中から加熱式
タバコに関するチラシを合わせて配布。

○

　アプローチする対象を絞り、専用のチ
ラシを配布できたこと、また情報が少な
い加熱式タバコの問題についての啓発
チラシを年度途中からではあるが実施
できたことは評価できる。しかし、育児セ
ミナー併設禁煙相談後の禁煙率が低下
しているため、一層の状況把握と対策
が必要と考える。また加熱式タバコ対策
を中心に問診票やチラシの見直しを図
る必要がある。

　禁煙相談の問診項目に加熱式タバ
コに関しての項目を追加し、加熱式
タバコに関する実態を把握する。ま
た事後アンケートに禁煙成功体験談
の項目を追加し、今後の指導方法を
検討する。
　引き続き、加熱式タバコに関するチ
ラシを配布し、禁煙の普及啓発に取
り組む。

地域保健課

43202

ＨＩＶ/エイズ、
性感染症等に
ついての健康
相談、検査の
実施及び感染
予防の啓発

性別を問わずに、感染症等の
検査・相談・予防啓発を実施
することにより、健康の保持増
進を図る。また、早期発見・早
期治療を図るとともに、他者へ
の感染予防に努めるよう支援
します。

事業評価を行い、より効果的に事業の広
報・受検勧奨を行うことにより、市民のHIV/
エイズ、性感染症等に対する意識の向上を
図る。

・エイズ相談・抗体検査事業（実施回数：19回）
来所相談・検査延べ人数  177人（内、女性57人）
・感染症健康相談事業（実施回数：12回）
来所相談・検査延べ人数
B型肝炎：115人（内、女性36人）
C型肝炎：116人（内、女性38人）
梅毒：109人（内、女性 33人）
淋菌：91人（内、女性 25人）
・HIV予防啓発キャンペーンとして西宮北口駅周辺でティッシュを
配布（実施回数：2回　集客数3,000人）
・エイズ予防講演会を市内中学校で2回、高校で1回開催

○

・講演会を3回実施でき、昨年度より多く
の学校に講演を聞いてもらうことができ
た。
・HIV予防啓発キャンペーンは、前年度
と同様の時間帯に行い集客数を維持す
ることができた。
・講演会・キャンペーンを実施したこと
で、多くの市民に啓発をすることができ
た。
・相談者や受検者は増えており、必要時
に相談や受検ができる体制がとれてい
る。

事業評価を行い、より効果的に事業
の広報・受検勧奨を行うことにより、
市民のHIV/エイズ、性感染症等に対
する意識の向上を図る。

保健予防課
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43203
薬物乱用防止
事業

市民に薬物乱用の恐ろしさを
普及啓発し、薬物乱用防止意
識の高揚を図ります。

近年、覚せい剤、大麻等の薬物乱用が社
会で問題視されていることから、街頭啓発
活動、広報啓発活動及び薬物乱用防止教
育を３本柱として事業を行い、市民に薬物
乱用防止の知識を普及啓発する。
また、地域住民や学校児童・生徒等を対象
とした薬物乱用防止教室の開催について
は、関係機関や団体の協力のもと実施に努
める。

1.街頭啓発活動
　「6･26ヤング街頭キャンペーン」、「春・夏の高校野球」、「西宮
市民健康フェア」及び「にしのみや市民祭り」等で街頭啓発活動
を行い、薬物乱用の恐ろしさを訴えた。
街頭啓発活動実施回数：10回
参加延べ人数：約9,770人

2.広報啓発活動
　さくらFM、テレビ、市ホームページ、市政ニュース、ポスター等
の広報媒体を用いて薬物乱用防止に関する情報を発信した。
広報啓発活動実施回数：13回

3.薬物乱用防止教育
 小学校等において薬物乱用防止教室を行い、児童等に対し、
薬物乱用防止に関する情報を提供した。
薬物乱用防止教室実施回数：7回

○

平成29年度について、街頭啓発活動、
広報啓発活動の実施回数やその参加
延べ人数は平成28年度と比べ若干減
少したが、啓発効果は平成28年度と同
等であった。

近年、覚せい剤、大麻等の薬物乱用
が社会で問題視されていることから、
街頭啓発活動、広報啓発活動及び
薬物乱用防止教育を３本柱として事
業を行い、市民に薬物乱用防止の知
識を普及啓発する。
また、地域住民や学校児童・生徒等
を対象とした薬物乱用防止教室の開
催については、関係機関や団体の協
力のもと実施に努める。

保健総務課

基本目標Ⅴ　安全・安心に暮らせる男女共同のまちづくり

主要課題１　高齢者、障がいのある人が安心して暮らせるための環境整備

511　高齢者・障がいのある人が安全・安心に暮らせるための条件整備　【重点施策】

512　介護支援体制の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

51101
市民生活相談
の充実

市民の日常生活上生じる多種
多様なトラブル、悩み事などの
相談を受け付け、問題解決の
方向性をアドバイスし、市民生
活の安定及び福祉の向上を
図ります。

法律相談の曜日ごとのキャンセル・空きの
数をカウントし、適切で効率的な事業実施と
なっているかの確認を継続する。また、法
律相談以外の市民生活相談事業について
も、引き続き実施方法等を検討するととも
に、市民への周知徹底に努める。

・法律相談･･･143回、1,667件
・家事相談･･･143回、381件
・交通事故相談･･･234回、122件
・登記・境界相談･･･23回、131件
・国・県の行政相談･･･24回、31件
・公正証書相談･･･21回、57件

◎
効率的な運用の検討・見直しについて
は、各種団体との調整等が必要となる
ため、引き続き検討していく。

　法律相談の予約受付に関して、当
日予約のみで運用していたものを、
一部の相談枠について先行予約を
導入した。
　引き続き、法律相談の曜日ごとの
空きやキャンセルの状況を把握する
ことや、近隣市の実施概要を照会
し、効果的な実施について検討す
る。法律相談以外の市民生活相談
事業についても、実施方法等を検討
するとともに、市民への周知を継続し
て行う。

市民相談課

51102
国民年金制度
の普及・啓発

少子・高齢化社会における老
後の生活の経済的保障として
の国民年金制度の普及・啓発
を行います。

年金制度は、これまでのたび重なる改正で
複雑となり、市民には分かりにくいものに
なっているため、引き続き周知を行う。

・啓発パンフレット「知ってトクする国民年金」の作成・配布9000
冊
・市のホームページに、国民年金制度について掲載
・市政ニュース(4/25、6/25号)に国民年金の保険料免除等、申
請案内を掲載

◎
窓口におけるパンフレットの配布や、市
政ニュース等を通じ、市民への周知を
行った。

年金制度は、これまでのたび重なる
改正で複雑となり、市民には分かり
にくいものになっているため、引き続
き周知を行う。

医療年金課

51103
高齢期移行
（旧：老人）医療
費助成

65歳から69歳の人が安心して
医療を受けられる住みやすい
街づくりを目指し、医療費の一
部を助成します。

H29年7月より兵庫県最終２ヵ年行革プラン
に係る「老人医療費助成制度」の廃止・「高
齢期移行医療費助成制度」の創設に伴い、
要件が改められるが、市単独事業として所
得制限の緩和を行う。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、所得に応じ、１
割もしくは２割および一部負担金の限度額を控除した額を助
成。

◎
県制度においては行革による見直しが
あったものの、資格要件について市単
独事業を継続することができた。

国・県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の運営に努める。

医療年金課

51104
障害者医療費
助成

障害者が安心して医療を受け
られる住みやすい街づくりを目
指し、身体障害者1～4級等の
人に医療費の一部を助成しま
す。

国・県の動向に注視しつつ実施可能な範囲
で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金を
控除した額を助成。(精神障害の方については、精神疾患による
医療費を除く)

◎ 市単独事業を継続するこどができた。
国・県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の運営に努める。

医療年金課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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51105
高齢障害者医
療費助成

高齢障害者が安心して医療を
受けられる住みやすい街づく
りを目指し、身体障害者1～4
級等の人に医療費の一部を
助成します。

国・県の動向に注視しつつ実施可能な範囲
で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金を
控除した額を助成。(精神障害の方については、精神疾患による
医療費を除く)

◎ 市単独事業を継続するこどができた。
国・県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の運営に努める。

医療年金課

51106
住宅改造費助
成事業

寝たきり高齢者等の日常生活
上の不便を軽減し、住宅環境
を改善整備するため、身体状
況等に配慮した住宅改造を行
う場合、工事費用の一部を助
成します。

引き続き福祉住環境コーディネーターの視
点を取り入れた現地調査の実施を継続す
ると共に、手引き等の改訂を行い、関係機
関への説明の効率化を図る。また、事業担
当課が変更する予定であるため、円滑な引
継ぎを目指す。

住宅改造費用助成件数：82件
助成額：19,345,950円 ○

相談受付時の確認事項や、調査時の確
認項目を作成し、確認漏れを防止する
と共に、調査を円滑に実施することがで
きた。
申請から決定、助成までのデータ管理
を改めることで、問い合わせに対応しや
すくなった。

引き続き、福祉住環境コーディネー
ターの視点を取り入れた現地調査の
実施を継続すると共に、手引き等の
改訂を行い、関係機関への説明の
効率化を図る。

生活支援課

51107
高齢者福祉計
画・介護保険事
業計画の推進

高齢者の福祉施策を総合的
に推進するための計画を策定
し、実施しています。

計画策定年度となるため、現計画の進捗状
況をきっちりと把握し、次期計画に反映させ
る。

計画策定年度であったため、現計画の進捗状況をきっちりと把
握し、次期計画に反映させることができた。 ◎

ニーズ調査や、パブリックコメントによ
る、市民の意見を反映させた。また前期
計画の進捗状況を把握し、今期計画に
反映させることができた。

高齢者福祉計画・介護保険事業計
画の進捗管理

介護保険課

51109
高齢者外出支
援サービス事
業

電車・バス等を利用することが
困難な高齢者に対して、医療
機関等への移動手段として、
普通タクシーやリフト付タク
シーの利用料金の一部を助成
し、外出の支援を行います。

要介護者の外出支援を図るため、事業の
広報に努める。

登録者数（年度末）：437人
派遣回数：5,986回 ○

市政ニュース等で広報し、昨年度（432
人）と比べ登録者数は増加し、事業の周
知に繋がった。

要介護者の外出支援を図るため、事
業の広報に努める。

高齢福祉課

51110

老人福祉セン
ター及び老人
いこいの家の
充実

施設を利用して高齢者の健康
増進、教養の向上及びレクリ
エーション活動の施策を推進
します。

・老人いこいの家：引き続き、備品類の入替
えや施設の補修等に努める。

・老人福祉センター延べ利用者数28,540人
・老人いこいの家　延べ利用者数
75,054人(男34,426人,女40,628人)

○

・老人福祉センター：鳴尾老人福祉セン
ター玄関手摺取付工事、自動ドア装置
取替工事等を実施し、適宜施設の維持
に努めた。

・老人いこいの家：利用者数は若干減っ
たが、備品の入替えや施設の補修工事
を行い環境整備に努めた。

・老人福祉センター：鳴尾老人福祉セ
ンター運営委員会に参加し、地域の
声を聞き、施設維持に努める。

・老人いこいの家：備品の入替え等、
引き続き環境整備を図っていく。

高齢福祉課

51111 介護予防事業

介護予防の普及啓発や、自主
的な介護予防活動の育成支
援を通して地域づくりなどを行
います。

身近な地域で介護予防に取り組めるよう、
「西宮いきいき体操」の普及啓発を継続して
参加人数・グループ数の増加を図るととも
に、グループや介護予防サポーターへの支
援を行っていく。

①介護予防普及啓発事業
   実施回数 88回　参加人数 1,578人
②西宮いきいき体操実施グループ  208グループ
   参加実人数 7,032人　参加延人数 189,091人
③介護予防サポーター養成講座
   実施回数 6回　修了者数 364人

○

全ての小学校区で1カ所以上のグルー
プが「西宮いきいき体操」に取り組んで
いるが、地域によってグループ数の多
寡があり、また定員により新規参加者を
受け入れられないグループが多い。市
内全域で徒歩圏内の身近な地域におい
て、介護予防に取り組める環境をつくる
必要がある。

身近な地域で介護予防に取り組める
よう、「西宮いきいき体操」の普及啓
発を継続して参加人数・グループ数
の増加を図るとともに、既存グルー
プが体操を継続できるよう、グループ
や介護予防サポーターへの効果的
な継続支援を行っていく。

地域共生推
進課

51113
成年後見制度
利用支援事業
（高齢者）

成年後見制度の利用が必要と判断
される対象者に親族がいない等の
理由で申立ができない場合、市長
が親族に代わり、申立を家庭裁判
所に行います。
また、成年後見制度の利用が困難
な者等に対して申立費用や後見人
等の報酬費用の全部又は一部を助
成します。

引き続き、事業の安定化を図り、件数等の
動向を注視する。

・市長申立件数・・・16件
・後見人等の報酬助成件数・・・39件
・様式変更、報酬助成事務手続きマニュアルを改訂。

○

制度利用が必要な方へは市長申立や
報酬の助成は行ない、その他の制度が
利用できる方や親族がいる場合は親族
に後見制度の手続きを促す等、適切な
制度の実施が出来た。
結果的に市長申立件数が減少した。

引き続き、事業の安定化を図り、件
数等の動向を注視する。

生活支援課

51114
シルバー人材
センターの充実

高齢者の技能や経験を生かし
て社会参加と生きがいの充実
を図ります。女性会員の増強
と女性が希望する仕事の確保
と提供を行います。

女性会員が生きいきとセンター活動に参画
できるような環境作りを検討する。

・家事支援交流会を定期的に開催し、多くの女性会員が就業し
やすいよう単価の見直しと就業に対する意識向上を図った。 ○ 家事援助業務に就く女性会員が増加

し、家事援助業務の拡大が出来た。

女性会員が増加傾向にあることか
ら、女性会員が生きいきと活躍でき
るよう取組む。

労政課
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51115
福祉相談体制
の充実

高齢者に関する日常生活上の
相談、要援護高齢者に対する
福祉サービスの相談、認知症
高齢者の相談等を実施しま
す。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の支援を
行うために、地域の高齢者の相談窓口とし
て市内15ヶ所の地域包括支援センターの運
営を行う。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の福祉総
合相談（認知症相談）において広く相談を
受ける。

・地域包括支援センター運営事業
地域の高齢者の生活の支援を行うために、市内15ヶ所で地域
包括支援センターの運営を行った。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の福祉総合相談（認知症相
談）において広く相談を受けた。

◎

・地域包括支援センター運営事業
地域包括支援センターについて、当初
の目標通り、市内15か所での運営と
なった。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の福
祉総合相談（認知症相談）において広く
相談を受けた。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の
支援を行うために、地域の高齢者の
相談窓口として市内15ヶ所の地域包
括支援センターの運営を行う。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受ける。認知症初期集
中支援チームとの連携を図りなが
ら、認知症施策を推進する。

地域共生推
進課
福祉のまち
づくり課

51116
障害福祉推進
計画の推進

障害福祉施策を総合的に推
進するための計画を策定し、
実施しています。

策定委員会を年４回開催し、国の動向や市
の現状、実態調査の結果を踏まえた次期
障害福祉推進計画の策定を行う。

策定委員会を年４回、懇談会を2回開催し、国の動向や市の現
状、実態調査の結果を踏まえた障害福祉推進計画の策定を
行った。

◎ 策定委員会や懇談会を通じ、障害福祉
推進計画を策定した。

策定委員会を開催し、市の障害福祉
施策に関する協議や、現計画の進捗
管理を行う。

障害福祉課

51117

障害福祉計画
による適正な
サービスの支
給決定

障害福祉計画に基づき、自立
支援給付、地域生活支援事業
等のサービスを適正に支給し
ます。

障害福祉サービス及び児童通所サービス
についてはニーズが高く、さらなる申請が見
込まれている。今後も適正なサービス支給
決定を行えるよう努めていく。

サービス受給者の内、約98%の受給者について、サービス等利
用計画（案）の作成が完了した。 ○ 受給者のサービス等利用計画（案）を作

成はほぼ完了した。

障害福祉サービス及び児童通所
サービスについてはニーズが高く、さ
らなる申請が見込まれている。今後
も適正なサービス支給決定を行える
よう努めていく。

生活支援課
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51118

わかば園の運
営
（H27.9月～こ
ども未来セン
ターの運営）

医療型児童発達支援センター
として、外来診療療育、通園療
育、地域支援（相談支援・療
育支援）等の事業を行ってき
た「わかば園」と不登校の児童
生徒の学校復帰のための支
援及び教育相談を行う「スクー
リングサポートセンター」を移
転･再編し、乳幼児から18歳ま
での肢体不自由児や発達障
害など様々な障害のある子供
を対象に医療･福祉･教育が連
携した支援を行なっている。

様々な課題や不安のある子供が、それぞ
れの可能性を最大限に伸ばすことができる
よう、医療･福祉･教育の各部門や関係機関
が連携し、切れ目のない適切なサポートを
行うことができるよう施設運営の安定化を
目指す。

①発達の遅れを疑う子供や支援が必要な
保護者を対象に、「ペアレント・プログラム」
と「ほっこり広場」を実施する。

②子供の社会性の発達について保護者と
客観的な結果を共有し、子供の発達の理解
を深めてもらうツールとして、「かおテレビ」
を活用し、実施場所や対象者を拡充する。

③学校・幼稚園・保育所・育成センター等へ
の定期訪問及び依頼訪問を継続する。ま
た、幅広いニーズに対して、セラピストや保
育士の訪問回数を増やし、学校園の意識
改革や取組体制の充実に寄与できるような
アウトリーチを進めるとともに、不登校児童
生徒や学校生活で配慮を必要としている児
童生徒に対して、きめ細かな支援を行い、
学校復帰や学校生活の安定に向けたさま
ざまな支援を行う。

様々な課題や不安のある子供が、それぞれの可能性を最大限
に伸ばすことができるよう、医療･福祉･教育の各部門や関係機
関が連携し、切れ目のない適切なサポートを行い、施設運営の
安定化を目指した。
①医師の増員など診療体制の充実を図り、初診までの待機期
間の短縮を図るとともに、発達の遅れを疑う子供と支援が必要
な保護者を対象に、「ペアレント・プログラム」や「ほっこり広場」
を実施した。
＜ペアレント・プログラム＞
こども未来センターを利用する保護者を対象に実施した。
　・3歳児～年長児の子供を持つ保護者
　　実人数8人　延べ人数52人
　・小学校の子供を持つ保護者
　　実人数9人　延べ人数53人
＜ほっこり広場＞
こども未来センターの相談を受けた後、初診までの間の待機期
間に、発達の遅れを疑う子供と支援が必要な保護者を対象に
実施した。　　・延べ人数　76人
②地域保健課が実施する1歳6か月児健康診査に併設する会場
（塩瀬公民館・山口保健福祉センター・鳴尾中央センター）と子
育て総合センター、こども未来センターにて「かおテレビ」を実施
した。また、1歳6か月児健康診査に併設する会場で「かおテレ
ビ」を実施した人の中で同意が得られた人については各々の結
果を共有し、今後の支援に役立てている。
　・実施回数41回、延べ人数372人
③学校・幼稚園・保育所等への定期訪問の継続とともに、幅広
いニーズに対して、セラピストや保育士の訪問回数を増やし、学
校園の意識改革や取組体制の充実に寄与できるようなアウト
リーチを進めた。また、不登校児童生徒や学校生活で配慮を必
要としている児童生徒に対する支援を行った。
＜学校・幼稚園・保育所等との連携支援＞
さまざまな課題のある子供を支援するため、子供が最も長い時
間を過ごす学校・幼稚園・保育所等と連携し、必要な支援を行っ
た。
　・学校園支援アウトリーチ　699回
　・セラピスト訪問　57回
　・障害児支援利用計画作成　355件
　・専門家チーム派遣　245回
＜スクーリングサポート＞
不登校児童生徒や学校生活で配慮を必要としている児童生徒
に対して、学校復帰や学校生活の安定に向けた様々な支援を
行った。
　・適応指導教室児童生徒数　46人
　・その他不登校児童生徒支援　184回

○

①医師の増員など診療体制の充実を図
り、初診までの待機期間の短縮を図るこ
とができた。また、「ペアレント・プログラ
ム」は、外部講師を招いてのプログラム
の実施に併せて職員の研修を行い、来
年度に向けて11名の資格認定者を育成
することができた。また、「ほっこり広場」
を実施することで、診察待ち期間におけ
る保護者の不安を解消するとともに、発
達の遅れを疑う子供への切れ目ない支
援を行うことができた。

②「かおテレビ」は、実施回数、実施人
数を増やすことができた。アンケートの
結果からも子供の発達の理解に役立つ
ツールとして活用できていると考える。

③障害や学校生活への不適応など、
様々な課題のある子供が急増し、アウト
リーチをはじめとする子供に関わる関係
者（学校園等）への支援回数はますま
す増加している。今後とも、地域や関係
機関も含めた連携強化が大きな課題と
なっている。

①引き続き、医師の増員など診療体
制の充実を図る。また、「ペアレント・
プログラム」について、平成30年度は
当センターの職員のみでプログラム
を実施し、昨年度と同様に職員の育
成にも取り組むこととし、地域保健課
との共催で保健福祉センターでも実
施する。また、「ほっこり広場」につい
て。引き続き実施し、診察待ち期間
における保護者の不安を解消すると
ともに、発達の遅れを疑う子供への
切れ目ない支援を行う。さらに、新た
に保護者が発達障害の子供たちの
発達特性を理解し、その理解に基づ
いた関わり方を知るための講習会を
実施する。

②「かおテレビ」の実施会場を増やし
てより多くの方に体験してもらえるよ
う取り組むこととし、地域保健課と共
有した内容については今後とも活用
していく。

③学校・幼稚園・保育所・育成セン
ター等への定期訪問の継続ととも
に、幅広いニーズに対するアウトリー
チ等の支援回数を増やし、学校園の
意識改革や取組体制の充実に寄与
できるよう進めていく。

発達支援課
診療事業課
地域・学校
支援課

51119
成年後見制度
利用支援事業
（障害者）

知的障害者等で助成を受けな
ければ成年後見制度の利用
が困難な人に、審判申し立て
費用や後見人報酬の助成をし
ます。

より一層、助成制度について積極的に案内
し、権利擁護支援ニーズに対応する。

・申立費用助成：5件
・後見人等報酬助成：13件 ○

前年度に比べて、申立費用助成件数が
増加しており、助成制度利用による権利
擁護支援が積極的に行われた。なお、
後見人等報酬助成件数は当該年度以
前に申し立てた案件の報酬助成であ
る。

より一層、助成制度について積極的
に案内し、権利擁護支援ニーズに対
応する。

生活支援課

51120
福祉関連学習
事業の実施（手
話講座）

手話を学び、障害者との交流
を広め、ふれあいを深める。あ
わせて障害者問題に対する啓
発活動を行い、ボランティア活
動の意欲を育てます。

講座開催中に手話グループとの交流会を
実施する等、手話ボランティアとして継続的
に活動してもらえるような講座づくりに努め
る。

手話入門講座20回　参加者701人
手話基礎講座17回　参加者324人
手話講演会４回　参加者234人

◎
平成28年度と同様に手話講座を実施し
た。市内のろう者との交流会も含めた講
座を実施できた。

引き続き、講座開催中に手話グルー
プとの交流会を実施する等、手話ボ
ランティアとして継続的に活動しても
らえるような講座づくりに努める。

地域学習推
進課
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51122
精神障害者家
族等支援事業
（家族教室）

精神障害者が安定した療養生
活や社会復帰ができるように
します。また、家族に対し正し
い知識の普及や家族同士の
交流等により支援を行いま
す。

精神障害者が安心した療養生活や社会復
帰ができるよう、また、家族自身が安定し、
家族の機能・対処能力を回復向上できるよ
う、精神障害者の家族に対し、正しい知識
の普及や家族同士の交流等により支援を
行う｡

保健所家族教室
【学習会】6回　延べ120人
【交流会】6回　延べ34人
兵庫県精神障害相談員等研修会　3回　延べ22人

○ 家族会等の協力を得て、学習会・交流
会ともに計画通りに実施できている。

精神障害者が安心した療養生活や
社会復帰ができるよう、また、家族自
身が安定し、家族の機能・対処能力
を回復向上できるよう、精神障害者
の家族に対し、正しい知識の普及や
家族同士の交流等により支援を行
う｡

健康増進課

51123
精神保健福祉
相談

精神保健に関する相談を行
い、適切な助言・指導を行うこ
とにより、精神障害の発生や
増悪防止するとともに、精神
的健康の保持増進を図りま
す。

精神保健に関する相談のある者に対し、適
切な助言・指導を行うことにより、精神障害
の発生・増悪の防止、精神的健康の保持増
進に資する。
また、アウトリーチが有効活用されていない
という課題がある為、利用方法の検討を行
い支援が必要な方の対応ができるよう努め
る。

【医師による定例相談】　保健所、各保健福祉センターで実施
実施回：48回　相談実人数：97人　相談延べ人数：114人
【保健師等による定例外相談】　随時、西宮市保健所、各保健
福祉センターで実施
来所相談：相談実人数　184人　延べ331人
電話相談：延べ5583人
訪問指導：実260人　延べ779人

◎

精神科医師による相談は、保健所及び
保健福祉センター（5箇所）で定例開催
し、専門相談の機会を提供できている。
保健師等による相談は増加傾向にあ
り、保健福祉センターで随時実施し市民
の身近な相談に対応し、対応困難ケー
スにおいては受理会議にて検討され保
持増進に努めることができている。

精神保健に関する相談のある者に
対し、適切な助言・指導を行うことに
より、精神障害の発生・増悪の防
止、精神的健康の保持増進に資す
る。
また、アウトリーチが有効活用されて
いないという課題がある為、利用方
法の検討を行い支援が必要な方の
対応ができるよう努める。

健康増進課

51124

福祉関連学習
事業の実施（西
宮青年生活学
級）

18歳以上の知的障害のある
青年を対象に、レクリエーショ
ン活動等による社会体験の機
会を提供します。

社会体験に加え、学習要素を重視した講座
内容を検討する。

ニュースポーツ体験、日帰りバスツアーなどを実施。
15講座　参加者1,652人 ◎

受講者の年齢が青年層から高齢層と幅
が広いが、社会体験活動など、出来る
限り学習要素を盛り込んだ講座内容と
した。

引き続き、社会体験に加え、学習要
素を重視した講座内容を検討する。

地域学習推
進課

51201
施設の整備・充
実

介護保険事業計画による特別
養護老人ホームの整備を行い
ます。

なし
(平成29年度に特別養護老人ホームの西宮
市高齢者福祉計画・西宮市介護保険事業
計画がないため)

なし ◎ 目標どおりの結果となっているため。
西宮市高齢者福祉計画・西宮市介
護保険事業計画に基づき、特別養護
老人ホームの整備を行う。

福祉のまち
づくり課

51202 介護保険事業

介護保険事業計画に基づき、
要介護者が自立した生活を営
めるように、必要なサービスを
総合的・一体的に提供します。

総合事業のケアプランを新たに対象とする
など取組みを充実させる。

ケアプラン検討委員会において、利用者の状態像に見合ったケ
アプランになっているか分析・判断をし。必要な指摘な助言を
行った。

◎
ケアプラン検討委員会において、利用
者の状態像に見合ったケアプランになっ
ているか分析・判断をし。必要な指摘な
助言を行った。

訪問回数の多いケアプランをチェック
対象にし、より適切なプランの指導が
できるようにする。

介護保険課

51203
介護用品支給
事業

在宅の寝たきり高齢者等を介
護している家族の負担を軽減
します。要介護高齢者の在宅
生活の継続、向上のため紙お
むつ等の介護用品を支給しま
す。

支給用品の種類を22種類から倍の44種類
へ増やし、利用者の利便性の向上等に努
める。

延べ支給者数：1,507名 ○
利用者のニーズに応えるため支給品目
を大幅に増やし、利用者数の増加に繋
がった。

アンケートを実施し、利用者のサービ
ス向上に努める。

高齢福祉課

主要課題２　貧困など生活上の困難に直面する男女への支援

521　自立をめざす支援施策の充実　【重点施策】

522　安定した雇用、就労に向けた支援施策の充実　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

52101
ひとり親家庭相
談事業の充実

ひとり親家庭の抱える様々な
問題について、相談に応じ、
適切な支援・情報を提供しま
す。

各家庭の状況から必要な支援を提供できる
よう、各施策の把握に努める。

各家庭のニーズを把握し、各施策の紹介、情報提供、必要な支
援を行うことができた。 ○

相談者からの聞き取りにより、必要とす
る支援を把握し、他課と連携するなど、
支援を行うことができた。

最新の情報を把握し、適切な支援の
提供に努める。

子供家庭支
援課

52102
福祉資金（母子
等）貸付制度等
の充実

県の施策を受けて、母子家庭
等の生活に必要な資金を貸し
付けます。

県の施策を受けて、必要な資金を貸付ると
ともに、自立を促すような情報提供も行う。

適切な申請受付、審査及び決定で必要な資金の貸付を行うとと
もに、自立を促すための情報提供を行うことができた。 ○ 各相談者の状況に応じ、自立促進に向

けた指導を適切に行うことができた。

貸付対象が拡充していくなかで、適
切な審査及び決定を行うとともに、相
談者の生活状況に応じた自立支援
をおこなっていく。

子供家庭支
援課

52103
母子家庭等医
療費助成

母子（父子）家庭の児童と養
育する母（又は父）に医療費
の一部を助成します。

国・県の動向に注視しつつ実施可能な範囲
で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金を
控除した額を助成。 ◎ 市単独事業を継続するこどができた。

国・県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の運営に努める。

医療年金課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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52104
児童扶養手当
の給付事業

父（又は母）と生計を共にでき
ない児童が養育されている家
庭の安定と自立を助けるため
に児童扶養手当を給付しま
す。

マイナンバーの情報連携に向け、国の動向
に注意しながら、システム改修等の対応を
適切に行っていく。

各受付件数
・相談　461件
・新規申請　366件
・転入　68件
・額改定　44件
・資格喪失　192件
・諸届　132件
・現況届　3,246件
・一部支給停止適用除外事由届出書受付　　1,843件
・自宅訪問および実態調査　38件

◎
改正された国の制度を適切に執行し、
支給事務を適切に行った。執行にあ
たっては、制度について受給者への理
解と周知を図った。

平成３０年度に実施される支給回数
の見直し等の制度改正について、国
の動向に注意しながら、効果的な受
給者への周知、システム改修等の対
応を適切に行っていく。

子育て手当
課

52105
母子・父子福祉
センター事業の
充実

母子・父子福祉センターの管
理運営を行い、母子及び寡婦
世帯の各種相談に応ずるとと
もに、就労・自立支援を行いま
す。

指定管理期間が平成29年度までである。ひ
とり親家庭の支援施策における母子・父子
福祉センターのあり方について検討する。

指定管理者において、ひとり親家庭からの各種相談に応じた。
また、平成30年度以降の指定管理者の選定を行った。 ○

ひとり親家庭からの各種相談に対し、関
係機関と連携の上、応じることができ
た。

母子・父子福祉センターが入る福祉
会館が、平成30年度中に解体予定
のため、同センターのあり方につい
て検討する。

子供家庭支
援課

52106
母子生活支援
施設の整備・充
実

住まいに困窮する母子の入所
する施設を整備します。

年１回行われる施設指導監査を適切に実
施するとともに、入所者の支援方法等につ
いて今後も連携をとっていく。

施設と連携し、入所者支援を行った。
指導監査を実施した。 ○

施設職員からの相談に応じるなど、適
切な入所者支援を行うことができた。
指導監査において、改善点を指摘した。

引き続き施設職員と連携し、入所者
支援を行う。

子供家庭支
援課

52201
自立支援教育
訓練給付金事
業

教育訓練講座を受講したひと
り親家庭の親に講座終了後、
受講料の一部を助成し、ひと
り親家庭の自立の促進を図り
ます。

平成29年度から雇用保険法による一般教
育訓練給付金の受給資格のある方も対象
となる。ただし、受講料の6割から一般教育
訓練給付金支給額を差し引いた額が支給
される。申請件数の増加が見込まれるた
め、適切に対応する。

平成29年度から雇用保険法による一般教育訓練給付金の受給
資格のある方も対象となったため、申請件数が増加した。 ◎ 増加する申請に対応し、ひとり親家庭の

自立促進を図ることができた。

増加する申請件数が見込まれるな
かで、適切な審査及び決定を行うと
ともに、相談者の聞き取りによって、
自立促進に向けた情報提供を行って
いく。

子供家庭支
援課

52202
高等職業訓練
促進給付金に
よる事業

就職に結びつきやすい資格の
取得を促進するため、訓練促
進給付金を支給し、ひとり親
家庭の自立促進を図ります。

平成29年度から兵庫県社会福祉協議会が
実施主体となり、高等職業訓練促進給付金
受給者を対象とし、入学準備金、就職準備
金の貸付が始まる。申請窓口となるため、
兵庫県社会福祉協議会と連携しつつ事業
を行う。

平成29年度から兵庫県社会福祉協議会が実施主体となり、高
等職業訓練促進給付金受給者を対象とし、入学準備金、就職
準備金の貸付が始まった。申請窓口となり、兵庫県社会福祉協
議会と連携しつつ事業を行った。

○
兵庫県社会福祉協議会と連携しつつ、
概ねスムーズに業務を行うことができ
た。

増加する申請件数が見込まれるな
かで、適切な審査及び決定を行うと
ともに、相談者の聞き取りによって、
自立促進に向けた情報提供を行って
いく。

子供家庭支
援課

52203
女性のための
チャレンジ相談
の実施（再掲）

キャリアカウンセラーによる女
性のチャレンジ及び再就職に
関する相談を実施します。

再掲（事業コード：男女プラン31304）
男女共同参
画推進課

52204-1

地域若者サ
ポートステー
ション事業（厚
生労働省認定
事業）

働くことに悩みを抱える39歳以
下の若者の職業的自立の支
援を行う「西宮若者サポートス
テーション」を開設します。

関係機関と連携して、事業の周知や支援対
象者の把握に努める。また、定期的に情報
共有を行い、現状の把握や今後の課題・対
策などを明確にする。利用者増加を図るた
めに市政ニュース・ホームページ等による
広報を行う。

【開設日時】月～金 9:30～18:00
【開設場所】勤労会館１階
延べ利用者数…1,972人
就職者数…82人

○
昨年度に比べ、延べ利用者数は微増し
たが、就職者数は減少した。サポステＣ
ＬＵＢ、サポステＭＥＥＴＳなどのプログラ
ムを実施し、若者の就職を支援した。

効果的な支援・セミナーを検討、実施
し、就職者数の増加を図る。

労政課

52204-2
中高年齢者就
職支援事業

40歳以上の求職者等を対象と
し、就職に関する様々な支援
を行う「西宮市中高年しごと相
談室」を開設します。

「西宮市中高年しごと相談室」を継続し、効
果的な就労支援を行う。事業の知名度を高
めるために各広報媒体により広報を行う。
各種セミナー通して中高年齢者の就職を支
援する。

【開設日時】月・火・木・金・土10:00～18:00
【開設場所】勤労会館１階
延べ利用者数…1,678人
就職者数…77人

○
昨年度に比べ、延べ利用者数は減少、
就職者数は微増となった。メールマガジ
ンの発行や各種セミナーを開催し、中高
年齢者の就職を支援した。

関係機関と連携、また各広報媒体に
より広報を行い、事業の知名度を高
める。各種セミナーを実施し、中高年
齢者の就職を支援する。

労政課

主要課題３　防災･災害復興における男女共同参画の推進

531　男女共同賛画の視点での防災・災害復興施策の推進
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４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

53101
地域防災計画
関係事業

市及び関係機関が住民と協働
し各種災害による被害の最小
化に努め、防災目標である
「みんなが安心して暮らせる安
全なまち」の実現をめざし計画
の作成、修正を行います。

今年度も引き続き、男女共同参画の視点を
ふまえて地域防災計画の修正を行うよう努
める。

法改正に基づく修正に加え、市防災体制の強化に基づく修正を
行った。 ○

主に、「西宮市津波避難行動指針」の策
定に伴い、地域防災計画第5編の修正
を行った。

男女共同参画の視点をふまえて地
域防災計画の修正を行うよう努め
る。

防災総務課

53102
防災・災害復興
施策への女性
の参画拡大

防災・災害復興施策への女性
の参画を推進します。

防災施策に女性の意見が反映できるよう努
める。

毎年、転任等による防災会議委員の変更がある中、平成29年
度も女性の委員数を一定維持することができた。 ○

女性の防災会議委員数を維持すること
で、防災施策への女性の参画を推進す
ることができた。

防災施策に女性の意見が反映でき
るよう努める。

防災総務課

53103
防災・災害復興
に関する啓発
事業の実施

男女双方の視点で、防災・災
害復興が行われるよう市民及
び市職員への意識啓発を行い
ます。

防災や災害復興に関して、誰もがお互いを
理解しながら災害時に活動できるように、日
頃から講習などを通じて防災意識の向上を
図り、地域における役割を担う体制作りを
目指す。

・防災講演会　1回　210人
・地域版防災マップの作成　1地区
・出前講座　68回　3,939人
（うち避難所運営訓練（HUG)　14回　360人）

○

出前講座では、年間68回行うことで多く
の方に防災についての啓発ができたと
思われる。そのうち避難所運営訓練
(HUG)では、住民間で積極的に考え、行
動されていた。また、防災についての活
発な意見交換を通じて地域のつながり
を高めることにより、防災力の向上に効
果があったと思われる。

防災や災害復興に関して、誰もがお
互いを理解しながら災害時に活動で
きるように、日頃から講習などを通じ
て防災意識の向上を図り、地域にお
ける役割を担う体制作りを目指す。

防災啓発課

53104
自主防災組織
育成事業

「自分たちのまちは自分たちで
守る」を理念とした自主防災組
織の育成を支援し、大規模災
害時に市民の自主的災害応
急活動が行われるようにしま
す。

市民の自主防災組織への参加を促進する
とともに、地域における自主防災組織及び
防災知識の普及・拡充を目指す。

新たに3防災組織結成
・自主防災組織、学校・企業等の防災訓練への参加　19回　約
4,300人
・防災リーダー研修　6回　241人
・小学校区防災訓練　5回　約1,650人

○

自主防災会の結成や防災訓練、資機材
についての相談や問い合わせを受ける
ことが多く、各自主防災会ごとに熱心な
取り組みを行っており、着実に普及・拡
充につながっている。

市民の自主防災組織への参加を促
進するとともに、地域における自主
防災組織及び防災知識の普及・拡
充を目指す。

防災啓発課

平成３０年度取組目標
（今後の改善・見直し内容）

所管課
事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価
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政策局 市民相談課 11203 市民生活相談の充実

市民相談課 41201 「市民の声」のデーターベース化による情報の共有

秘書課 11103 外国人の生活相談事業

秘書課 11104 外国人への市政情報提供

秘書課 21102 外国人の生活相談事業（再掲）

総務局 研修厚生課 41101 市職員に対する講演会などの研修の実施

市民局 医療年金課 33101 母子家庭等医療費助成

国民健康保険課 33104 ＤＶ被害者の国民健康保険の特別加入

市民課 23101 ドメスティック・バイオレンス及びストーカー行為等の被害者の保護のための支援措置

人権平和推進課 51101 「西宮市人権教育・啓発に関する基本計画」の推進

男女共同参画推進課 11201 女性相談の充実

男女共同参画推進課 11202 相談員等に対する研修

男女共同参画推進課 11301 DV防止に向けた関係機関との連携した取組の推進

男女共同参画推進課 12203 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催

男女共同参画推進課 13101 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 13301 女性の人権尊重に関する広報啓発

男女共同参画推進課 13302 ＤＶを考える講座の実施

男女共同参画推進課 21103 民間支援団体との連携促進

男女共同参画推進課 22102 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 23102 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催

男女共同参画推進課 31101 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 31203 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 32102 男女共同参画センターにおけるフェミニストカウンセリングの実施

男女共同参画推進課 32103 自助グループの育成

男女共同参画推進課 34104 働く女性対象の能力向上のための講座等の実施

男女共同参画推進課 34105 チャレンジ支援コーナーの充実

男女共同参画推進課 34106 再就職支援のための講座の実施

男女共同参画推進課 35103 民間団体との連携

男女共同参画推進課 41102 相談員等に対する研修

男女共同参画推進課 41202 ＤＶ被害者支援窓口担当者連絡会議の開催（再掲）

男女共同参画推進課 51102 講座・講演会・イベントの実施

男女共同参画推進課 51103 児童虐待等防止のための講座等の実施

男女共同参画推進課 51104 自主活動グループの育成

男女共同参画推進課 51105 啓発冊子や情報誌の定期的発行

男女共同参画推進課 51106 図書・資料等の充実と貸出

男女共同参画推進課 51201 ＤＶ被害者への自助グループの紹介

男女共同参画推進課 51202 自主活動グループの育成と自助グループへの支援

男女共同参画推進課 52103 児童・生徒への「デートＤＶ」の啓発冊子の配布

産業文化局 労政課 34101 労働相談の実施

健康福祉局 健康増進課 11205 精神保健福祉相談

地域共生推進課/福祉のまち
づくり課

11204 福祉相談体制の充実

地域共生推進課 13201 民生委員・児童委員会活動の育成

地域保健課 12101 母親学級・両親学級などによる妊娠・出産に関する知識の普及

地域保健課 12102 乳幼児相談・指導・健診等の充実と情報の提供

地域保健課 12202 民間の保健・医療機関等へのＤＶ被害者支援に関する情報提供

地域保健課 52104 思春期保健事業（再掲）

こども支援局 子育て手当課 33102 児童扶養手当の給付事業

子育て総合センター 36101 子育て相談事業の実施

子供家庭支援課 13102 みやっこ安心ネットの充実

子供家庭支援課 31201 ひとり親家庭相談事業の充実

子供家庭支援課 32101 母子・父子福祉センター事業の充実

子供家庭支援課 33103 福祉資金（母子等）貸付制度等の充実

子供家庭支援課 34102 自立支援教育訓練給付金事業

子供家庭支援課 34103 高等職業訓練促進給付金による事業

子供家庭支援課 36201 子育てショートステイ事業の推進

子供家庭支援課 36203 家庭児童相談事業

局名 担当課
事業
コード

事業名

推進事業一覧（ＤＶ）
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局名 担当課
事業
コード

事業名

育成センター課 36202 留守家庭児童育成センターの整備・充実

青少年施策推進課 52107 青少年健全育成に関する地域活動・ボランティア活動への参加促進

保育幼稚園事業課 36103 育児相談体制の整備・充実

都市局 住宅入居課 35101 ＤＶ被害者の市営住宅への入居の支援

教育委員会 学校教育課 52102 学校における人権教育の推進（再掲）

学校教育課 52106 性教育指導の指針作成（再掲）

学校教育課 53102 学校における人権教育の推進（再掲）

学校教育課 53202 学校園における男女平等教育の推進（再掲）

学校教育課 53203 学校園における男女共同参画社会実現を目指す教育に関する教職員研修の促進（再掲）

学校保健安全課 52101 学校における性に関する相談活動の推進（再掲）

教育研修課 53201 男女平等の視点に立った教育関係者への研修の実施（再掲）

中央病院 医事課 12201 医療現場の通報体制の構築

配偶者暴力相談支援センター 11101 相談窓口の周知

配偶者暴力相談支援センター 11102 相談体制の充実

配偶者暴力相談支援センター 11302 「配偶者暴力相談支援センター」の設置

配偶者暴力相談支援センター 21101 母子緊急一時保護

配偶者暴力相談支援センター 21103 民間支援団体との連携促進

配偶者暴力相談支援センター 22101 母子緊急一時保護

配偶者暴力相談支援センター 31102 「ＤＶ被害者支援のためのフローチャート」作成

配偶者暴力相談支援センター 31103 「ＤＶ被害者支援共通相談シート」の作成

配偶者暴力相談支援センター 31202 ＤＶ被害者への支援

配偶者暴力相談支援センター 35102 母子生活支援施設の整備・充実

配偶者暴力相談支援センター 35103 民間団体との連携
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Ⅰ

- ％ 45.8 ％ 67.0 -

　平成２９年度の「西宮市男女共同
参画に関する市民意識調査」では、
「ＤＶ相談窓口を知っている女性の
割合」は、４５．８％でした。前回調
査（平成２２年実施）では、２９．５％
となっており、前回より１６．３ポイン
ト上昇しています。
　　「西宮市ＤＶ相談室」の周知につ
いては、個人情報保護を徹底し、当
事者が安心して相談できるよう工夫
した周知方法が必要と考えます。

1
回
/
年

1
回
/
年

5
回
/
年

20.0%

ＤＶ対策基本計画に反映するため
の課題抽出を目的として、ＤＶ施策
の現状と課題を整理する職員研修
を実施しました。

1
回
/
年

1
回
/
年

1
回
/
年

100.0%

　配偶者暴力相談支援センターを中
心として、窓口職員で構成される「Ｄ
Ｖ被害者支援実務担当者会議」を1
回開催し、関係課の連携と課題につ
いて検討しました。

6
回
/
年

6
回
/
年

5
回
/
年

120.0%

　平成２９年度は、「女性に対する暴
力をなくす運動」に合わせて、ＤＶ加
害者向けプログラムに関する講座
（２４名参加）を開催しました。
また、市内公立中学校生徒を対象と
した「デートＤＶ防止講座」を５回開
催し、１，１５３名の参加がありまし
た。

3
回
/
年

5
回
/
年

　教育委員会所管分として、デートＤ
Ｖの視点も含めた幅広い人権問題
に関する担当者会を定期的に実施
しました。

ＤＶ相談窓口を知って
いる女性の割合

Ⅳ

職員へのＤＶ防止に関
する研修の実施回数

二次的被害防止に向
けた窓口職員対象研
修会の開催回数

Ⅴ

ＤＶ防止のための
講座の開催回数

デートＤＶ防止に関す
る啓発の実施
（児童・生徒向け）

市立中学校
生徒に対し
在学中に1
度は啓発を
行う。

西宮市ＤＶ対策基本計画
基
本
目
標

項　　目 28年度 29年度
目標数値

または方向
（30年度）

達成状況 29年度状況

指標の達成状況
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29年度推進状況

事 業
コード
1110

1
～

1330
2

今後の方向性

・面接相談は、現状3～4週間程度先の予約となっており、取りづらい状況があります。また、継続
利用の方も多くなっております。こうした状況を改善すべく、平成30年4月より、開催日のうち1コマ
は新規枠として空ける運用をしており、新規の方でも長期間お待たせすることが無いよう対策を講
じております。
なお、相談の回数については、制限を設けていないため、今後の検討課題となっております。

・#Me too運動により、性暴力への関心が高まっていることから、平成30年度において、関連講座
を複数実施しております。今後もジェンダーに関する話題や情報収集を怠ることなく、取組を進め
てまいります。

基
本
目
標
Ⅰ
　
相
談
機
能
の
充
実

主要課題別重点施策

1 相談窓口の充実

配偶者暴力相談支援センター「西宮市ＤＶ相談室」をＤＶ対策の軸とし
て、各相談窓口において相談業務に取り組みました。

ＤＶ被害者支援に関係する庁内所管課により構成された「ＤＶ被害者支
援実務担当者会議」を１回開催し、情報交換と事務手順及び連携の円滑
化を確認しました。今後の課題としては、担当者の異動等により、対応力
が低下しないよう研修等を充実させるなど対策を検討する必要がありま
す。

周知については、市ホームページ、市政ニュースによる広報のほか、ＤＶ
防止啓発カード（名刺大）を発行し、公共施設の女子トイレ等に配置するな
どしました。ＤＶ関連の広報は、加害者にも同様の情報が伝わることにな
るため、被害者が安心して相談できるよう工夫した周知方法を検討して行
きます。

外国人市民からの相談に対しては、多様化する現状に対応できる相談
体制の構築と、情報提供の充実が課題となっています。

 (１)相談窓口の周知

 (3)相談体制の整備

男女共同参画推進委員　評価コメント

【11201】
・予約から面談までの期間はどれくらいなのか？事態の緊急性にもよるが、最長でも1週間以内に
は実施するようにすべき。例えば、面談日のうち1コマを空けておいて、飛び込みに対応するという
ような措置はとれないか。
・面談相談の実人数をみると、継続が68人いる。面談回数の上限は定めているのか？4回以上に
わたる場合は、民間（医療機関やカウンセリングルーム）の利用を促すべき。経済的問題は、福祉
施策として対応すべき。
・#Me too運動をきっかけとして、社会全体に性暴力の関心が高まり、それを許さない活動がさまざ
まに盛り上がっていることから、今が広報の好機である。
例えば、ウェーブが行っていることを端的に表すキャッチコピーを用意し、それを常にウェーブの事
業案内や広報誌・Webサイト・Facebook等に表示する。

・相談窓口の取り組みは評価できる。周知方法については若い世代向けにフェイスブックなどＳＮ
Ｓの活用なども考えてはどうか

５ 基本目標別「西宮市ＤＶ対策基本計画」重点施策の推進状況・評価コメント・今後の方向性
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29年度推進状況

事 業
コード
21101

～
23102

今後の方向性

・ＤＶ対応に関する民間団体との連携については、今後も継続して連携強化に努めます。

・ＤＶ被害者支援実務担当者会議は年１回の開催にとどまっており、警察や病院、民間支
援団体は当該会議には入っておりません。こうした機関との調整や連携は重要であること
から、連携方法等を検討してまいります。

基
本
目
標
Ⅱ
　
被
害
者
の
安
全
確
保

主要課題別重点施策

3 被害者に係る情報
の保護 「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」においては、情報の保護につ

いて協議し、被害者支援と情報保護の連携体制強化に努めまし
た。各相談窓口での状況報告、連携に伴うフローチャートの確認、
問題点の整理と解決策について協議しました。(1)情報保護の体制強

化

男女共同参画推進委員　評価コメント

【21103】
・行政の限られた予算での民間支援には限度があるだろうが、年1回の顔をつきあわせて
の情報交換会の実施などは難しいだろうか。お金を出すという意味でなく、会場の提供、議
事進行並びに記録を担当し、各団体／グループとの連絡役を担うなどでもよいと考える。

【指定なし】
警察と連携した被害者の支援に関して、情報共有のため実務担当者会議が年１回だけで
十分な対応ができるのか。情報共有、連携強化へ、個人情報保護に留意しながらさらに一
歩踏み込んだ取り組みが必要ではないか。
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29年度推進状況

事 業
コード
31101

～
36203

今後の方向性

・日本語を得意としない市民へのＤＶに係る対応については、母語による対応や「やさしい日本
語」による対応、庁内の連携体制等を検討していく必要があります。

・ＤＶが貧困や児童虐待と密接に関連していることから、ＤＶが起こる背景まで踏み込んで、支援
を検討する必要があります。

・面前DVを受けたこと等による児童虐待を受けた子どもへのケアについては、庁内の各部署とも
連携が必要です。ＤＶ被害者支援実務担当者会議だけでなく、要保護児童対策地域協議会とも
連携を取りながら対策を検討していく必要があります。

基
本
目
標
Ⅲ
　
自
立
支
援

主要課題別重点施策

1 ＤＶ被害者の手続きの
負担軽減

「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」を開催し、関係各課の支援内容に
ついて相互の情報共有を図りました。相談者が各窓口で複数回状況
説明する必要がないよう、共通して利用できる「相談受付票」を作成し、
また、各相談窓口にＤＶ相談室の担当者が出向いたり、同行支援を行
うなど、相談者の負担軽減に努めました。

(1)ＤＶ相談窓口、手続き
のワンストップ化

6 子どもへの支援
子どもの心身回復を目指す取り組みの推進として、子育て総合セン

ターにおける子育て相談事業、公立保育所と児童館において育児相
談を実施しました。

児童・生徒の保護者の育児相談において、児童虐待のみならずＤＶ
被害についても、その発見と必要な支援へアクセスできるように、「ＤＶ
被害者支援実務担当者会議」で関係各課の連携に努めました。

(1)子どものケアに関す
る支援

男女共同参画推進委員　評価コメント

【指定なし】
・これまで日本語を得意としない市民への対応は、国際交流などの観点から秘書課が主に担って
きた。しかし、このような市民がDV、デートDV、性暴力に遭った場合や、就労に困難を感じた場合
に、どこの課がどのように対応しているのかわかりづらい。その都度何とか乗り切るといった対応
になっていないか懸念される。もしそうである場合は、対応に関するフローチャートの作成などに
ついて検討いただきたい。また、秘書課あるいは他の課が、このような市民の「生活上の問題点」
について積極的に情報収集に努めたことはあるのだろうか。情報収集を行うことにより、見えてく
る問題があると思う。市民の多様化が進む中、市民への対応のあり方について再確認いただきた
い。

・要保護児童対策協議会に、ＤＶの視点を持った委員を配置する方がよい。児童虐待とＤＶは密
接に関連しており、虐待が起こる背景まで踏み込んだ支援をすべきである。

・発見や通報をした場合、継続的に行政との情報共有を行い、ケアでの見守りや支援が安全かつ
有効に行われる体制を行政側が早急に準備すべき。

・ＤＶにより離婚した母子に対する十分なフォローアップを期待する。

・ＤＶと貧困は密接に関連しており、ＤＶ被害者への経済的支援の充実が必要ではないか。
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29年度推進状況

事 業
コード
41101

～
41202

今後の方向性

・職員向け研修については、新規採用時、係長、課長など役職ごとの実施や子育てや介
護といったそれぞれの事情に合わせた研修など、多様な研修が実施できるよう努めてまい
ります。

基
本
目
標
Ⅳ
　
支
援
者
の
資
質
向
上

主要課題別重点施策

1 ＤＶ被害者支援に向
けた職員の資質向上、
苦情への対応

　「ＤＶ被害者支援実務担当者会議」において、ＤＶに関する社会
の動向の把握、関係各課の支援内容の相互の情報共有、相談者
の情報保護について協議し、連携と体制強化に努めました。ま
た、平成３１年度を始期とする次期ＤＶ対策基本計画策定の重点
化分野を検討するための職員向け研修会を実施しました。
　男女共同参画センターで相談業務に当たる嘱託職員に対して
スーパーバイズ研修を実施するとともに、県等外部の各種研修に
参加し、資質の向上に努めました。

 (1)職員等の資質向上

男女共同参画推進委員　評価コメント

【指定なし】
新規採用職員81人に「男女共同参画推進」の講義を実施したとあるが、職員の資質向上
を掲げるのなら、１年目、所属部署に関係なく例えば３年、５年、１０年といった節目に同様
の講義を実施してはどうか。アンケ－トで「理解できた」という回答が多かったとしても、部
署によって問題に向き合う頻度にも濃淡が出てくることもあるだろう。社会情勢も変化す
る。時代に則した「対応」が求められる。
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29年度推進状況

事 業
コード
51101

～
53203

今後の方向性

・若年層のネットリテラシー向上については、ＤＶや性暴力の防止につながることもあることから、
重要な課題であると認識しております。また、親から子どもに伝えることができるよう、親世代に対
する啓発も重要だと考えております。

基
本
目
標
Ⅴ
　
Ｄ
Ｖ
防
止
に
向
け
た
啓
発
・
教
育

主要課題別重点施策

1 市民に対するＤＶ防止の
啓発

　男女共同参画センターにおいて活動するＤＶ被害経験者による自
助グループの学習活動を支援しました。
　なお、男女共同参画センターで、「女性に対する暴力をなくす運動」
記念事業として、ＤＶ防止や性被害等に関する講演会の開催を行い
ました。また、当該期間中に展示するポスターをワークショップ形式
で参加者自ら作成し、関心度を高める取組を行いました。今後も開
催及び集客方法の工夫の検討を継続します。

(1)市民へのＤＶおよびＤＶ
被害に関する理解の促進

2 若年層に対するＤＶ防止
の啓発とＤＶ予防教育

　児童・生徒に対するＤＶ予防教育の推進については、人権教育の
一環として平成２５年度より中学生を対象にデートＤＶ防止講座を導
入し、２９年度は実施校が２校増え、５校でした。徐々に取組が広が
りつつあることから、今後も継続して広報に力を入れていく必要があ
ります。

(1)若年層へのＤＶ防止の
啓発とＤＶ予防教育の推進

男女共同参画推進委員　評価コメント

【51102・52103】
若年層への啓発に、「ネットリテラシー」の内容を加えてほしい。いわゆる「リベンジ・ポルノ」問題
は、付き合っている二人の関係が悪化したときや、実際会ったことのないネット上の相手を安易に
信じて、送った写真等が悪用されるケースが多い。被害者のみならず、多くの若年層がインター
ネットのしくみを理解せずにスマートフォンやＳＮＳを使っていることが原因の一つにある。した
がって、インターネットのしくみ、ＳＮＳのしくみ、個人情報の取り扱い、クラウドコンピューティング
などについて、きちんと教える必要がある。小学校高学年からの教育が必要である。
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Ｄ
Ｖ
対
策
基
本
計
画
推
進
状
況
の
全
体
を
通
し
て

男女共同参画推進委員　評価コメント

・DV防止に向けた啓発・教育の内容を、DVが起こる根本的な問題へのアプローチ、たと
えば歴史的な背景や思想などを知ることで、誰もが無意識に持っている常識から見直し
てみるような学習機会をぜひ作っていただきたいです。

今後の方向性

・ＤＶや性暴力の根本的な原因の一つである「ジェンダーの刷り込み」は、小さい頃から
様々な影響を受けることで無意識に醸成されていくものと思われます。こうした問題への
アプローチも大変重要であり、基本的な知識として、継続的に啓発や研修等を行っていく
必要があると考えております。
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基本目標Ⅰ　相談機能の充実
主要課題１　相談窓口の充実

111　相談窓口の周知　【重点施策】

112　相談窓口の強化

113　相談体制の整備　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

11101 相談窓口の周知
ＤＶについて相談窓口の周知
を図ります。

被害者が安心して相談できるよう工
夫した周知方法を検討しつつ、更な
る広報に努める。

市政ニュースの毎月25日号の欄外に相談先電話番号を掲載した。
啓発カードの増刷を行い、関係窓口に配布した。 ◎

相談件数はおおむね昨年度と同じ水
準で推移しており、窓口の周知は図
られていると考える。

ＤＶ被害者が安心して相談できるよう
工夫した周知方法を検討しつつ、必
要な支援を行う。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

11102 相談体制の充実
ＤＶ被害者からの面接相談を
行うとともに、電話相談を実施
します。

相談内容の複雑なケースが増加して
おり、引き続き関係機関との連携や
情報収集に努めるとともに、研修参
加など相談員の資質向上に努める。

月～金曜日の9:00～17:30（年末年始、祝日除く）に電話相談及び
面接相談を行った。 ◎ 3人の相談員が関係機関と連携して

対応した。

引き続き関係機関との連携や情報収
集に努めるとともに、研修参加などに
より相談員の資質向上に努める。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

11103
外国人の生活相
談事業

外国人市民からの各種生活
相談等について、多言語で助
言・情報提供等の支援を実施
します。

専門化、多様化する相談内容に対応
できる相談体制づくりが求められる。

・外国人を対象に生活上の各種相談に対し、情報提供や 助言を
行った。
日本語・外国語関係(22件）
教育、留学・研修、海外情報、ホームステイ （21件）
出入国、税金、労働、ＤＶ等（38件）
医療、保険、社会保障（21件）
交流、余暇、施設紹介等（18件）
生活環境、その他（24件）
・司法書士・行政書士相談(17件）

○ 各種相談については、概ね適切な対
応ができた。

専門化、多様化する相談内容に対応
できる相談体制づくりが求められる。

秘書課

11104
外国人への市政
情報提供

多言語生活ガイド西宮市版
ホームページでの情報提供、
西宮市からのお知らせ外国語
版やふれあい通信の発行等
を行います。

外国人市民の方にとって役立つ情報
を、迅速にかつ正確に提供していくた
めに情報提供の供給側のレベルアッ
プが常に求められる。

多言語生活ガイド西宮版を毎年、庁内の各課の協力を得て更新す
ることにより、外国人市民にアップツウデイトな情報を多言語で情
報を提供している。また、市政ニュースなど市からの情報をボラン
ティアにより翻訳してＮＩＡ登録外国人市民に提供している。ふれあ
い通信、さくらＦＭでも多言語で情報提供している。
・協会機関紙「ふれあい通信」の発行（4回）　・外国語放送　　毎週
土曜日
・さくらＦＭ　　毎月第3・4土曜日　・外国人向け情報提供制度（ＮＩＡ
登録）434人

○ 各事業については、ほぼ前年度実績
を維持している。

外国人市民の方にとって役立つ情報
を、迅速にかつ正確に提供していくた
めに情報提供のあり方について広く
検討を行う。

秘書課

11201 女性相談の充実

女性を取巻く多くの問題に対
して、問題解決に向けて、自ら
解決できるようアドバイスを行
います。また、面接時に子供
の保育も充実します。

効率的な相談事業の運営に努める。

・面接相談　872件
（火・水・土）10:00～16:30　1回50分　予約制　託児有
・電話相談　571件
（月・木10:00～16:00）　1回40分
・法律相談　61件
（第3金　14:00～17:00）　１回30分　予約制　託児有

・面接相談の実人員：191人（うち新規123人）

◎

・女性のための相談室として、女性の
カウンセラー、弁護士による相談事
業を実施した。
・面接相談、電話相談ともＤＶ相談件
数が前年と比べて増となった。
・面接相談、法律相談は託児付きと
した。
・予約してから相談に至るまでの期
間短縮が課題

・女性を取巻く問題解決に向けて、助
言を行う。
・より効率的な相談事業の運営に努
める。

男女共同参
画推進課

11202
相談員等に対す
る研修

相談事業のより一層の充実を
図るため、男女共同参画セン
ター職員（フェミニストカウンセ
ラー）に対して研修を行いま
す。

引き続き相談業務担当者への研修
を実施し、相談体制の充実を図る。
また、県主催等の研修も活用し、近
隣の男女共同参画センターとの交流
も図っていく。

カウンセラー（嘱託職員２名）に対しスーパーバイズ研修を実施し
た。 ◎

女性を取り巻く多様で複雑な相談を
受けるカウンセラーに対して、研修を
実施することで女性相談の充実を
図った。

カウンセラーに対する研修を実施し、
相談体制の充実と質向上に努める。

男女共同参
画推進課

平成３０年度取組目標
（今後の改善・見直し内容）

所管課
事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価
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11203
市民生活相談の
充実

市民の日常生活上生じる多
種多様なトラブル、悩み事な
どの相談を受け付け、問題解
決の方向性をアドバイスし、
市民生活の安定及び福祉の
向上を図ります。

法律相談の曜日ごとのキャンセル・
空きの数をカウントし、適切で効率的
な事業実施となっているかの確認を
継続する。また、法律相談以外の市
民生活相談事業についても、引き続
き実施方法等を検討するとともに、市
民への周知徹底に努める。

・法律相談･･･143回、1,667件
・家事相談･･･143回、381件
・交通事故相談･･･234回、122件
・登記・境界相談･･･23回、131件
・国・県の行政相談･･･24回、31件
・公正証書相談･･･21回、57件

◎
効率的な運用の検討・見直しについ
ては、各種団体との調整等が必要と
なるため、引き続き検討していく。

　法律相談の予約受付に関して、当
日予約のみで運用していたものを、
一部の相談枠について先行予約を
導入した。
　引き続き、法律相談の曜日ごとの
空きやキャンセルの状況を把握する
ことや、近隣市の実施概要を照会
し、効果的な実施について検討す
る。法律相談以外の市民生活相談
事業についても、実施方法等を検討
するとともに、市民への周知を継続し
て行う。

市民相談課

11204
福祉相談体制の
充実

高齢者に関する日常生活上
の相談、要援護高齢者に対す
る福祉サービスの相談、認知
症高齢者の相談等を実施しま
す。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の
支援を行うために、地域の高齢者の
相談窓口として市内15ヶ所の地域包
括支援センターの運営を行う。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受ける。

・地域包括支援センター運営事業
地域の高齢者の生活の支援を行うために、市内15ヶ所で地域包括
支援センターの運営を行った。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の福祉総合相談（認知症相談）に
おいて広く相談を受けた。

◎

・地域包括支援センター運営事業
地域包括支援センターについて、当
初の目標通り、市内15か所での運営
となった。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受けた。

・地域包括支援センター運営事業
　引き続き、地域の高齢者の生活の
支援を行うために、地域の高齢者の
相談窓口として市内15ヶ所の地域包
括支援センターの運営を行う。
・認知症地域ケア推進事業
　引き続き、社会福祉協議会設置の
福祉総合相談（認知症相談）におい
て広く相談を受ける。

地域共生推
進課

11205
精神保健福祉相
談

精神保健に関する相談を行
い、適切な助言・指導を行うこ
とにより、精神障害の発生や
増悪を防止するとともに、精
神的健康の保持増進を図りま
す。

再掲（事業コード：男女プラン51123） 健康増進課

11301

DV防止に向け
た関係機関との
連携した取組の
推進

ＤＶ被害者支援のため、関係
機関との定期的連絡会を開
催します。

配偶者暴力相談支援センターを中心
とした実務担当者会議を定期的に開
催し、関係窓口相互の連携の円滑化
を図る。

ＤＶ被害者支援実務担当者会議を開催した。（６月　１回） ◎

ＤＶ被害者実務担当者会議において
配偶者暴力支援センターの事業概
要及び関係各課の支援状況等の報
告を行った。また、各担当課の疑問
や課題を共有し、お互いの処理方法
を確認し合うことができた。

配偶者暴力相談支援センターを中心
とした実務担当者会議を定期的に開
催し、関係窓口相互の連携強化を図
る。

男女共同参
画推進課

11302
「配偶者暴力相
談支援センター」
の設置

ＤＶ被害者支援を総合的に行
います。

被害者が安心して相談できるよう工
夫した周知方法を検討しつつ、必要
な支援を行う。

3名の相談員が月～金曜日の9:00～17:30（年末年始、祝日除く）に
電話相談及び面接相談を行った。 ◎

電話相談、面接相談を実施し、関係
窓口への同行支援など、必要な支援
を行った。

相談者のニーズを聞き取り、必要な
支援を行う。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

主要課題２　保険・医療関係者による早期発見・通報

121　保健・医療関係者によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの実施

122　保健・医療関係者の通報体制の整備

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

12101

母親学級・両親
学級などによる
妊娠・出産に関
する知識の普及

妊娠・出産・育児について必
要な指導助言を行います。

再掲（事業コード：男女プラン43101） 地域保健課

12102
乳幼児相談・指
導・健診等の充
実と情報の提供

乳幼児を対象に、疾病の早期
発見や母親への育児支援、
虐待の早期発見・予防等を目
的に健康相談、訪問指導等を
実施します。

再掲（事業コード：男女プラン43102） 地域保健課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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12201
医療現場の通報
体制の構築

医療現場におけるＤＶ被害の
通報体制のマニュアル化を検
討します。

詳細な対応まで網羅したマニュアル
を作成し、院内周知を図る。

マニュアルの作成を進める中で、対象者によって対応を変える必要
性が判明した。
対象者に応じたマニュアル作成に取り組みつつ、外部からの問合
せ等については個人情報保護規定に従い対応している。

○
対象者によって異なる詳細な対応を
網羅したマニュアルの作成には至っ
ていないが、DV被害の通報体制に
ついては周知できている。

詳細な対応まで網羅したマニュアル
を作成し、院内周知を図る。

医事課

12202

民間の保健・医
療機関等へのＤ
Ｖ被害者支援に
関する情報提供

保健・医療現場で発見したＤＶ
被害者の通報先や相談先の
周知を促進します。

引き続き、母子保健事業の中でDV
の早期発見、DV疑いやハイリスク家
族の支援を行っていく。

乳幼児健診や虐待担当課からの情報提供により把握した虐待（疑
い含む）ケースやDVケースについて、関係機関と連携しながら訪問
や電話等でフォローを行った。

○

ＤＶ避難している方に乳幼児健診とう
の行政サービスを受けられるように
手配したり、訪問・面接等で相談に応
じたり、専門相談機関や各種支援方
法を紹介している。

引き続き、母子保健事業の中でDV
の早期発見、DV疑いやハイリスク家
族の支援を行っていく。

地域保健課

12203
ＤＶ被害者支援
窓口担当者連絡
会議の開催

庁内外の関係機関と情報共
有などの連携を強化します。

庁内ＤＶ被害者支援実務担当者会議
を軸として、庁外関係機関を加える
形で連携強化に実効性のある連絡
会議等の開催に向け検討を進める。
県主催の市町DV担当課長会議が開
催されれば出席し、他市の状況も参
考にしたい。

ＤＶ被害者支援実務担当者会議を開催した。（６月　１回） ○

ＤＶ被害者実務担当者会議において
配偶者暴力支援センターの事業概
要及び関係各課の支援状況等の報
告を行った。また、各担当課の疑問
や課題を共有し、お互いの処理方法
を確認し合うことができた。

配偶者暴力相談支援センターを中心
としたＤＶ被害者実務担当者会議を
軸に、庁外関係機関と情報を共有で
きる会議開催について、検討する。

男女共同参
画推進課

主要課題３　福祉関係者および市民による早期発見・通報

131　福祉関係者によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの充実

132　民生委員・児童委員によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの充実

133　市民によるＤＶの早期発見に向けた取り組みの充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

13101

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連絡
会議の開催（再
掲）

庁内外の関係機関と情報共
有などの連携を強化します。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同参
画推進課

13102
みやっこ安心
ネットの充実

要保護児童の早期発見や適
切な保護と関係機関の連携に
よる組織的・効果的な対応を
図ります。

チームでの情報共有を進めつつ、関
係機関との連携し、要保護児童の早
期発見・適切な保護を行う。

家庭児童相談員の地区担当制を導入し、関係機関との連携強化
に努めた。 ○

家庭児童相談員と関係機関との連
携が向上し、要保護児童の早期発
見・適切な保護を行うことができた。

引き続き関係機関との連携を図り、
要保護児童の早期発見・適切な保護
に努める。

子供家庭支
援課

13201
民生委員・児童
委員会活動の育
成

民生委員・児童委員が地域で
の福祉コミュニティの中心的
役割を担えるよう研修を行い
ます。

民生委員がどのような研修内容を求
めているかについての意見を集めて
いく。

研修内容の希望について、事前に聞き取りを行い開催することが
出来た。 ◎

研修内容の希望について、民生委員
に事前に聞き取りを行い開催するこ
とが出来た。

引き続き、研修内容の希望について
聞き取りを行う。また、すこやか赤
ちゃん訪問についても、継続してい
く。

地域共生推
進課

13301
女性の人権尊重
に関する広報啓
発

女性に対する暴力を根絶する
ため、広報媒体を通じて啓発
を行います。

西宮市ＤＶ対策基本計画を軸に、女
性に対する暴力を根絶する啓発を行
う。
「ＤＶ防止連絡カード」の新たな活用
方法を検討したい。

・ＤＶ相談連絡先カードを発行：5,000枚
・労政にしのみや11月号に「女性に対する暴力をなくす運動に関す
る記事を掲載。
ＤＶ防止及びＤＶ被害者支援に関する資料等を配架・貸出した。

◎
労政にしのみやへの記事掲載や、Ｄ
Ｖ相談連絡先カードの発行など、女
性に対する暴力を根絶するための広
報を行った。

西宮市ＤＶ対策基本計画を軸に、女
性に対する暴力の根絶に向け、多様
な媒体を通じた広報・啓発に努める。

男女共同参
画推進課

13302
ＤＶを考える講
座の実施

親しい男女間の暴力や家庭
内の子供に対する暴力に関
連する講座を実施し、ＤＶに対
する理解を深めます。

中学校での「デートＤＶ」の出前講座
に新規校の応募が増えるよう、さらに
広報・実施方法を工夫したい。

・「女性に対する暴力をなくす運動週間」記念シンポジウム「もし、あ
の人が変わってくれたら～ＤＶ加害者プログラムの取組みから考え
る」
・110年ぶりの刑法性犯罪規定の大幅改正～改正までの道のりとこ
れから～
・中学生のための出前講座「デートＤＶ防止講座」

○

親しい男女間の暴力や家庭内の子
供に対する暴力に関連する講座を実
施し、ＤＶに対する理解醸成に努め
た。中学校への出前講座「デートＤＶ
防止講座」の実施校を増やすことが
課題。

ＤＶについて考え、理解を深めるため
の講座を実施する。
・デートＤＶ防止講座については、募
集時期の見直しや実施方法の工夫
など、実施校の拡大に向けて取組
む。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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基本目標Ⅱ　被害者の安全確保

主要課題１　緊急時の安全確保と一時保護までの支援

211　被害者の安全確保のための体制づくり

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

21101
母子緊急一時保
護

ＤＶ被害者の緊急一時保護を
行います。

安全かつ迅速に一時保護ができるよ
う関係機関と調整する。

関係機関と連携し、ＤＶ被害者の緊急一時保護を行った。 ◎ ＤＶ被害者の一時保護をスムーズに
行えるよう関係機関と連携した。

安全かつ迅速に一時保護ができるよ
う関係機関と調整する。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

21102
外国人の生活相
談事業（再掲）

外国人市民からの各種生活
相談等について、多言語で助
言・情報提供等の支援を実施
します。

再掲（事業コード：DV対策11103） 秘書課

21103
民間支援団体と
の連携促進

民間支援団体との情報共有
及び団体の活動を支援しま
す。

引き続き機関紙の購入という形で支
援を行いたい。

機関誌を購入することで情報の共有と支援を行った。
　20団体 ○

直接的な連携を図ることはできな
かったが、機関紙等の購入により、
民間支援団体との情報共有及び支
援を行った。

機関紙等の購入を続ける。
男女共同参
画推進課

21103
民間支援団体と
の連携促進

民間支援団体との情報共有
及び団体の活動を支援しま
す。

県の一時保護所だけでなく、民間
シェルターの情報提供、利用等を検
討していく。

相談内容に応じて民間シェルターの情報提供を行った。 ○ 相談者の状況に応じて民間シェル
ターの情報提供をした。

必要に応じて民間シェルターの情報
提供、利用等を検討していく。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

主要課題２　警察と連携した被害者の支援

221　警察との連携強化

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

22101
母子緊急一時保
護

ＤＶ被害者の緊急一時保護を
行います。

再掲（事業コード：DV対策21101）
配偶者暴力
相談支援セン
ター

22102

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連絡
会議の開催（再
掲）

庁内外の関係機関と情報共
有などの連携を強化します。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同参
画推進課

主要課題３　被害者に係る情報の保護

231　情報保護の体制強化　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

23101

ドメスティック・バ
イオレンス及び
ストーカー行為
等の被害者の保
護のための支援
措置

ドメスティック・バイオレンス及
びストーカー行為等の加害者
等に対し、被害者の住民情報
の公開を拒否します。

引き続き、事務取扱要領に基づき適
切な処理を行っていく。また、支所向
けに研修を行い、支所での受付・応
対を充実させる。

事務取扱要領及び要領に基づいた応対時マニュアルにより適切に
支援措置を実施。また、支所向けに研修を行い、支所での受付・応
対を充実させた。

◎ 各担当・支所と連携し適切に処理さ
れている。

引き続き、事務取扱要領に基づき適
正に処理を行い、各課との連携を引
き続き行っていく。また、応対時マ
ニュアルを必要に応じて適宜変更し
ていく。

市民第２課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標
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23102
ＤＶ被害者支援
窓口担当者連絡
会議の開催

ＤＶ被害者支援のケース検討
会を実施します。

ＤＶ事案の発見時の連携支援、そし
て危機状況での措置における支援、
また回復期での見守る支援等、局面
ごとの役割の相互理解など、実効性
のある連携維持の方法を検討してい
く。

個別ケースの処遇において、ＤＶ被害者支援に関わる関係機関と
適宜連携し、被害者支援を行った。 ○

ケース検討会は未実施であったが、
個別ケースの処遇において、適宜連
携し。被害者支援ができた。

個別ケースの処遇において連携する
ことで、被害者支援につなげる。効果
的かつ実効性のある連携方法につ
いて検討を進める。

男女共同参
画推進課

基本目標Ⅲ　自立支援

主要課題１　ＤＶ被害者の手続きの負担軽減

311　ＤＶ相談窓口、手続きのワンストップ化　【重点施策】

312　婦人相談の充実

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

31101

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連絡
会議の開催（再
掲）

庁内外の関係機関と情報共
有などの連携を強化します。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同参
画推進課

31102
「ＤＶ被害者支援
のためのフロー
チャート」作成

「ＤＶ被害者支援のためのフ
ローチャート」によりスムーズ
な被害者支援をめざします。

作成したフローチャートの整備を行
い、よりよいものにしていく。

庁内担当者連絡会議において「ＤＶ被害者支援基本フローチャー
ト」に基づく支援について関係各課に周知した。 ○ 「ＤＶ被害者支援基本フローチャート」

に基づき、支援を行った。
「ＤＶ被害者支援基本フローチャート」
の活用について周知する。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

31103
「ＤＶ被害者支援
共通相談シート」
の作成

ＤＶ被害者の支援に漏れが無
いようにするための相談記録
作成を検討します。

各窓口での「相談受付票」の利用に
ついて引き続き検討する。

作成した「相談受付票」に基づきスムーズな支援を行うように努め
た。 ○ 「相談受付票」の内容を検討し、適切

な支援ができるよう努めた。
「相談受付票」を基に、必要な支援を
提供する。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

31201
ひとり親家庭相
談事業の充実

ひとり親家庭の抱える様々な
問題について、相談に応じ、
適切な支援・情報を提供しま
す。

各家庭の状況から必要な支援を提
供できるよう、各施策の把握に努め
る。

各家庭のニーズを把握し、各施策の紹介、情報提供、必要な支援
を行うことができた。 ○

相談者からの聞き取りにより、必要と
する支援を把握し、他課と連携する
など、支援を行うことができた。

最新の情報を把握し、適切な支援の
提供に努める。

子供家庭支
援課

31202
ＤＶ被害者への
支援

施設を退所した世帯も含め、
就労・自立の支援を行ってい
ます。

他課や他機関への同行支援の際、Ｄ
Ｖ被害者への配慮などの連携を徹底
していく。

必要に応じ、関係機関との連絡調整、担当窓口への同行支援を
行った。 ◎

健康保険等の諸手続き・就労・離婚
調停・賃貸契約等生活全般にわたり
自立を支援している。

他課や他機関への同行支援の際、Ｄ
Ｖ被害者への配慮などの連携を徹底
していく。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

31203

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連絡
会議の開催（再
掲）

庁内外の関係機関と情報共
有などの連携を強化します。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同参
画推進課

主要課題２　心身に回復に向けた支援

321　心身回復のための支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

32101
母子・父子福祉
センター事業の
充実

母子・父子福祉センターの管
理運営を行い、母子及び寡婦
世帯の各種相談に応ずるとと
もに、就労・自立支援を行い
ます。

指定管理期間が平成29年度までで
ある。ひとり親家庭の支援施策にお
ける母子・父子福祉センターのあり
方について検討する。

指定管理者において、ひとり親家庭からの各種相談に応じた。
また、平成30年度以降の指定管理者の選定を行った。 ○

ひとり親家庭からの各種相談に対
し、関係機関と連携の上、応じること
ができた。

母子・父子福祉センターが入る福祉
会館が、平成30年度中に解体予定
のため、同センターのあり方につい
て検討する。

子供家庭支
援課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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32102

男女共同参画セ
ンターにおける
フェミニストカウ
ンセリングの実
施

健康に関する相談や助言を
行います。

効率的な相談事業の運営に努める。

・面接相談　872件
（火・水・土）10:00～16:30　1回50分　予約制　託児有
・電話相談　571件
（月・木10:00～16:00）　1回40分
・法律相談　61件
（第3金　14:00～17:00）　１回30分　予約制　託児有
・面接相談の実人員：191人（うち新規123人）

◎

・女性のための相談室として、女性の
カウンセラー、弁護士による相談事
業を実施した。
・面接相談、電話相談ともＤＶ相談件
数が増となった。
・面接相談、法律相談は託児を付け
た。
予約してから相談に至るまでの期間
短縮が課題

・女性を取巻く問題解決に向けて、助
言を行う。
・より効率的な相談事業の運営に努
める。

男女共同参
画推進課

32103
自助グループの
育成

自助グループの育成と活動の
支援を行います。

自助グループ自体が無理のない範
囲で、更に他のＤＶ被害者の支援活
動へと支援の輪が広がるよう支援し
ていく。

活動推進グループである自助グループについて、
・学習室利用の優遇措置やロッカーの貸出を行った。
・資料等の情報アドバイスを行った。

◎

DV被害者がお互い非難されない安
全な場で、自らの体験を語り。お互い
をエンパワメントする活動の支援が
できた。

自助グループがお互いにエンパワメ
ントできるよう、また、DV被害者への
支援の輪を広げていけるよう、グ
ループの育成と活動の支援を行う。

男女共同参
画推進課

主要課題３　生活の支援

331　生活基盤整備のための支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

33101
母子家庭等医療
費助成

母子（父子）家庭の児童と養
育する母（又は父）に医療費
の一部を助成します。

国・県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の維持運営に努める。

健康保険診療による医療費の自己負担額から、一部負担金を控
除した額を助成。 ◎ 市単独事業を継続することができ

た。
国・県の動向に注視しつつ実施可能
な範囲で制度の運営に努める。

医療年金課

33102
児童扶養手当の
給付事業

父（又は母）と生計を共にでき
ない児童が養育されている家
庭の安定と自立を助けるため
に児童扶養手当を給付しま
す。

マイナンバーの情報連携に向け、国
の動向に注意しながら、システム改
修等の対応を適切に行っていく。

各受付件数
・相談　461件
・新規申請　366件
・転入　68件
・額改定　44件
・資格喪失　192件
・諸届　132件
・現況届　3,246件
・一部支給停止適用除外事由届出書受付　　1,843件
・自宅訪問および実態調査　38件

◎
改正された国の制度を適切に執行
し、支給事務を適切に行った。執行
にあたっては、制度について受給者
への理解と周知を図った。

平成３０年度に実施される支給回数
の見直し等の制度改正について、国
の動向に注意しながら、効果的な受
給者への周知、システム改修等の対
応を適切に行っていく。

子育て手当
課

33103
福祉資金（母子
等）貸付制度等
の充実

県の施策を受けて、母子家庭
等の生活に必要な資金を貸し
付けます。

県の施策を受けて、必要な資金を貸
付るとともに、自立を促すような情報
提供も行う。

適切な申請受付、審査及び決定で必要な資金の貸付を行うととも
に、自立を促すための情報提供を行うことができた。 ○

各相談者の状況に応じ、自立促進に
向けた指導を適切に行うことができ
た。

貸付対象が拡充していくなかで、適
切な審査及び決定を行うとともに、相
談者の生活状況に応じた自立支援を
おこなっていく。

子供家庭支
援課

33104
ＤＶ被害者の国
民健康保険の特
別加入

ＤＶ被害者の保険診療による
医療を受ける権利を確保する
ことにより被害者の自立を支
援します。

引き続き、DV被害者の保険診療によ
る医療を受ける権利を確保すること
により、被害者の自立を支援すること
を目標とする。

昨年同様、DV相談室を中心に関係各課と連携を図った。 ◎
DV相談室や医療年金課等、関係各
課と連携をとり、DV被害者の国保加
入等の手続きがスムーズに行うこと
ができた。

昨年同様、DV被害者の保険診療に
よる医療を受ける権利を確保すると
ともに、個人情報の取扱いについて
充分注意し、ＤＶ被害者の自立を支
援する。

国民健康保
険課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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主要課題４　就労の支援

341　就労支援に向けた環境整備

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

34101 労働相談の実施

勤労者の生活安定・福祉向上
のため、勤労者及び事業主か
らの労働問題に関する相談に
対し、社会保険労務士による
適切な助言、指導を行いま
す。

各広報媒体により周知を図り、知名
度を高め（主に出張労働相談）、利用
者数の増加に努める。

労働相談
【開設日時】毎週火曜(16時～20時）、第1・3・5木曜（16時～20時）、
第2・4土曜（10時～18時）
【場所】ぷらっとアイ（西宮市立勤労青少年ホーム）

出張労働相談（事前予約制）
【開設日時】第４金曜日（13時～17時）
【場所】プレラにしのみや4階 415学習室

・労働相談件数…135件
・出張労働相談件数…3件

○

勤労青少年ホーム実施の労働相談
件数は増加したが、出張労働相談件
数は減少した。利用者を増やすため
に広報媒体などで周知するとともに、
今後の実施方法について検討してい
く必要がある。

労働相談の開催日数・時間の変更に
ついて、利用者状況を踏まえて検討
を行う。特に年々利用者が減少して
いる出張労働相談の必要性を検討し
ていく。

労政課

34102
自立支援教育訓
練給付金事業

教育訓練講座を受講したひと
り親家庭の親に講座終了後、
受講料の一部を助成し、ひと
り親家庭の自立の促進を図り
ます。

平成29年度から雇用保険法による一
般教育訓練給付金の受給資格のあ
る方も対象となる。ただし、受講料の
6割から一般教育訓練給付金支給額
を差し引いた額が支給される。申請
件数の増加が見込まれるため、適切
に対応する。

平成29年度から雇用保険法による一般教育訓練給付金の受給資
格のある方も対象となったため、申請件数が増加した。 ◎ 増加する申請に対応し、ひとり親家

庭の自立促進を図ることができた。

増加する申請件数が見込まれるなか
で、適切な審査及び決定を行うととも
に、相談者の聞き取りによって、自立
促進に向けた情報提供を行ってい
く。

子供家庭支
援課

34103
高等職業訓練促
進給付金による
事業

就職に結びつきやすい資格
の取得を促進するため、訓練
促進給付金を支給し、ひとり
親家庭の自立促進を図りま
す。

平成29年度から兵庫県社会福祉協
議会が実施主体となり、高等職業訓
練促進給付金受給者を対象とし、入
学準備金、就職準備金の貸付が始
まる。申請窓口となるため、兵庫県
社会福祉協議会と連携しつつ事業を
行う。

平成29年度から兵庫県社会福祉協議会が実施主体となり、高等職
業訓練促進給付金受給者を対象とし、入学準備金、就職準備金の
貸付が始まった。申請窓口となり、兵庫県社会福祉協議会と連携し
つつ事業を行った。

○
兵庫県社会福祉協議会と連携しつ
つ、概ねスムーズに業務を行うこと
ができた。

増加する申請件数が見込まれるなか
で、適切な審査及び決定を行うととも
に、相談者の聞き取りによって、自立
促進に向けた情報提供を行ってい
く。

子供家庭支
援課

34104
働く女性対象の
能力向上のため
の講座等の実施

働く女性対象の能力向上のた
めの関連講座等を実施をしま
す。

働く女性のニーズの把握に努め、ス
キルアップにつながる講座の実施を
検討する。

・女性の小商い・プチ起業応援講座
・忙しい女性のためのマインドフルネス入門
・働く女性に！「薬膳」でからだのリズム改善
・働きつなぐためにできること～仕事と暮らしを守るためにを実施し
た。

◎

起業を応援する講座や、忙しい女性
の心とからだを癒す講座を実施でき
た。
また、対象者を非正規職で働くシン
グル女性限定にした講座なども実施
することができた。

働く女性のニーズの把握に努め、能
力向上につながる講座を実施する。

男女共同参
画推進課

34105
チャレンジ支援
コーナーの充実

関係機関と連携し、チャレンジ
支援のための情報を提供する
など、女性の就業や再就職の
支援を行います。

引き続き兵庫県ほか関係機関と連携
し、チャレンジ支援のための情報を
提供するなど、女性の就業や再就職
の支援を継続する。

・ハローワーク西宮と共催し、女性や再就職を目指す母親を対象に
した就職支援セミナーを実施した。
・就労関係のチラシを配架した。

◎
ハローワークサテライトや若者サ
ポートステーションと連携し、多様な
情報を提供できた。

関係機関と連携し、チャレンジ支援
のための情報を提供するなど、女性
の就業や再就職の支援に努める。

男女共同参
画推進課

34106
再就職支援のた
めの講座の実施

再就職を目指す女性を対象
に、再就職セミナーやパート
労働相談を実施します。

再就職するには現状を把握してもら
い、メンタル的なサポートが必要であ
る。それに合わせた具体的な就職に
関する講座を行いたい。
図書・資料コーナーでの情報提供と
関連講座を実施すると共に、ハロー
ワークとも連携した一体的な支援を
行っていく。

・女性のためのチャレンジ相談を実施　相談件数：32件
・女性のための就労支援講座
　パートから始める私のキャリア作り
・女性のための就職支援セミナー
・マザーズ就職支援セミナー
　働くママの時間管理術
・出張！女性のための働き方セミナー
　働きつなぐためにできること～仕事と家庭を守るために
を実施。

◎
・再就職・起業等をめざす女性を支
援するチャレンジ相談を実施した。
・ハローワークとも共催し、再就職支
援の講座を実施することができた。

女性の再就職やチャレンジを支援す
る相談や講座を実施する。また、同
フロアに設置しているハローワーク
（サテライト）とも連携し、一体的な支
援に努める。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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主要課題５　住宅の支援

351　住宅確保に向けた支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

35101
ＤＶ被害者の市
営住宅への入居
の支援

市営住宅の一時使用や、市
外居住であっても一般公募に
申込みができることなど、ＤＶ
被害者の住宅確保に向けた
支援を行います。

引き続き、一般募集において単身世
帯での申し込みや市外在住者の申し
込みを可能とし、DV被害者の住宅確
保に向けた支援を継続していく。

前年に引き続き、一般募集において単身世帯での申し込みや市外
在住者の申し込みを可能とした。

◎

一般公募において、単身世帯での申
し込みや市外居住者であっても申し
込みできるよう申込資格を明記し、該
当者が住宅確保しやすい環境を提
供している。（H25のDV防止法改正
については対応済）

引き続き、一般募集において単身世
帯での申し込みや市外在住者の申し
込みを可能とし、DV被害者の住宅確
保に向けた支援を継続していく。

住宅入居・家
賃課

35102
母子生活支援施
設の整備・充実

住まいに困窮する母子の入
所する施設を整備します。

年１回行われる施設指導監査を適切
に実施するとともに、入所者の支援
方法等について今後も連携をとって
いく。

施設と連携し、入所者支援を行った。
指導監査を実施した。 ○

施設職員からの相談に応じるなど、
適切な入所者支援を行うことができ
た。
指導監査において、改善点を指摘し
た。

引き続き施設職員と連携し、入所者
支援を行う。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

35103
民間団体との連
携

ＤＶ被害者に民間支援団体の
情報提供を行うとともに、民間
支援団体との情報共有を行い
ます。

引き続き機関紙等を購入し情報提供
を行い、カウンセリングの中での処遇
として民間団体の紹介も行っていく。

機関誌を購入することで情報の共有と支援を行った。
　20団体 ○

直接的な連携を図ることはできな
かったが、機関紙等の購入により、
民間支援団体との情報共有及び支
援を行った。

機関紙等の購入を続ける。
男女共同参
画推進課

35103
民間団体との連
携

ＤＶ被害者に民間支援団体の
情報提供を行うとともに、民間
支援団体との情報共有を行い
ます。

県の一時保護所だけでなく、民間
シェルターの情報提供、利用等を検
討していく。

相談内容に応じて民間シェルターの情報提供を行った。 ○ 民間シェルターと連携を図り、相談者
に情報提供をした。

必要に応じて民間シェルターの情報
提供、利用等を検討する。

配偶者暴力
相談支援セン
ター

主要課題６　子どもへの支援

361　子どものケアに関する支援　【重点施策】

362　就学・保育に関する支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

36101
子育て相談事業
の実施

子育て総合センターにおい
て、乳幼児の子育て相談に専
門スタッフが対応します。

・相談内容が多岐にわたってきてい
る。引き続き相談員のスキルアップを
図る。また、他機関との連携を図る。
・よりコンシェルジュの周知を図る。

・親子サロンスタッフ、地域子育てアドバイザーによる子育て相談
・専門相談員、臨床心理士、子育てコンシェルジュによる電話、来
所、eメールによる相談
・親子サロンで月1回子育て相談会
・相談延件数　1,382件

○

・相談件数は年々増加、その内容も
多岐にわたってきているが、利用者
が気軽に相談できるような関係性を
築き、日常的に気持ちに寄り添う支
援を行ったり、専門員としてのスキル
を生かして利用者を受け止め、関係
機関と連携したり、情報を提供したり
して必要な支援を丁寧に行ってき
た。

・相談内容が多岐にわたってきてい
る。引き続き相談員のスキルアップを
図る。また、他機関との連携を図る。
・コンシェルジュの増員を図り、地区
割りに基づいて役割分担することで、
より多くの子育て中の人に必要な支
援が行き届くようにする。

子育て総合
センター

36103
育児相談体制の
整備・充実

保育所において、就学前の児
童の保護者の育児について
の不安や悩みを一緒に考え、
解決への情報提供や助言を
行います。

引き続き、実施していく。
公立…全23保育所で育児相談、児童館において保育所長による育
児相談 ○

計画に基づき実施している。また、児
童の保護者と共に考えていく姿勢を
大事にし、相談しやすい環境づくりを
行っている。

引き続き、実施していく。
保育幼稚園
事業課

36201
子育てショートス
テイ事業の推進

国補助を受けて、出産・疾病
等で一時的に保育が困難に
なったときに乳児院・児童養
護施設に委託して宿泊つきの
保育を行います。

利用者に適切な支援を行うために、
指定施設と連携しながら、事業を周
知させる。

事業を周知し、指定施設との連携を深め、利用者を適切に支援し
た。 ○

施設が満員の場合に、保育所の一
時預かり等別の制度を案内し、利用
者を適切に支援できた。

利用者に適切な支援を行うために、
指定施設と連携しながら、事業を周
知させる。

子供家庭支
援課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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36202
留守家庭児童育
成センターの整
備・充実

保護者が就労等により昼間家
庭にいない留守家庭児童の
ために、放課後や長期休業中
における子供たちの安全と健
全育成を図るために実施しま
す。

今後も引き続き待機児童対策を進め
る。また、サービス向上のため指定
管理者の公募施設を拡大する。
また、４年生の受け入れを順次拡大
していく。

・留守家庭児童育成センター延べ利用者数　39,188人
・待機児童の解消および施設整備　今津（幼稚園舎の改修）
・９施設で４年生受入れを行った。

○

今津幼稚園舎の改修による施設整
備を行い、待機児童対策を一定行う
ことができたため。また、４年生受入
れについても実施センターを９施設
に拡大することができたため。

今後も引き続き待機児童対策を進め
る。また、サービス向上のため指定
管理者の公募施設を拡大する。ま
た、４年生の受入れを順次拡大して
いく。

育成センター
課

36203
家庭児童相談事
業

児童が健全に育成されること
を目的に、児童と保護者の相
談支援を行う。

家庭児童相談員が2名増員となり、
指導を適切に行うとともに、児童と保
護者の適切な相談支援を行う。

家庭児童相談員が増員となったことに伴い、地区担当制を導入し、
関係機関との連携強化に努めた。 ○

家庭児童相談員と関係機関との連
携が向上し、児童と保護者の相談に
適切に対応できた。

引き続き関係機関との連携を図り、
児童と保護者の適切な相談支援を
行う。

子供家庭支
援課

基本目標Ⅳ　支援者の資質向上

主要課題１　ＤＶ被害者支援に向けた職員の資質向上、苦情への対応

411　職員等の資質向上　【重点施策】

412　苦情とその対応内容の情報提供

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

41101
市職員に対する
講演会などの研
修の実施

男女共同参画社会の推進、Ｄ
Ｖやセクシュアル・ハラスメント
の防止など、女性の人権問題
についての理解を深めるとと
もに業務に資するため、全職
員を対象に講演会などの研修
を実施します。

29年度以降についても継続して研修
を実施していく。

平成29年度新規採用職員81名に対して「男女共同参画推進」の講
義を行った。 ○

新規採用職員に対する講義では、終
了後に理解度アンケートを実施した
結果、「理解できた」という回答が多
く、一定の周知ができたと思われる。

30年度以降についても継続して研修
を実施していく。

研修厚生課

41102
相談員等に対す
る研修

相談事業のより一層の充実を
図るため、フェミニストカウン
セラー等に対して研修を行い
ます。

再掲（事業コード：DV対策11202）
男女共同参
画推進課

41201

「市民の声」の
データーベース
化による情報の
共有

「市民の声」における苦情につ
いて分析を行い適切に対応し
ます。

データベースの活用について庁内に
十分周知することで、市民から寄せ
られた要望等が市政により反映され
るように努める。

・市民の声・・・931件
・団体要望･･･64件
・政党・会派等予算要望･･･978項目

○
29年度に受付した市民の声等の
データ登録作業が完了後、速やかに
全課宛に周知する。

データベースの活用について庁内に
十分周知することで、市民から寄せ
られた要望等が市政により反映され
るように努める。

市民相談課

41202

ＤＶ被害者支援
窓口担当者連絡
会議の開催（再
掲）

ＤＶ被害者支援のケース検討
会を実施します。

再掲（事業コード：DV対策12203）
男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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基本目標Ⅴ　ＤＶ防止に向けた啓発・教育

主要課題１　市民に対するＤＶ防止の啓発

511　市民へのＤＶ及びＤＶ被害に関する理解の促進　【重点施策】

512　ＤＶ防止及びＤＶ被害からの回復に向けた支援

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

51101

「西宮市人権教
育・啓発に関す
る基本計画」の
推進

計画の推進本部として、各種
人権に関する調査を実施、ま
た推進のための各種会議を
開催します。

引き続き市政ニュースや市ホーム
ページ等で子供の人権、女性の人権
についての電話相談を広報お知らせ
していく。また人権教室を行い、子供
たちにいじめについて学んでもらう。

「女性の人権ホットライン」「子どもの人権１１０番」
の電話相談を市政ニュースや市ホームページ等で
広報した。
「子どもの人権ＳＯＳミニレター」では、６２通の相談が寄せられ人権
擁護委員が返信の手紙を書いた。
手作りの人権紙芝居などを用いて「思いやり」の大切さ伝えていく
人権教室を2小学校1幼稚園で開催した。また、子供にもわかりや
すい人権マンガパネル展も開催した。

○
ＤＶ対策として電話相談等の広報の
継続は必要である。また、人権教室
では、人権紙芝居などで子供にわか
りやすいよう工夫している。

引き続き市政ニュースや市ホーム
ページ等で子供の人権、女性の人権
についての電話相談広報お知らせし
ていく。また、人権教室で子供たちに
いじめについてわかりやすく学んでも
らう。

人権平和推
進課

51102
講座・講演会・イ
ベントの実施

男女共同参画センター等にお
いて関連講座の開講。講演会
やイベントを実施します。

中学校での「ＤＶ・デートＤＶ」の出前
講座に応募が増えるよう広報した
い。また、実施校を増やしたい。

・「女性に対する暴力をなくす運動週間」記念シンポジウム「もし、あ
の人が変わってくれたら～ＤＶ加害者プログラムの取組みから考え
る」
・110年ぶりの刑法性犯罪規定の大幅改正～改正までの道のりとこ
れから～
・中学生のための出前講座「デートＤＶ防止講座」
を実施した。

◎
性犯罪等防止に向けた講座や啓発
を実施した。関係機関との連携が課
題。

性犯罪防止に向けた講座や啓発に
取組む。

男女共同参
画推進課

51103
児童虐待等防止
のための講座等
の実施

児童虐待や子供の安心・安全
を守る講座等を実施します。

引き続き、母親をフォローするような
講座を続けていきたい。

子育て中の女性を支援する講座を実施した。
・がんばるママじゃいられない。
・転勤族の妻から転勤族の妻たちへ
・シングルマザーズ・カフェ：6回
・子育てママのイライラや不安を解消！本格的こころのケア講座
タッピング！！

◎

同じ悩みや課題を持つ女性が、不安
や悩みの相談や情報交換する場を
提供できた。
普段もてない自分だけの時間をもっ
てもらえるよう、「がんばるママじゃい
られない」は託児の年齢を６ヶ月から
とした。男性の家事・育児への参画
促進が課題。

子育て中の女性を支援する講座を実
施するとともに、男性の家事・育児等
への参画を促す講座を実施する。

男女共同参
画推進課

51104
自主活動グルー
プの育成

女性の地位向上とエンパワー
メントを推進し、男女共同参画
社会の形成のために学習して
いるグループを育成に努めま
す。

引き続き、活動推進グループと企画
段階から協働する形式の講座を実
施したい。今まで実施したことのない
グループにも挑戦してもらいたい。

活動推進グループ参画事業として、3講座を実施した。
・がんばるママじゃいられない！
・転勤族の妻から転勤族の妻たちへ
・ホンネが言えないオトコ心

◎

女性が中心となって立ち上げ、活動
しているグループにファシリテーター
を依頼し、２講座を実施した。
同じ悩みや不安を抱える女性同士の
エンパワメントのための支援ができ
た。

活動推進グループ参画事業を実施
するとともに、より多くの女性に参加
してもらい、エンパワメントのための
支援につなげる。

男女共同参
画推進課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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51105
啓発冊子や情報
誌の定期的発行

男女共同参画への理解を深
めるため、啓発冊子を発行し
ます。

情報誌の作成は公募による市民が
中心となって行っていたが来年度は
募集を行わず、市民参画のあり方を
検討するため一旦休止する。啓発の
ためのパネルを作成したい。

・啓発冊子「ポジティブ問題」を作成・発行した。
・男女共同参画に関する啓発パネルを作成し、展示を行った。 ◎

男女共同参画への理解を深めるた
め、冊子・パネルなど多様媒体を通じ
ての啓発活動に努めた。

男女共同参画の意識形成に向け、
啓発活動に取組む。

男女共同参
画推進課

51106
図書・資料等の
充実と貸出

男女共同参画センターの図
書・資料コーナーに関連書
籍・資料等を収集し、広く市民
に提供します。

限られた予算の中ではあるが関連図
書等をバランスよく厳選して購入した
い。
また、図書館との資料相互貸借は継
続し、利用者の便宜を図る。
新しく書架を購入したい。

・男女共同参画に資する図書・資料の選定・購入・貸出
　蔵書数：　 図書・雑誌　7,112冊　ＤＶＤ等：287本
　貸出状況：図書・雑誌　1,708冊　ＤＶＤ等：372本
・他市及び関係団体に関する資料の配架
・情報アドバイザーによるレファレンスサービス

を実施した。

◎

幅広いテーマから話題性やタイム
リーなテーマ、重要度などを勘案し、
厳選して図書・資料を購入、配架し
た。
新規に購入したＤＶＤは上映会「ラス
トフライディシネマ」で鑑賞すること
で、学習機会の提供につなげた。

男女共同参画に関心をもってもらえ
る図書・資料の選定をし、購入する。

男女共同参
画推進課

51201
ＤＶ被害者への
自助グループの
紹介

ＤＶ被害者に立場を同じくする
人で構成される自助グループ
への参加を案内します。

グループ以外のＤＶ被害者へ支援の
輪が広がるよう、また自助グループ
が安心して活動できるよう支援してい
く。

DV被害者の方へ、必要に応じて自助グループの紹介を行った。 ◎

必要な方には、自助グループの紹介
を行った。
活動推進グループの掲示版に自助
グループの紹介チラシを掲示した。

ＤＶ被害者への支援への支援の輪が
広がるよう、自助グループが安心し
て活動できるような支援に努める。

男女共同参
画推進課

51202

自主活動グルー
プの育成と自助
グループへの支
援

女性の地位向上とエンパワー
メントを推進し、男女共同参画
社会の形成のために学習して
いるグループの育成に努め、
自助グループの活動を支援し
ます。

活動推進グループが中心となって実
施委託しているいきいきフェスタ実行
委員会の運営について、より参画グ
ループの負担少なくなるよう支援して
いく。

・活動推進グループと企画から協働する参画事業を３講座実施
・活動推進グループに対して学習室使用料の減免や優先予約の優
遇措置
・活動や交流の場として、「いきいきフェスタ」、「グループ交流会」を
実施
・情報アドバイザーによる学習活動の支援
などグループの育成と支援に取組んだ。

◎
様々な取組みと施策による活動推進
グループの育成と支援に取組んだ。
グループ数が減少傾向にあり、育成
と支援のあり方の検討が必要。

活動推進グループの育成と学習活
動の支援に取組むともに、グループ
登録申請書の見直しを検討する。

男女共同参
画推進課

主要課題２　若年層に対するＤＶ防止の啓発とＤＶ予防教育

521　若年層へのＤＶ防止の啓発とＤＶ予防教育の推進　【重点施策】

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

52101
学校における性
に関する相談活
動の推進（再掲）

児童・生徒の性に関する思春
期特有の課題を健全に乗り越
え、問題を解決する必要があ
る場合に専門医による相談を
実施します。

再掲（事業コード：男女プラン43117）
学校保健安
全課

52102
学校における人
権教育の推進
（再掲）

学校における人権教育の推
進のため、研修会開催や道徳
の時間等を使った人権学習を
行います。

再掲（事業コード：男女プラン23201） 学校教育課

52103
児童・生徒への
「デートＤＶ」の啓
発冊子の配布

児童・生徒へのＤＶ防止のた
めに「デートＤＶ」の啓発冊子
を配布します。

「DV・デートDV」の若年者への啓発
は重要であるが、出前講座やパネル
展示等、冊子配付以外の方法でも啓
発していきたい。

デートDV防止講座を市立中学校5校で実施した。
市としては、啓発冊子を作成・配布していないが、講座を依頼して
いるウイメンズネットこうべが作成したデートDV防止の啓発冊子と
カードを実施校に配布した。

△

デートDV防止講座の実施校につい
ては、講座および冊子等で啓発がで
きたが、未実施校については、対応
ができなかった。デートDV防止講座
の実施校を増やすことが課題。

講座と啓発冊子の配布を合わせて
実施することが効果的であるため、
実施校を増やすための取組みを進
める。

男女共同参
画推進課

平成３０年度取組目標
（今後の改善・見直し内容）

所管課
事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価
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52104
思春期保健事業
（再掲）

人間のﾗｲﾌｻｲｸﾙの中で、性
的発達の面で特に重要な時
期である思春期の男女を持つ
保護者等を対象に、関連講座
の開講や相談を行います。

再掲（事業コード：男女プラン43116） 地域保健課

52106
性教育指導の指
針作成（再掲）

男女共同参画の視点に立っ
た性教育指導の方向性を探り
ます。

再掲（事業コード：男女プラン43119） 学校教育課

52107

青少年健全育成
に関する地域活
動・ボランティア
活動への参加促
進

地域における青少年の健全
育成活動を促進するため、青
少年の健全育成に関する広
報・啓発や青少年健全育成活
動・ボランティア活動の顕彰
（表彰）などを行います。

再掲（事業コード：男女プラン12209）
青少年施策
推進課

主要課題３　ＤＶ予防教育に向けた教職員への啓発

531　学校におけるＤＶ予防のための教育の推進

532　ＤＶ予防の取り組みの推進

４段階評価
（◎○△×） 左記のように評価する理由

53102
学校における人
権教育の推進
（再掲）

学校における人権教育の推
進のため、研修会開催や道徳
の時間等を使った人権学習を
行います。

再掲（事業コード：男女プラン23201） 学校教育課

53201

男女平等の視点
に立った教育関
係者への研修の
実施（再掲）

男女平等教育は、人間尊重を
基盤とした人権教育が基盤で
あるため、教職員に対して人
権意識の高揚を目指した研修
を行います。

再掲（事業コード：男女プラン23101） 教育研修課

53202
学校園における
男女平等教育の
推進（再掲）

教職員の研修資料の作成と
配布を行い、学校園の教育活
動の中で、男女平等教育を推
進します。

再掲（事業コード：男女プラン23102） 学校教育課

53203

学校園における
男女共同参画社
会実現を目指す
教育に関する教
職員研修の促進
（再掲）

男女平等教育に関する教職
員研修促進のため、人権教育
地区別研修会や人権教育担
当社会、人権教育研修会を実
施します。

再掲（事業コード：男女プラン23103） 学校教育課

事業
コード

事業名 事業内容 平成２９年度取組目標 平成２９年度の取組状況
平成２９年度末における自己評価 平成３０年度取組目標

（今後の改善・見直し内容）
所管課
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西宮市男女共同参画プラン
プラン中の図

表番号
項目 単位 28年度 29年度 担当課

図３－１－１ 地方議会における女性議員割合の推移（西宮市） ％ 20.0 17.9 男女共同参画推進課

図３－１－１ 地方議会における女性議員割合の推移（政令指定都市） ％ 17.1 17.2 男女共同参画推進課

図３－１－１ 地方議会における女性議員割合の推移（都道府県） ％ 9.9 10.1 男女共同参画推進課

図３－１－２ 審議会等における女性委員割合の推移（西宮市） ％ 31.2 32.2 総務課

図３－１－２ 審議会等における女性委員割合の推移(政令指定都市） ％ 31.4 s 男女共同参画推進課

図３－１－２ 審議会等における女性委員割合の推移（都道府県） ％ 31.2 31.9 男女共同参画推進課

図３－１－３
管理職（課長級）に占める女性割合の推移(学校の校長・教頭等
を除く全職種）（西宮市）

％ 11.6 12.9 人事課

図３－１－５ 西宮市内に主たる事業所があるNPO法人数 件 178 172 市民協働推進課

図３－１－９ 国籍別外国人登録者数（韓国・朝鮮） 人 3,478 3,399 秘書課

図３－１－９ 国籍別外国人登録者数（中国） 人 1,154 1,178 秘書課

図３－１－９ 国籍別外国人登録者数（アメリカ） 人 261 243 秘書課

図３－１－９ 国籍別外国人登録者数（ブラジル） 人 126 115 秘書課

図３－１－９ 国籍別外国人登録者数（フィリピン） 人 164 178 秘書課

図３－１－９ 国籍別外国人登録者数（その他） 人 1,169 1,395 秘書課

図３－２－３ 女性研究者の割合（全国）（男性研究者数） ％ 76.9 77.4 男女共同参画推進課

図３－２－３ 女性研究者の割合（全国）（女性研究者数） ％ 13.8 14.4 男女共同参画推進課

図３－２－３ 女性研究者の割合（全国）（女性割合） ％ 15.3 15.7 男女共同参画推進課

図３－２－４ 西宮市生涯学習大学「宮水学園」申込数 人 2,328 2,386 生涯学習推進課

図３－２－６ 自殺者数の推移（西宮市）（男性） 人 41 未 健康増進課

図３－２－６ 自殺者数の推移（西宮市）（女性） 人 24 未 健康増進課

図３－２－７
保育所の定員と入所児童数、待機児童数（西宮市）(保育所定
員）

人 6,566 6,711 保育施設整備課

図３－２－７
保育所の定員と入所児童数、待機児童数（西宮市）(入所児童
数）

人 6,152 5,685 保育施設整備課

図３－２－７
保育所の定員と入所児童数、待機児童数（西宮市）(待機児童
数）

人 183 323 保育施設整備課

図３－２－８ 出生数の推移（西宮市） 人 4,345 4,076 保健総務課

図３－４－２ DV関係相談状況（西宮市）（女性の悩み相談件数） 人 1,364 1,503 男女共同参画推進課

図３－４－２ DV関係相談状況（西宮市）（内DV関係の相談件数） 人 170 266 男女共同参画推進課

図３－４－２
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）電話相談（女性の悩
み相談件数）

人 2,325 未 男女共同参画推進課

図３－４－２
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）電話相談（内DV関係
の相談件数）

人 507 未 男女共同参画推進課

図３－４－２
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）来所相談（女性の悩
み相談件数）

人 225 未 男女共同参画推進課
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プラン中の図
表番号

項目 単位 28年度 29年度 担当課

図３－４－２
DV関係相談状況（県立女性家庭センター）来所相談（内DV関係
の相談件数）

人 147 未 男女共同参画推進課

図３－４－３ こころのケア相談事業（電話相談） 件 1,473 1,496 健康増進課

図３－４－３ こころのケア相談事業（来所相談） 件 74 129 健康増進課

図３－４－３ こころのケア相談事業（移動相談） 件 346 322 健康増進課

図３－４－４ 骨粗しょう症検診（要指導） 人 735 724 健康増進課

図３－４－４ 骨粗しょう症検診（要医療） 人 417 421 健康増進課

図３－４－４ 骨粗しょう症検診（受診人数） 人 1,732 1,748 健康増進課

図３－４－５
乳がん検診（マンモグラフィ併用）（精密検査受診）※各年度末時
点

人 345 359 健康増進課

図３－４－５
乳がん検診（マンモグラフィ併用）（要精密検査）（異常あり）※各
年度末時点

人 438 461 健康増進課

図３－４－５ 乳がん検診（マンモグラフィ併用）（受診人数）※各年度末時点 人 6,520 6,508 健康増進課

図３－４－６ 子宮がん（子宮頸がん）検診（精密検査受診）※各年度末時点 人 47 61 健康増進課

図３－４－６
子宮がん（子宮頸がん）検診（要精密検査）(異常あり）※各年度
末時点

人 61 75 健康増進課

図３－４－６ 子宮がん（子宮頸がん）検診（受診人数）※各年度末時点 人 5,705 6,031 健康増進課

図３－４－７ エイズ等相談及びHIV抗体検査（エイズ等来所相談延人数） 件 168 177 保健予防課

図３－４－７ エイズ等相談及びHIV抗体検査（エイズ電話相談延人数） 件 13 18 保健予防課

図３－４－７ エイズ等相談及びHIV抗体検査（HIV抗体検査延人数） 件 167 176 保健予防課

図３－５－１ 人口・世帯数・高齢化率の推移（西宮市）（総人口） 人 488,874 488,127 男女共同参画推進課

図３－５－１ 人口・世帯数・高齢化率の推移（西宮市）（総人口）（世帯数） 世帯 212,561 214,892 男女共同参画推進課

図３－５－１ 人口・世帯数・高齢化率の推移（西宮市）（高齢化率） ％ 未 未 男女共同参画推進課

表３－５－１ 相対的貧困率（男性） ％ - - 男女共同参画推進課

表３－５－１ 相対的貧困率（女性） ％ - - 男女共同参画推進課

表３－５－１ 65歳以上単独世帯男女別貧困率（男性） ％ - - 男女共同参画推進課

表３－５－１ 65歳以上単独世帯男女別貧困率（女性） ％ - - 男女共同参画推進課

表３－５－１
一般労働者のうち正社員・正職員の男性を100とする女性の所定
内給与格差（国）

- 73.0 73.4 男女共同参画推進課

表３－５－１
常用労働者男子を100とする常用労働者女子の所定内給与格差
（西宮市）

- 62 - 労政課

表３－５－２ 西宮市防災会議における女性委員の割合 ％ 10.0 10.0 防災総務課

西宮市ＤＶ対策基本計画
図５－２－１ 配偶者暴力相談センターにおける相談件数（全国） 件 106,367 106,110 男女共同参画推進課

図５－２－１ 配偶者暴力相談センターにおける相談件数（兵庫県） 件 7,887 8,373 男女共同参画推進課

図５－２－２ 警察における暴力相談等の対応件数（全国） 件 69,908 72,455 男女共同参画推進課
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プラン中の図
表番号

項目 単位 28年度 29年度 担当課

図５－２－２ 警察における暴力相談等の対応件数（兵庫県） 件 3,010 3,380 男女共同参画推進課

図５－２－３ 婦人相談所における一時保護件数（全国） 件 未 未 男女共同参画推進課

図５－２－３ 婦人相談所における一時保護件数（兵庫県） 件 未 未 男女共同参画推進課

図５－２－４ DV防止法に基づく保護命令の新規受付件数（全国） 件 2,648 2,280 男女共同参画推進課

図５－２－４
DV防止法に基づく保護命令の新規受付件数（神戸地方裁判所
管内）

件 134 131 男女共同参画推進課

図６－１－１ DV関係相談状況（女性の悩み相談件数） 件 1,364 1,503 男女共同参画推進課

図６－１－１ DV関係相談状況（内DV関係の相談件数） 件 170 266 男女共同参画推進課

表６－１－１ 婦人相談員が受けたDV相談（DV相談延べ件数） 件 549 509 配偶者暴力支援センター

表６－１－１ 婦人相談員が受けたDV相談（DV相談者実人数） 人 318 289 配偶者暴力支援センター

表６－１－２
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（日本語・外国語関係（翻訳・通訳依頼含む）、教育）

件 49 43 秘書課

表６－１－２
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（出入国、税金、労働、住居、国際結婚、永住・帰化、法律）

件 58 38 秘書課

表６－１－２
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（医療、保険、交流、情報・通信、生活環境等）

件 69 63 秘書課

表６－１－２
公益財団法人西宮市国際交流協会での外国人からの相談件数
（DV）

件 0 0 秘書課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（子どものリスク要因…低体重児）

件 137 145 地域保健課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（子どものリスク要因…その他）

件 160 177 地域保健課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（母親のリスク要因…身体的疾患）

件 48 40 地域保健課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（母親のリスク要因…精神的疾患）

件 33 30 地域保健課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（母親のリスク要因…その他）

件 25 101 地域保健課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（家庭的リスク要因…経済状態）

件 3 10 地域保健課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（家庭的リスク要因…家族状況）

件 42 62 地域保健課

表６－１－３
西宮市養育支援ネットによる医療機関等からの情報提供件数
（家庭的リスク要因…親の育児性）

件 180 189 地域保健課

表６－１－４ 西宮市母子保健事業で把握したDV被害状況 人 2 6 地域保健課

表６－１－５
医療機関からの紹介による相談受付件数（女性のための相談室
のDV相談受付件数）

件 5 0 男女共同参画推進課

表６－１－５
医療機関からの紹介による相談受付件数（婦人相談窓口相談受
付件数）

件 7 4 子供家庭支援課

表６－１－６
社会福祉関係機関からの婦人相談窓口紹介による、相談受付件
数（福祉事務所）

件 11 8 子供家庭支援課

表６－１－６
社会福祉関係機関からの婦人相談窓口紹介による、相談受付件
数（他の相談機関）

件 50 33 子供家庭支援課

表６－１－６
社会福祉関係機関からの婦人相談窓口紹介による、相談受付件
数（社会福祉施設）

件 0 1 子供家庭支援課

表６－２－１ 婦人相談員による県の一時保護所入所措置件数 件 5 2 配偶者暴力支援センター

表６－２－２ 警察からの紹介によるもの（県の一時保護所入所件数） 件 2 5 配偶者暴力支援センター

表６－２－２ 警察からの紹介によるもの（DV相談受付件数） 件 13 17 配偶者暴力支援センター
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プラン中の図
表番号

項目 単位 28年度 29年度 担当課

表６－２－３
住民基本台帳閲覧等制限の支援措置対象者数（DV及びストー
カー行為防止支援措置対象者数）

人 786 842 市民第２課

表６－２－３
住民基本台帳閲覧等制限の支援措置対象者数（うち本市支援
分）

人 424 447 市民第２課

表６－２－３
住民基本台帳閲覧等制限の支援措置対象者数（うち他市からの
依頼分）

人 362 395 市民第２課

表６－３－１ 婦人相談におけるDV相談実人員件数 件 318 289 配偶者暴力支援センター

表６－３－２ DV被害者の各手当受給状況（子ども手当）　※児童手当 人 16 17 子育て手当課

表６－３－２ DV被害者の各手当受給状況（児童扶養手当） 人 16 19 子育て手当課

表６－３－３ 就労支援講座参加者数（女性のためのチャレンジ相談） 人 32 32 男女共同参画推進課

表６－３－３ 就労支援講座参加者数（再就職準備セミナー） 人 175 154 男女共同参画推進課

表６－３－３ 就労支援講座参加者数（シングルマザー講座） 人 94 113 男女共同参画推進課

表６－３－４－② 西宮若者サポートステーション　新規登録者（15～39歳　男性） 人 83 68 労政課

表６－３－４－② 西宮若者サポートステーション　新規登録者（15～39歳　女性） 人 84 89 労政課

表６－３－４－② 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（40歳～54歳　男性） 人 61 52 労政課

表６－３－４－② 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（40歳～54歳　女性） 人 74 60 労政課

表６－３－４－② 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（55歳～64歳　男性） 人 34 29 労政課

表６－３－４－② 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（55歳～64歳　女性） 人 25 18 労政課

表６－３－４－② 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（65歳以上　男性） 人 18 6 労政課

表６－３－４－② 西宮市中高年しごと相談室　新規利用者数（65歳以上　女性） 人 11 12 労政課

表６－３－５ 母子自立支援員の就労相談回数 回 373 482 子供家庭支援課

表６－３－６ DVに係る区域外就学件数（小学校） 件 24 35 学事課

表６－３－６ DVに係る区域外就学件数（中学校） 件 14 13 学事課

表６－５－１
西宮市男女共同参画センターウェーブにおけるDV防止のための
講座の開催回数

回 6 6 男女共同参画推進課

※表６－３－４の西宮市しごと相談室は平成24年度に事業が終了したため、掲載していない。
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相談窓口 ２７年度 ２８年度 ２９年度

1 ＤＶ相談件数（H24.9.10～） 720 549 509

2 ＤＶ相談実人員（H24.9.10～） 344 318 289

3 一時保護（県女性家庭センターへの移送）件数 8 5 2

4
一時保護（県女性家庭センターへの移送）件数
警察経由

5 2 5

5 証明書発行件数 148 122 131

6 女性のための「電話・面接相談」のうちＤＶ相談件数 300 162 262

7 女性のための「法律相談」のうちＤＶ相談件数 3 8 4

ＤＶ相談等件数
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西宮市総合計画（男女共同参画社会の実現）
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施策評価シート（男女共同参画社会の実現）
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事務事業評価シート（男女共同参画社会の実現）
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平成２９年６月１日～平成３１年５月３１日

役職 選出区分 氏名 所属団体等

委員 髙田　昌代
神戸市看護大学　看護学科ウィメンズヘルス
看護学専攻　教授

委員 牧里　毎治 関西学院大学　名誉教授

委員 井上　はねこ
学校法人河合塾ハラスメント防止対策委員会
相談員

委員 西尾　亜希子 武庫川女子大学　共通教育部　准教授

委員 志賀　俊彦
神戸新聞社　編集局　報道部長
（神戸新聞社推薦）

委員 石井  恭子
西宮商工会議所　部会幹事
（西宮商工会議所推薦）

委員 原田　孝一
西宮労働者福祉協議会　事務局次長
（西宮労働者福祉協議会推薦）

委員 木元　早苗
西宮市地域婦人団体協議会　理事
（西宮市地域婦人団体協議会推薦）

委員 岩本　裕子 市民公募

委員 澤井　昭寛 市民公募

個
人
依
頼

団
体
推
薦

公
募

西宮市男女共同参画推進委員会委員名簿
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